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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年９月１２日

自  午前１０時３８分

至  午前１１時３５分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 鵜瀬 和博 君

副委員長(副会長) まきやま大和 君

委 員 中山  功 君

〃 山田 朋子 君

〃 中島 浩介 君

〃 宅島 寿一 君

〃 近藤 智昭 君

〃 石本 政弘 君

〃 本多 泰邦 君

〃 大久保堅太 君

〃 畑島 晃貴 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 川口 和宏 君

水 産 部 次 長 佐古 竜二 君

水 産 部 次 長 吉田  誠 君

水産 部参事 監
（政策調整担当）

松田 竜太 君

漁 政 課 長 尾﨑 正英 君

水産 経営課 長 齋藤周二朗 君

水産加工流通課長 森川  晃 君

水産加工流通課企画監
（国内外流通対策担当）

桑原 浩一 君

総合水産試験場長 渡邉 孝裕 君

６、審査事件の件名

〇総務分科会

第68号議案
令和5年度長崎県一般会計補正予算（第4号）
（関係分）

７、審査の経過次のとおり

― 午前１０時３８分 開会 ―

【鵜瀬委員長】ただいまから、農水経済委員会

及び予算決算委員会農水経済分科会を開会いた

します。

これより、議事に入ります。

まず、会議録署名委員を慣例によりまして私

から指名をさせていただきます。

会議録署名委員は、中山委員、石本委員のご

両人にお願いいたします。

本日の議題は、第68号議案「令和5年度長崎
県一般会計補正予算（第4号）」のうち関係部
分及び「令和5年9月定例会における本委員会の
審査内容等についてであります。

審査方法について、お諮りいたします。

本日審査する議案は、本日午後の予算決算委

員会及び本会議で審議する必要があることから、

付託議案に限って審査を行い、その後、9月26
日からの委員会の審査内容などについての協議

を行うこととしたいと存じますが、ご異議ござ

いませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることにいたします。

なお、理事者の出席範囲につきましては、付

託議案に関係する範囲とし、配付しております
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配席表のとおり決定したいと存じますので、ご

了承をお願いいたします。

【鵜瀬分科会長】それでは、分科会による審査

を行います。

予算議案を議題といたします。

まず、川口水産部長より予算議案の説明を求

めます。

【川口水産部長】 皆様、おはようございます。

本日は、よろしくお願いいたします。

水産部関係の議案についてご説明いたします。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料」の2ページをご覧ください。
今回、審議をお願いいたしておりますのは、

第68号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予
算（第4号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、橘湾沿岸における大規模

な赤潮で被害を受けた生産者の早期生産回復、

事業再開に対処するため、必要な予算を追加し

ようとするものであります。

歳出予算は、水産業費4億1,175万円の増、合
計4億1,175万円の増となっております。
補正予算の内容についてご説明いたします。

（漁業金融対策について）

1 赤潮による大規模な養殖魚被害に対し、

生産者の事業継続に必要な借入れに係る利子・

保証料負担を軽減するため、沿岸漁業等振興資

金の融資枠を4億円から10億2,000万円に拡大
することに伴う利子補給等として、漁業振興対

策融資費319万4,000円の増。
2 漁業経営維持安定資金の融資枠を6億円

から22億8,000万円に拡大することに伴う利子
補給等として、漁業経営安定対策融資費1,327
万5,000円の増をそれぞれ計上いたしておりま
す。

3ページをご覧ください。

（代替魚購入支援について）

赤潮による大規模な養殖魚被害に対し、速や

かな養殖業の再開に向け、生産者が実施する代

替魚購入を支援するための経費として、養殖魚

赤潮被害緊急対策事業費3億9,528万1,000円の
増を計上いたしております。

繰越明許費及び債務負担行為については、記

載のとおりであります。

以上をもちまして、水産部関係の議案の説明

を終わります。よろしくご審議のほどお願いい

たします。

【鵜瀬分科会長】 次に、補足説明を求めます。

【森川水産加工流通課長】私の方から補足説明

させていただきます。

お手元に配付しております資料、「令和5年9
月定例県議会 予算決算委員会 農水経済分科会

補足説明資料（水産部）」の2ページ目をご覧
ください。

赤潮発生等の主な経過でございますが、7月
31日に、県の調査におきまして、橘湾沿岸の長
崎市網場地先で有害赤潮プランクトン（カレニ

ア ミキモトイ）が海水1ミリリットル当たり
3,470細胞確認されました。
このプランクトンは、1ミリリットル当たりの
細胞数が500細胞を超えますと養殖魚に被害を
及ぼすとされております。

8月1日には、雲仙市千千石漁港でも警戒基準
を超える595細胞を確認。その後、赤潮は急速
に拡大し、8月3日に長崎市たちばな漁協管内で
最大1万60細胞、橘湾東部漁協管内では最大4万
1,010細胞に達しました。
漁協及び養殖業者の方々は、餌止め及び赤潮

防除剤の散布など懸命の対策を実施いたしまし

たが、8月2日頃から養殖魚にへい死が発生した
ものと考えております。
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県では、8月4日に「水産部赤潮等対策推進本
部」を設置し、情報共有と被害対策などについ

て協議を開始するとともに、8月7日には知事が
現地を視察され、養殖業者や漁協関係者と意見

交換を実施いたしました。

その後、8月8日には細胞数が減少し始め、台
風6号が通過した8月10日には、橘湾全域の全調
査点で注意基準を下回り、赤潮はほぼ終息した

ものと考えられます。

次に、3ページ目をご覧ください。
今回の赤潮による被害状況を記載しておりま

す。

トラフグを中心に、シマアジ、マダイなどの

被害が大きく、被害尾数は合計110万尾、被害
額は13億6,000万円と見込んでおりますが、長
崎市及び雲仙市ともに精査中ということでござ

いますので、被害尾数、被害額の確定には、い

ましばらく時間を要すると考えております。

特に、シマアジやトラフグの被害が大きく、

手元に売れる魚が残っていないという養殖業者

さんもたくさんおられます。被害額の大きさは

もちろん、養殖経営に与えるインパクトの強さ

から、廃業や産地の崩壊も懸念されますので、

漁師や系統団体ともしっかり連携して被害対策

に取り組んでいく必要があると考えております。

続きまして、4ページ目をご覧ください。県
で検討しております被害対策の概要をお示しい

たしております。

大きく分けまして、（1）養殖経営対策、（2）
被害対策、（3）その他の対策としております。
まず、（1）の養殖経営対策といたしまして、

今回の補正予算に計上いたしておりますのは、

①へい死した養殖魚に代わる代替魚導入への支

援、②経営再建・事業継続に向けた金融支援で

あり、計上額は合わせて4億1,175万円となって

おります。

次に、（2）被害対策といたしましては、緊
急的な対応が必要なことから予備費を充当して、

①のへい死魚処理や②の赤潮防除剤散布の経費

について、県単独の既存事業により支援するこ

ととし、県と市で全額を負担する方向で調整し

ているところでございます。

（3）その他の対策といたしまして、赤潮に
よる損失のうち共済金相当額を超える部分の直

接補塡や共済制度の充実、抜本的な赤潮対策に

向けた技術的支援、十分な財政支援措置につき

まして、地元や関係者の皆様とともに、県選出

の国会議員の先生や県議会の皆様方にもご協力

をいただきながら、9月6日、国に対して要望を
行いました。

続きまして、5ページ目をご覧ください。
代替魚導入に係る支援事業であります養殖魚

赤潮被害緊急対策事業費についてご説明をいた

します。

この事業は、今回の甚大な赤潮被害によって、

今年だけでなく、来年度出荷予定の魚も失った

養殖業者の皆様方が早期の事業再開を図るため

に必要な代替魚の購入経費と、その運搬費を支

援するものでございます。

2．事業概要の中ほどをご覧ください。緑色
で示しています通常補助では、へい死した養殖

魚の代替魚を調達する場合、生産原価と購入価

格の差額、すなわち養殖業者が原価で代替魚を

購入できるよう、マージンに相当する部分を県

と市が合わせて3分の2、支援をしておりました。
今回は、過去に例がないほどの甚大な被害状

況であるということを踏まえまして、養殖業者

の方々にとって、より手厚い支援となるよう、

オレンジ色で示しております今回補助で運用す

ることといたしております。
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図の右側の囲みに記載しておりますとおり、

同一海域、同一原因による総養殖尾数の7割以
上のへい死を基準といたしまして、この基準を

上回った場合には、生産原価を控除せず、代替

魚購入費全額を補助対象とし、その3分の2を県
と市で支援することといたしました。

なお、来年度購入予定の代替魚の経費につき

ましては繰越しをお願いしたいと考えておりま

す。

以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願い申し上げます。

【齋藤水産経営課長】引き続きまして、水産経

営課で9月補正予算に計上いたしております事
業について補足の説明をさせていただきます。

同資料の6ページをご覧ください。
沿岸漁業等振興資金等融資費及び漁業経営維

持安定資金等融資費についてでございますが、

この事業は、このたびの赤潮により甚大な被害

を受けた養殖事業者の早期事業再開を図るため

の支援といたしまして、2つの資金と融資費、
計1,646万9,000円を計上いたしております。
それぞれの計上額につきましては、2の予算

額で示しておりますとおりでございますけれど

も、これと併せまして、利子補給につきまして

は令和5年度からの15年、保証料については3年
分を補助するために令和6年度以降の債務負担
の承認を併せてお願いするものでございます。

事業の概要でございますけれども、①の沿岸

漁業等振興資金等融資費については、今回の代

替魚購入に補助事業を活用する際の自己負担の

部分や代替魚の育成に要する経費などを支援す

るもので、融資枠を拡大することに伴い、利子

補給や知事特認の創設による償還期間、据置期

間の延長、個人向けの貸付限度額の拡大と併せ

まして、保証料についても支援を新設し、借り

入れる際の養殖事業者の負担を軽減することと

しております。

また、②の漁業経営維持安定資金等融資費に

つきましては、養殖事業者が現状で借り入れて

いる資金を借り換えることで無理なく償還でき

る体制に整え、経営再建と事業継続を図るため

の支援で、融資枠の拡大に伴う利子補給や知事

の特認による償還期限の延長や貸付限度額を拡

大するとともに、保証料の支援を行うこととし

ております。

以上の支援策により2つの資金が円滑に利用
されることで、養殖事業者が自身の経営再建、

事業継続につなげていただけたらと思っており

ます。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。

【鵜瀬分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【中山委員】このたびの赤潮による被害という

のは、110万尾、13億6,000万円程度の被害があ
るということでありまして、大変な被害だと思

います。生産者からすれば危機的な状況にあろ

うと考えております。先ほど、課長から廃業を

含めて可能性があるという話がございました。

まさに、そのとおりだと思います。

一方、8月早々に知事が現地に入ったり、積
極的な対策については、一定評価するところも

あるわけであります。

まず最初に、生産者からの声が大きかった損

失補償の件についてお尋ねしたいと思います。

新聞紙上の記事を見ますと、2年後のトラフ
グについては、市場価格では3,000円程度で売れ
るけれどもと、共済保険の補償が1,000円程度と
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いう形の報道がなされておるわけでございます。

そこで確認しますが、2年もののフグを中心
として、シマアジ、タイを含めて共済にほぼ

100％近く入っているという話を聞くわけであ
りますけれども、その確認と併せて、このたび

のトラフグの2年もので共済の補償額は現実に
どの程度が見込まれているのか、まずそれをお

尋ねしたいなと思います。

【齋藤水産経営課長】養殖共済の加入率という

ことでございますけれども、少し年を追って説

明させていただきます。

まず、県全体で申し上げますと、平成30年が
60％、令和元年が69％、令和2年が79％、令和3
年が83％、それから令和4年が96％ということ
で、徐々に上がってきているという状況にござ

います。

なお、長崎市内のトラフグの被害が特に大き

かったんですけれども、その方々の加入を見ま

すと、令和4年で申し上げますと、加入率は
100％という状況にございます。
もう一つ、共済金の支払いの部分でございま

すけれども、確かに業者の方にお聞きすると、

これまで育成に要した経費が1尾当たり2,800
円強ぐらいかかっているという現状がございま

す。そういった中で共済金の支払額で申し上げ

ますと1,064円ぐらいというところもございま
して、3割強というところの共済金の支払いし
かないというふうにお聞きしているところでご

ざいます。

【中山委員】 ありがとうございました。私は、

生産者の気持ちがわかるなというと部分は、県

の指導等もあって共済加入は約100％近くにな
ってきた。ということは、生産者としては最大

限の努力をしてきたわけですね。その中で実質

的に被害に遭ってみたら3分の1程度しか補償

が出ないということであれば、やはりその残り

について国と県で損失を補償してくれるという

のが自然の流れだというふうに思うんですね。

そこで、今回、この損失補償ができなかった

理由はどこにあるのか、どのような検討をなさ

れてきたのか、お尋ねしたいなと思います。

【齋藤水産経営課長】まずは共済に加入いただ

くということが第一だと思っております。それ

に伴って共済金が支払われることになるんです

けれども、共済の仕組みといたしまして、まず

第一に補塡率が8割ということで、100％は返っ
てこないということが一つございます。

あと、経過率とかいろいろ掛け算があるんで

すけれども、その中でもう一つ大きい要素とい

たしまして、加入者の方がどれぐらい、いわゆ

る持っている魚を共済に掛けるかということで、

100％掛ければ、もちろんそれだけ戻ってくる
んですけれども、一番最低のラインといたしま

して30％掛ければ一応共済に入ったという状
況になりますので、そういう低い尾数の中で掛

けている方もいらっしゃって、そういった中で

なかなか満足に返ってきてないという状況があ

るのは、もう事実だと思っております。

そういった中で直接の補塡というところでご

ざいますが、これまでなかなかやったことがな

くて、今回、これに充てるというのは、確かに

検討もしたんですけれども、非常に難しいとい

う状況にございます。こういったところにつき

ましては共済制度の見直し等を含めて国に要望

していくということで、今回は国の要望に行っ

たというような現状になっているところでござ

います。

【中山委員】やったことがないからということ

ですが、それは説明になりませんよ。というの

は、この損失補償については、あなたたちは必
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要だと認めたから国に要望しているわけでしょ

う。それも知事を含めて、市長も含めて行って

いるわけでしょう。そうなると、なぜできない

かということについて説明せにゃいかんわけで

しょう。損失補償をしてほしいということを国

の方に。

国にどういう説明をして、そして、国からど

ういう形で返事が来ているのか、ぜひその辺に

ついて少しわかりやすく説明してほしいなと思

います。

【佐古水産部次長】生産者の皆様の最初の思い

として、損失、共済金で足りない部分を補塡し

てもらいたいというところは、私どもも十分承

知をしております。水産部、県庁の中で検討い

たしましたけれども、我々水産部として今回の

対策の目的の一つとしては、いかに産地を再生

するかというところでございますので、実際に

へい死した魚を補塡するということではなくて、

産地の再生のために代替魚の購入の部分を支援

すると。それが結果的に売上げにつながれば損

失の補塡にも、ここ数年で考えますと充当でき

るというような考え方で今回の予算にしたもの

でございます。

それから、国への要望の中で共済について差

額の補塡の要望を確かにしておるんですけれど

も、こちらにつきましては、私どもとしては共

済制度の問題というふうに考えております。

【中山委員】損失補償を含めて要望しているじ

ゃないの、それを説明してくださいよ。

【佐古水産部次長】私どもとしては、共済金が

実際の損失に足りないというところは、共済制

度の課題だというふうに認識しておりますので、

こちらにつきましては国に要望したという次第

でございます。

【中山委員】国に対しては損失補償を求める要

望もしてるんじゃないの、違いますか、してな

いですか。（「してます」と呼ぶ者あり）して

るならさ、率直にそこを答えてもらわんばいか

んわけですたいね。

共済に問題があることについては、後でまた

質問します。今はそれじゃないんだから、損失

の話をしているんだから。

皆さん方の指導を受けて、生産者としては

100％近く共済に入った。しかしながら、現実
的には3分の1程度しか補償ができない。残りを
県、国で補塡してほしいというのは、素直な気

持ちじゃないですか。それを受けて国に要望し

たと考えております。

ぜひ、共済に問題があろうが、なかろうが、

現時点での話ですから、現時点の話として生産

者は100％努力してやってきた。それに対して
の問題でありますので、ぜひ国に対して積極的

に損失補償について働きかけをお願いしたいな

と思います。

そこで、今、次長が言うたように、次善の策

として代替魚の購入を支援しますということで

3億6,883万円組んでますよね。この積算根拠は、
例えばトラフグ、マアジ、シマアジ、タイ、こ

ういうのはどういう形で積算しているんですか。

積算根拠について質問いたします。

【森川水産加工流通課長】確かに、今の時期か

ら代替魚の調達というのは、特にトラフグの代

替魚はなかなか難しいという話も伺っておりま

す。

県といたしましては、系統団体等と連携して

情報を集めて、要所、要所に提供しているよう

な状況であります。

積算につきましては、今の時点で、どの魚が、

どれぐらい入るかなというふうなところを設定

いたしまして、例えば、トラフグの1年魚、シ
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マアジの1年魚というふうなことであれば、今
年度の時期を逃してしまってますので、ちょっ

と今年度は難しいだろうということで、来年度、

100％入れるような積算の方法をしております。
トラフグの2年魚であるとか、シマアジの2年

魚につきましては、代替魚の調達の情報等を踏

まえまして、100％というのはなかなか難しい
かもわからないんですけど、3割とか5割とか、
そういうふうなところで設定いたしまして予算

の積み上げを行ったところでございます。

【中山委員】このスキームは代替魚を生産者が

購入して初めて生きてくるんですよ。トラフグ

に絞ってみますと、3割から5割程度を積算根拠
に上げているということでありました。これを

年度内に購入できる見通しについて現状どうな

っているのか、お尋ねしたいと思います。

【森川水産加工流通課長】現時点でどれぐらい

いけるかというのは、なかなか答えにくいとこ

ろではありますけれども、私どもとしましては、

系統でやるとか、いろんな団体で、どこに、ど

れくらいの魚があるかというふうなところの情

報を集めまして、情報提供を行い、調達を希望

する魚種とか尾数等のマッチングがスムーズに

いくように進めていきたいと思っています。

もしそれが今年度中に調達できないというふ

うなことであれば、当然、議会のご承認が必要

になりますけれども、予算を次年度に繰り越し

てでも代替魚の調達に対して支援をしていきた

いと考えております。

【中山委員】 トラフグに限ったら、2年魚を代
替魚として購入できん限りは、今年度は収入が

ないんですよ。2年目は収入がありますけれど
も、今年度はないんですよ。ここが一番問題だ

から、スキームを生かすためには、ここを全力

を挙げて、できるだけ5割近く確保できるよう

に最大限の努力をしていただくことを要望して

おきますけれども、その決意を聞かせてくださ

い。

【森川水産加工流通課長】今回、本当に大きな

被害を受けた養殖業者の方に寄り添って、県も、

系統団体もそうですけれども、関係機関が一丸

となって代替魚の調達ができるように努力して

いきたいと考えております。

【中山委員】期待しておきますよ。よろしくお

願いします。

そこで、繰越しを1億8,000万円してますよね。
そうなると3億9,000万円から1億8,000万円だ
から2億1,000万円が令和5年度で使用できるわ
けですよね。この2億1,000万円を使うことがで
きなかった場合は、1億8,000万円は繰越しだか
らわかるよ。残りのもの、それを全部使ってし

まえば問題ないんだけれども、これが仮に半分

しか使えないとなった時にどうするかという問

題が出てくるわけね。その辺を少し詳しく説明

してください。

併せて、繰越をした場合、来年度のいつ頃ま

でこの資金が、制度が使えるのか、2つお尋ね
したいと思います。

【森川水産加工流通課長】 今年度分として2億
1,000万円程度になりますけれども、代替魚の調
達に最大限努力したいと考えておりますけれど

も、それが残ったということになれば、代替魚

の調達の進捗度を踏まえて､11月定例会あるい
は2月定例会で改めて繰越しの協議をさせてい
ただいて、次年度にそれを繰り越して代替魚を

多く導入したいと考えております。

事業自体は、繰越しをご承認いただければ、

来年度は、2月ぐらいまでは事業期間として代
替魚の購入ができればなと考えております。

【中山委員】確認ですけれども、使いきっても
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らうことが前提なんですよね、仮にの話ですか

ら。使いきらなかった場合については、2月定
例会で繰越しでやるということですね。

それと、これを使えるのは令和7年2月頃と、
こういうことで確認していいですか。

【鵜瀬分科会長】ほかに質問はございませんか。

【宅島委員】今般、被害を受けられた養殖業者

の方にお見舞いを申し上げます。

8月7日に私はたちばな漁協に出向きまして1
時間半ほど、漁業者の方々からご意見を頂戴い

たしました。川口部長、吉田次長がすぐ駆けつ

けていただいて、その後、知事も来ていただい

て、現地で船に乗って魚がへい死している状況

を見せていただきました。本当にすばやい対応

をしていただいたことに感謝を申し上げたいと

存じます。

漁業者におかれては絶望的な気持ちを持って

おられたと思うんですけれども、素早い対応の

おかげで非常に感謝をされている声が届いてお

ります。

今般、赤潮における被害は、長崎県史上初め

ての大きな被害であったと思いますけれども、

プランクトンのこういう状況を見ますと、特に

警戒レベルの数値が出てたりして、県でもそれ

を情報提供しながら対策を打たれると思うんで

すけれども、漁業者の方たちも商売ですね、こ

の時、ちょうどお盆の前ぐらいに出荷しようと

いう計画をずっとされていて、その時にトラフ

グを出せればキロ3,000円ぐらいであったとい
うことも聞いております。そのうち共済にかた

っている方たちは1,060円しか出ないと。その分、
あとの部分を何とか助けてくれというような要

望であったと思います。

それを残価の約2,000円に対して直接補償は
できないということは、これは重々理解できて

いると私は思っておりますけれども、特に漁業

者の皆様方からは、漁業の共済制度の見直しを

国に訴えてくれというようなことを切に言われ

ていました。とにかく養殖魚の共済の額が低過

ぎるんだということを言われておりましたので、

そこを今般、知事も徳永議長も行かれて、農水

経済委員長も行かれたと思うんですけれども、

そこを要望されてきたと認識しております。

引き続き、赤潮がいつ発生するか、水温が30
度以上の状況が毎年続くと、いつ、どこで起き

るかわからないということもありますので、漁

協の方たちに、これ以上は本当に危ないよとい

ったところも真剣に訴えていただきながらやっ

ていただきたいと思います。

7年前に松浦で赤潮が発生した時も、約6,000
万円ほどの対策費を県でとっていただきました。

実際使われた額は二千数百万円だとお聞きして

おりますけれども、今般、これだけきちっとし

た予算を立てていただいておりますので、長崎

市、そしてまた雲仙市とともに、きちっと連携

をし合って漁業者の方たちに寄り添って頑張っ

ていただきたいと思います。

部長のこの件に関する意気込みをお聞かせい

ただきたいと思います。

【川口水産部長】このたび、橘湾海域でこのよ

うな甚大な赤潮が発生するということは、赤潮

が伊万里湾、五島などの各地域で発生しており

ましたが、ここまでの被害は、ここ3～4年はご
ざいませんでした。そういう中で過去の被害を

基にいろんな漁業者の連絡体制で水試、普及セ

ンター、行政とも連絡体制をしっかり構築して

まいりました。

そういう中で今回の赤潮については、7月下
旬に赤潮がかなり急激に細胞数が増えて、そこ

を地元も一生懸命手当てをしたんですけれども、
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そこが追いつかないと。要は、これまで経験が

ないような赤潮の発生がございました。1週間
のうちに、みるみるへい死魚が出たということ

で、生産者の気持ちを推しはかると、我々も非

常に心を痛めているところであります。

宅島委員がおっしゃったように、我々もいち

早く現地に駆けつけまして現地の状況について

漁業者のお話を聞きまして、これはただならぬ

話だなということで、これまで以上のスキーム

を水産部しかり、県全体で皆さん真剣に議論い

ただきまして、今回の予算構築ということにな

ったわけです。

この間、生産者の方、県議会議員の委員の皆

様につきましては、いろんなアドバイス、助言

をいただきながら、特に、両漁協はもちろんで

すけれども、長崎市、雲仙市が一緒になって協

調して産地を支えようということで非常に協力

をしていただいて、同じ気持ちで産地を復活さ

せるということで取組を進めていこうという話

もそれぞれの市長さんからいただきまして、今

回、国に対する要望も一緒に、知事、県議会議

長、長崎市長、長崎市議会議長、それと、雲仙

市は議会中でございましたので、副市長、副議

長にご参加いただき、みんなで関係省庁を回ら

せていただいたところです。

損失につきましては、中山委員からお話があ

りましたけど、これはやっぱり全国の問題であ

りますので、我々もいち早く損失については、

県の方で支援するというのは、なかなか難しい

ところもございますので、国に対して、まずは

直接補塡をしてくれという話と併せて、共済制

度の見直しということもお願いしたところであ

ります。

こういうものを含めて国に対する要望に、こ

れからの代替魚の購入でありますとか、いろん

なところに手を尽くして産地が復活し、事業者

が希望を持って事業を継続できるように力を尽

くしてまいりたいと考えておりますので、議員

の皆様のお力添え、後押しをよろしくお願いい

たしたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。

【宅島委員】 ありがとうございました。今日、

上程されていますこの議案を至急可決をして、

漁業者の皆様方に一日も早くお届けをしていた

だきたいと思います。どうぞよろしくお願いし

ます。

終わります。

【鵜瀬分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【中山委員】先ほど、水産経営課長から話があ

りました共済保険ですね。問題の根っこはここ

にあるということでありますから、まず、保険

料を含めて共済の仕組みですね、どういう仕組

みでやっているのか、その辺を少し説明できま

すか。

【齋藤水産経営課長】共済につきましては、ま

ず1つ、共済単価というのがございまして、そ
れぞれの魚種に対して年数に応じて価格が決ま

っております。これは全国的な、標準的な単価

となっております。

そして、共済金と申しますのは、まずはその

算出の方法でございますけれども、損害を受け

た数量に共済単価を掛けて、その後に経過率と

申しまして、それは買い始めてから何か月たっ

たかというところの経過率を掛ける。それから、

生残率と申しまして、自然に少し徐々に死んで

まいりますので、その辺の自然消耗するような

ところを掛けた率、それから、補塡率が8割と
いうことがございます。それから、それに契約

割合と申しまして、本人さんが持っておられる

尾数に対して、ご自身がどれぐらいの尾数を掛
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けられるかというところの契約割合、全部を掛

けまして共済金の計算が成り立っているという

状況にございます。

【中山委員】一番の問題は共済単価ですね。こ

れが基本になってますので、今、共済単価はト

ラフグの2年もので幾らなのかわかりませんけ
れども、それはいつの段階から同じ単価なのか、

それを含めて教えてくれますか。

【齋藤水産経営課長】必要に応じて単価の見直

しとか、そういったこととか、新たに要望があ

って、こういう魚種を設定してくださいという

場合には設定をされているところでございます

けれども、今の共済単価と申しますのは、それ

はフグの2年魚であれば、1尾2,000円という金
額が出ております。これにつきましては、いつ

の時点かというのが手元にございませんで、は

っきりしませんけれども、かなり昔から2,000
円ということで単価の設定がされているところ

でございます。

【中山委員】 1尾2,000円で、いつ決めたかわ
からんということでありますけれども、近年の

石油、飼料の問題を含めて非常に高騰していま

す。その点、国としても一定の見直しは考えて

いると思いますが、ぜひ、ここを引き上げんこ

とには3割程度にしかならんということであり
ます。今後もまたコストが上がってくる可能性

があるんですよね。

ぜひ一回、単価がいつ決まったのかを含めて、

この辺をきちんと詰めて国と少し具体的にお話

を進めていただきたいと思うけれども、いかが

でございますか。

【齋藤水産経営課長】近年の燃油の高騰である

とか、餌代が上がっているというところで、育

成に係る経費というのがかなり増していると思

っております。

そういった中で、共済単価が昔定めた額で変

わっていないというところもございますので、

そのあたりを含めて、これは国の方で共済単価

というのが決定されていきますので、今回も国

にご要望に上がって共済の単価の見直しである

とか、あと、共済単価が上がれば、もちろん掛

金が上がってくるということが反面ありますの

で、そのあたりで掛金の負担を軽減してくれと

いうことも併せて要望いたしたところでござい

ます。今後も要望していきたいというふうに思

っております。

【中山委員】それと、補塡と言うたかね、8割。
これは一般的なものですか、特殊なものですか。

【齋藤水産経営課長】我々もパンフット上でし

かわかりませんけれども、この8割というのは、
もう8割ということで決められておりまして、
全国的にも8割というような決まった数字にな
っておるようでございます。

【中山委員】 8割の根拠ですたい。決まってい
るからこうじゃなくて、聞かれた場合、こうい

う理由でこうなんだということを説明してもら

えればわかりやすいんですよね。ぜひ一回、そ

の辺も含めて調べてほしいなと思います。

いずれにいたしましても、生産者としては、

やはり共済保険が命綱ですから、これが再起の

ために十分使えなかったら共済保険の意味がな

いんですよ、はっきり言うてね。

私がある業者に聞いたら、年間、数百万円の

保険料を払っていると。逆に言えば保険を掛け

ずにためておった方がいいんじゃないかという

気が私はしたわけですけれども、保険料はかな

り高いんですよ。

そこを踏まえて、今言ったように軽減策につ

いてもお願いしたいということでありますので、

ぜひこの辺をきちんと、少なくとも被害に遭っ
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たら5割以上はこれで補塡できるという形の共
済保険にしてもらわんことには、なかなか安心

して経営できないというふうに思いますので、

ぜひその辺を含めて取り組んでいただきたいな

と思います。

それともう一つお願いしたいのは、生産者か

らもお話がありましたけれども、今年の2月に
は日本一の長崎びわが寒波による被害を受けま

した。そして、それがようやく落ち着いたかな

と思ったら7月から8月にかけてこの赤潮です
ね。日本一のトラフグと日本一の長崎びわが同

じ年に被害を受けたということは、私が知って

いる限りは初めてじゃないかと思うんですよね。

ところが、これが今後、異常気象とか地球温

暖化とかあれば、こういうことが今まで以上に

発生するリスクがあるんじゃないかと思ってい

るんですよ。

そこで、県の施設が災害を受けた時には基金

で対応するようになっています。ただ、農作物

のびわとか、そして水産物のフグとか、こうい

う一次産品については、現在のところ、基金が

ないんですよね。今後、迅速に対応するために

は、予備費が2億円ありますけれども、それを
使うことは当然と思いますけれども、今後はも

う少し大きく構えて基金でもつくって、そして、

支援の内容等も詳しく打ち合わせをして、そう

いうものをつくっておく必要があろうかと思う

んですけれども、いかがでございましょうか。

【吉田水産部次長】基金についてご提案をいた

だきました。

まず、災害、今回のような赤潮が起きました

場合には、まず生産者の方は地元で復旧作業、

次に復旧が落ち着いた時点で再建の作業、その

中で私ども行政、系統機関がみんな入りまして

将来の再建計画に必要ないろんなものを打ち合

わせしながらつくってまいります。

今回の補正予算につきましては、そういう関

係市町とも協調して詰めてきた内容、また漁業

者の意向、そういったものを酌み取りながら補

正予算を計上させていただいております。

その際に委員が一番心配されておりますのは

スピード感ということだと思います。今回につ

きましては、議会の初日に先議をいただきまし

て、議会からも強い後押しをいただきました。

私どもとしましては、災害にもいろんなパタ

ーンがありますし、その状況によって産地の方

も非常にやらないといけないことが多々出てく

ると思います。

そういった中で、私どもも産地と足並みをそ

ろえながら、今回のようにしっかりと市町と協

調しながら、議会とも連携しながら、補正予算

という形、また、予備費という形のものも使い

ながら対応させていただくのがいいのではない

かというふうに考えております。

【中山委員】 否定はしませんよ、否定はね。た

だ、過去の災害の状況を見ますと、平成21年に
橘湾で大規模な赤潮発生、雲仙市管内25か所、
長崎市管内2か所、諫早市、南島原市で災害を
受けております。そして、平成22年、橘湾で大
規模な赤潮が発生、平成27年、橘湾で大規模な
赤潮が発生、平成29年、伊万里湾で大規模な赤
潮が発生、そして今回ですね。

現状、共済保険に入っておっても十分な補償

はもらえない、再建するだけの力がないという

ことを含めて、今後、こういう赤潮の発生がな

いということであればいいけれども、今まで以

上にくる可能性がある。そうなると水産部だけ

の単独じゃなくて、水産部、農林部が力を合わ

せて、そういう災害に備えて、特に今、生産者

は、びわもそうだけれども、もう高齢化してき
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て、いっぱい、いっぱいのところでやっている

んですよ。しかし、そのためにはメッセージが

欲しいんですよ。万一の時は、こういう形で対

応しますよというメッセージ性というか、県の

そういう姿勢をきちんと形に表すということが

意欲につながってくるんですよ。

難しい部分もあろうと考えておりますが、本

県の県有施設の災害復旧に対応するための災害

基金があるわけですから、本県の一次農産物の

災害に備えて基金をつくるということについて

は、私は可能性があると。あとは皆さんたちの

やる気がどうかという問題だと考えております

ので、ぜひ、これについても前向きに検討して

いただきたいと思いますけれども、水産部長、

いかがでございますか。

【川口水産部長】基金の造成についてのご提案

ですけど、今、次長が申し上げたとおり、これ

までは緊急的な予算、それと予備費を使って地

元と協議しながら予算構築をして、手当て、後

押しをしてきたということでございます。

今後、災害に備えての基金の造成のお話でご

ざいますが、そこは農林部ともお話をしながら、

どういう対応ができるか、協議をしたいと思い

ます。

【中山委員】ぜひ、これは水産部だけで対応す

べきことを超えている部分が、自然災害であり

ますので、ぜひ両部が連携しながら協議を前向

きに進めていただくことを要望しておきたいと

思います。

以上です。

【鵜瀬分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第68号議案のうち関係部分は、原案のとおり、
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第68号議案のうち関係部分は、原案
のとおり、可決すべきものと決定されました。

議案の審議結果について整理したいと思いま

す。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３０分 休憩 ―

― 午前１１時３１分 再開 ―

【鵜瀬分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして、本分科会関係の予算議案

審査を終了いたします。

【鵜瀬委員長】 引き続き、9月26日からの委員
会の審査内容等を決定するための委員間討議を

行います。

理事者退室のため、しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３１分 休憩 ―

― 午前１１時３２分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

本日の委員会は、令和5年9月定例会の審査内
容等についての委員間討議であります。

審査方法について、お諮りいたします。

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

いたいと思いますが、ご異議ございませんか。。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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【鵜瀬委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることにいたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３２分 休憩 ―

― 午前１１時３５分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日、協議いたしました委員会の

審査内容については、原案のとおり決定されま

したので、この後、理事者へ正式に通知するこ

とといたします。

ほかにご意見はございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかにないようですので、これ

をもちまして本日の農水経済委員会及び予算決

算委員会農水経済分科会を終了いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午前１１時３５分 散会 ―



第１日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年９月２６日

自  午前１０時 ０分

至  午後 １時５８分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 鵜瀬 和博 君

副委員長(副会長) まきやま大和 君

委 員 中山  功 君

〃 山田 朋子 君

〃 中島 浩介 君

〃 宅島 寿一 君

〃 近藤 智昭 君

〃 石本 政弘 君

〃 本多 泰邦 君

〃 大久保堅太 君

〃 畑島 晃貴 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 川口 和宏 君

水 産 部 次 長 佐古 竜二 君

水 産 部 次 長 吉田  誠 君

水産部参事監

（政策調整担当）
松田 竜太 君

水産部参事監

(漁港漁場計画･
漁場環境担当 )

宮地 健司 君

漁 政 課 長 尾﨑 正英 君

漁業振興課長 古原 和明 君

漁業振興課企画監

(資源管理推進担当) 松尾 隆男 君

漁業取締室長 中尾  直 君

水産経営課長 齋藤周二朗 君

水産加工流通課長 森川  晃 君

水産加工流通課企画監

(国内外流通対策担当) 桑原 浩一 君

漁港漁場課長 本多 健一 君

漁港漁場課企画監

（漁港・環境担当）
松本 昌士 君

総合水産試験場長 渡邉 孝裕 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（農水経済分科会）

第69号議案
令和5年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）（関係分）

７、付託事件の件名

○農水経済委員会

（1）議 案

  な  し

（2）請 願

  な  し

（3）陳 情

・「花育」の取組に対する支援に関する要望

書

・諫早市政策要望

・要望書（平戸市）

・長崎県への施策に関する要望・提案書

・要望書（西海市）

・令和六年度離島振興の促進に関する要望等

の実現について

・要望書（島原市）

・地域社会に貢献するシルバー人材センター

の決意と支援の要望

・県の施策に関する要望書（新上五島町）
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・要望書（長崎市）

・令和5年度長崎県の施策に関する要望・提案
書（南島原市）

・要望書（五島市）

・要望書（長与町）

・要望書（長崎県林業協会）

・長崎県漁業調整規則に関する陳情書（再）

・長崎県漁業振興課による遊漁者への過度な

規制に関する陳情書

・長崎県漁業調整規則に関する陳情書

・長崎県漁業振興課による遊漁者への過度な

規制に関する陳情書

・長崎県漁業調整規則に関する陳情書

・長崎県漁業調整規則に関する陳情書

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【鵜瀬委員長】 皆さん、おはようございます。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました議案はござ

いませんが、陳情20件の送付を受けておりま
す。

なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を農

水経済分科会において審査することになってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第69号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第5号）」のうち関係部分でありま
す。

次に、審査方法についてお諮りします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、配付してお

ります審査順序のとおり行いたいと存じますが、

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】 ご異議ないようですので、そ

のように進めることといたします。

これより、水産部関係の審査を行います。

【鵜瀬分科会長】 まず、分科会による審査を

行います。

予算議案を議題といたします。

水産部長より予算議案の説明を求めます。

【川口水産部長】 皆様、おはようございます。

本日は、よろしくお願いいたします。

水産部関係の議案について、ご説明いたしま

す。「予算決算委員会農水経済分科会 関係議

案説明資料」の2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第69号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予
算（第5号）」のうち関係部分であります。
繰越明許費について、ご説明いたします。

年度内に適正な事業期間が確保できないこと

から、市町村営漁港水産基盤整備費1億7,684
万3,000円について、繰越明許費を設定しよう
とするものであります。

また、先の県議会において設定した繰越明許

費について、県営漁港水産基盤整備費5,000万
円の増として、繰越明許費を設定しようとする

ものであります。

以上をもちまして、水産部関係の議案の説明

を終わります。

よろしくご審議のほどお願いいたします。

【鵜瀬分科会長】 次に、漁港漁場課長より、

補足説明を求めます。

【本多漁港漁場課長】 漁港漁場課の繰越しに

ついて、説明いたします。

お手元にお配りしております資料1、「予算
決算委員会 農水経済分科会補足説明資料」の2
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ページ、繰越事業理由別調書をご覧ください。

こちらは、第69号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第5号）」のうち、4ページ
に掲載されております農林水産事業費の関係部

分を理由別に整理したものです。

2ページをお開きください。
今回、令和5年度から令和6年度へ、繰越明

許費として新たに2億2,684万3,000円を追加し、
6月定例会で承認された10億5,000万円と合わ
せて12億7,684万3,000円を計上しております。
これは、今年度、事業計画の変更を行う事業

において、変更手続に時間を要したもの、施工

方法や埋立申請に不測の日数を要したものにつ

いて、今年度内に適正工期が確保できないため、

今回9月定例会であらかじめ繰越しの承認をい
ただき、翌年度にまたがる適正工期を確保した

うえで工事等を発注するものです。

3ページをお開きください。3ページに、事
業ごとの施工箇所、主な工事概要等を記載して

おります。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【鵜瀬分科会長】 以上で説明が終わりました

ので、これより予算議案に対する質疑を行いま

す。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第69号議案のうち関係部分は、原案のとお
り可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、第69号議案のうち関係部分は、原
案のとおり可決すべきものと決定されました。

【鵜瀬委員長】 次に、委員会による審査を行

います。

今回、委員会付託議案がないことから、水産

部長より所管事項についての説明を受けた後、

提出資料についての説明を受け、陳情審査、議

案外所管事務一般についての質問を行うことと

いたします。

水産部長より所管事項説明を求めます。

【川口水産部長】 資料は、「農水経済委員会

関係説明資料」と、同資料の「追加1」がござ
います。説明資料の2ページをご覧ください。
水産部関係の議案外の主な所管事項について、

ご説明いたします。

今回、ご報告いたしますのは、原油価格・物

価高騰対策について、赤潮の動向等について、

中国における日本産水産物の輸入停止について、

スマート水産業の推進について、全国豊かな海

づくり大会における功績団体表彰について、な

がさき水産業大賞について、水産業就業支援フ

ェア等について、新規就業者確保対策について、

藻場回復に関する最近の動きについて、公共事

業の再評価について、「新しい長崎県づくり」

のビジョンの策定及び長崎県総合計画の一部見

直しについてであります。

このうち、主な事項についてご説明いたしま

す。

まず、原油価格・物価高騰対策について。

本県水産業においては、令和4年以降の世界
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的な原油価格の高騰により、漁業用A重油の小
売価格は高止まりで推移しており、本年8月に
は過去10年間で最高値に達し、漁業経営は大
変厳しい状況となっております。

このため、県においては、これまで漁業経営

セーフティネット（燃油）制度の加入促進に取

り組んだほか、本年6月の補正予算で措置した
「出漁負担軽減対策事業」及び「漁協経費負担

軽減対策事業」により、燃油使用量軽減に資す

る船底清掃や節電に資する漁協の共同利用施設

の機器交換などを支援しているところでありま

す。

また、原油価格の高騰に伴って、漁業関係資

材価格も上昇していることから、このような経

費負担の軽減を図るため、発泡箱や氷などを販

売する漁協に対し、資材卸価格高騰見合いの支

援等を延長して講じてきたところであります。

さらに、養殖業における餌代の高騰により養

殖業者への影響が懸念されることから、漁業経

営セーフティネット（配合餌料）制度への加入

促進にも取り組んでおります。

引き続き、様々な社会情勢が県内水産業に与

える影響を注視し、状況の推移に応じて浜が求

める新たな対策の検討を行うなど、厳しい状況

を乗り切るためしっかりと取り組んでまいりま

す。

赤潮の動向等について。

今期における赤潮の発生状況は、7月下旬か
ら8月上旬に橘湾海域においてカレニア赤潮、
8月中旬から下旬に有明海海域においてシャッ
トネラ赤潮、8月中旬から下旬に五島海域にお
いてカレニア赤潮、8月下旬に九十九島海域に
おいてコクロディニウム赤潮が、それぞれ確認

されました。橘湾海域を除いて被害報告は受け

ておりませんが、8月末現在でまだ終息してい

ない海域もありますので、モニタリングを継続

し、動向を注視してまいります。

高密度の赤潮が数日間で広範囲に拡大した橘

湾海域においては、県では、7月31日の赤潮確
認時から観測体制を強化し、漁協と連携して養

殖業者に対して情報提供を行うとともに、餌止

めや赤潮防除剤散布などの指導に取り組んだに

もかかわらず、今回の赤潮による被害額は本県

過去最大の約13億円を超える見込みとなりま
した。

今後、被害を受けられた養殖業者の早期の経

営再建を図り、県内有数の養殖産地を守るため、

へい死した養殖魚の代替魚購入の支援や、経営

再建・事業継続のための金融支援などに長崎市

や雲仙市、関係団体と連携し取り組んでまいり

ます。

なお、去る9月6日には、藤木農林水産大臣
政務官、尾身総務副大臣に対して、今回の赤潮

被害の状況や県の対応を説明するとともに、共

済金相当額を超える損失を直接補填する救済措

置や、養殖共済制度の充実、抜本的赤潮対策に

向けた技術的支援、県・市の負担を軽減する財

政措置について、県議会の皆様、本県選出国会

議員の皆様のお力添えを賜りながら緊急要望を

行ったところであります。

中国における日本産水産物の輸入停止につい

て。

日本のALPS処理水の放出問題をめぐり、中
国政府は、8月24日付で日本産水産物の輸入の
全面停止を発表しました。

養殖マグロでは、国内など中国以外に出荷す

る対応が必要となっております。養殖ブリは、

出荷シーズンが秋以降であり、今後、出荷先の

確保が難しくなるなど、輸入停止の影響が拡大

していくことが懸念されます。
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現在、水産関係事業者や現地のパートナー企

業と連携しながら、現地情報の収集を図るとと

もに、国の支援策等の活用についても検討を進

めているところです。

併せて、水産関係事業者と連携しながら、国

際情勢等の変化による水産物出荷への影響を回

避できるよう、国内外の多様な出荷先を確保す

る取組を推進してまいります。

スマート水産業の推進について。

環境変化に強く収益性の高い漁業経営体の育

成を図るため、ICT、Iot機器等のデジタル技
術を活用した生産活動の効率化や省力化、資源

管理体制の強化等を行うスマート水産業を推進

しております。

これまで、国の交付金等も活用しながら生産

者の取組を支援した結果、県内の102の漁業経
営体、また、29の養殖業経営体、合計131の経
営体において、スマート化を図るための機器や

システムが導入されており、実際に導入した生

産者からは、生産性の向上や作業時間の短縮が

図られたといった成果の声も聞かれております。

また、今年度は、本年2月の補正予算で措置
した「水産業デジタル力向上支援事業」により、

生産者や加工流通業者等を対象に、機器やシス

テム導入経費のほか、活用のための研修費用も

支援しているところです。

今後も、IT関連企業、大学とも連携し技術
開発を進めるとともに、生産者に対しても、国

や県の事業を活用しながら、デジタル技術を駆

使したスマート機器の導入を促すなど、スマー

ト水産業を推進してまいります。

5ページをご覧ください。
新規就業者確保対策について。

水産業の担い手確保対策については、これま

でも、新規就業者を増やすためにＳＮＳでの漁

業の魅力発信や、就業前後の技術習得研修の支

援を行うなど、切れ目のない対策を展開してき

たところです。

このような取組により、新規就業者数は近年

増加傾向にあり、令和4年度は過去10年間で最
高となる203名となりました。

203名の内訳を見ますと、年代別では10～20
代が32％、30～40代が31％、50代以上が35％、
また加入元別では地元出身者が72％、移住を
伴うUJIターンが28％という状況でした。
引き続き、市町や関係団体、地元受入組織と

協力し就業希望者を円滑に受け入れ、定着させ

る体制を強化してまいります。

藻場回復に関する最近の動きについて。

新たな藻場造成手法の検討について、小値賀

町と連携し、六島の漁港内に藻類食害魚類の侵

入を防ぐ網仕切りを設置し、海藻種苗の移植、

食害生物の駆除などの対策の実施を試みた結果、

県内ではごく一部の地域でしか見られなくなっ

たアラメ・カジメの藻場を回復させることに成

功いたしました。

また、代表的な食害魚であるイスズミに関し

ては、これまで有効活用が課題でありましたが、

対馬市の民間会社において、漁獲から集荷、加

工、飲食店での提供、販売までのサプライチェ

ーンを構築し、食害生物を資源として「利用」

することで藻場から継続的に取り除く方策とし

て注目を集めております。

さらに、藻場海域において生じるブルーカー

ボンを巡る動きとしては、昨年11月、五島市
での取組により再生した藻場が、認証機関であ

るジャパンブルーエコノミー技術研究組合から

県内で初となるブルーカーボンクレジットの認

証を受け、本年4月からクレジット購入希望者
の公募を行ったところ、7月31日付認証機関公
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表情報によると、3企業体から希望があったと
のことです。

なお、壱岐市についても、藻場の保全活動に

よって生ずるクレジットの活用に向けた社会実

証等を行う水産庁事業のモデル地区に選定され、

7月6日に第1回地域協議会が開催されるなど、
クレジット認証取得に向けた検討が始まってお

ります。

このような効果的な取組を県内各地に広く展

開していけるよう、県としても官民一体となっ

て、引き続き藻場回復に努めてまいります。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【鵜瀬委員長】 次に、提出のあった政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料につ

いて、説明を求めます。

【尾﨑漁政課長】 「政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議」に基づき、本委員会に提出いたし

ました水産部関係の資料について、ご説明いた

します。

お手元にお配りしております農水経済委員会

提出資料をご覧ください。

まず、補助金内示一覧表につきまして、令和

5年6月から令和5年8月の直接補助金の実績は、
2ページから5ページに記載のとおり、高級魚
クエ資源増大支援事業費補助金など計32件と
なっております。

間接補助金の実績は、6ページに記載のとお
り、「新たにチャレンジ水産経営応援事業」の

1件となっております。
次に、1,000万円以上の契約状況につきまし

て、令和5年6月から令和5年8月までの実績は、

7ページから50ページに記載のとおり、建設工
事が25件、51ページから64ページに記載のと
おり、建設工事に係る委託が計12件、65ペー
ジから68ページに記載のとおり、建設工事以
外が計3件となっております。なお、このうち
入札に付したものは、入札結果一覧表をそれぞ

れ添付しております。

次に、陳情・要望に対する対応状況につきま

して、知事及び部局長に対する陳情・要望のう

ち、県議会議長宛てにも同様の陳情・要望が行

われたものは、資料の69ページから95ページ
にかけて記載のとおり、大村市からの県の施策

に関する要望など計8件となっております。
最後に、附属機関等会議結果報告につきまし

て、令和5年6月から令和5年8月までの実績は、
96ページから97ページに記載のとおり、漁業
経営改善計画認定審査委員会の1件となってお
ります。

説明は以上でございます。

【鵜瀬委員長】以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付しております陳情書一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧

願います。審査対象の陳情番号は、23番、24
番、27番、28番、30番、32番、33番、45～50
番までとなっております。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】 質問がないようですので、陳

情につきましては承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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【鵜瀬委員長】 質問がないようですので、次

に、議案外所管事務一般について、ご質問はあ

りませんか。

なお、委員一人当たり1回20分を目安に質問
応答をいたします。一巡した後に2回目以降も
可能となっておりますので、よろしくお願いし

ます。

質問はございませんか。

【近藤委員】 おはようございます。ちょっと2
～3件質問したいと思っております。
養殖ですけれども、上五島においては、養殖

業者のグループを組織して、県の事業等を活用

しつつ養殖魚の身とかですね、そういうのをい

ろいろ研究しながらやっているんです。

こういうようなことで中国が全面輸入禁止と

いうことで、今、大変混乱している状況だとは

思うんですけれども、最近、韓国へ養殖ブリの

輸出が拡大していると聞いているんですけど、

その状況は今どういうふうになっているのか、

教えてもらえますか。

【桑原水産加工流通課企画監】 中国が輸入を

停止したことで中国への輸出が止まっている、

おっしゃるとおりでございます。

韓国へは、昨年度から非常に伸びております。

中国は鮮魚で出荷していたんですけれども、韓

国は生きている魚を非常に好むということで、

長崎から活魚船で韓国にブリを運んで、非常に

伸びている状況と聞いております。

もう一つ、配合飼料に含まれる酸化防止剤、

韓国では非常にそこに規制をかけておりまして、

長崎では使っていない、かなり少ないというこ

とで、非常に好まれているという状況だと確認

しております。

【近藤委員】 現状では、養殖ブリとかヒラス

とか、冷蔵庫の中にいっぱい詰まった状態にあ

るんじゃないか。

今朝、北海道のホタテを、冷凍庫の中を少な

くするために、10万食分を全国の学校給食に
無償で提供すると、希望者をとっているという

ニュースがあったんですよ。

長崎県としては、今、冷蔵庫の中に魚がかな

りたまっていると、30％あった中国向けがた
まっていると思っているんですけど、その状況

は今からどうするのか、教えてもらえんですか。

【桑原水産加工流通課企画監】 今、至急、漁

連とか各地の漁協を含めて話をしているところ

です。国の基金がありまして、ホタテもそうだ

と思うんですけれども、学校給食には定額で提

供することができるとなっております。我々も

そこを目指して今、漁連と一緒に進めていると

ころです。

ホタテの場合は、既にむいた状態で凍結して

いるので、出荷すればすぐに使える状態ですが、

ブリとか養殖魚の場合は、そのまま魚を送りつ

けてもすぐに使える状態にはない、きちんと加

工しないといけないので、それを含めて、どう

いう流し方が一番いいのか、効率的なのか、漁

連と今、話をしているところでございます。

【吉田水産部次長】 冷凍庫に滞留しているの

ではないかというご質問でございますが、養殖

マグロにつきましては、基本、中国向けにはチ

ルドで輸出をしております。海外の地中海産と

かは凍結で流通するんですけど、国産の養殖マ

グロにつきましては大半がチルドで流通をして

いる実態でございまして、冷凍庫にはあまり入

れる機会はないということでございます。

養殖ブリにつきましては、今からが出荷シー

ズンになっておりまして、一番の出荷先は、冷

凍してアメリカでございますけど、アメリカの

方は滞留しておりませんので、養殖魚が冷凍庫
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の中に滞留しているという実態はあまり聞かれ

ていない現状でございます。

【近藤委員】 今の次長の話でちょっと安心し

ました。

養殖産地で一番言われているのが、餌の値段

の高騰です。高騰についての県としての対策と

か何とか、さっき部長からちょっと言われたん

ですけど、餌の高騰に対してどういうふうな考

えを持っておられるのか、具体的に教えてもら

えますか。

【森川水産加工流通課長】 配合飼料の値段が

非常に高騰している状況にございまして、今年

度1期目の四半期では、1トン当たり24万円と
過去最高値という状況になっております。

県といたしましては、昨年10月の補正で、
今年度分のセーフティネットの積立金への支援

を行っておりまして、第一四半期では5万円の
補填金が支払われている状況にございます。昨

年、積立金への支援を行ったことによりまして、

養殖業者の平均の積立額が2.4倍になっている
と、十分に積立てができているというふうな状

況にございます。

県としましては、今後も引き続き、コスト上

昇を含めた十分な予算確保を国に要望するとと

もに、さらなる加入の促進を図ってまいりたい

というふうに考えております。

【近藤委員】 養殖業者はどこも今、結構、具

体的にダメージをかなり受けていると思う。養

殖振興のためには、収益性の高い経営体育成、

養殖産地の育成とか強化が重要であると考えて

いるんですけれども、県としてはどういうふう

な取組をしているのか、教えていただけますか。

【森川水産加工流通課長】 長崎県の養殖業者

は、他県と比べれば小さい企業体が多い状況で

ございますので、地域の養殖産地の方がまとま

って、例えば同じような大きな注文を持ってき

て、それを幾つかの養殖業者で分けて、ロット

を合わせて生産していくとか、そのような取組

によって収益性を上げていくと、産地の育成強

化を一番重点的にやっていくべきだというふう

に考えております。

【近藤委員】 産業として養殖というのは絶対

に大事なもので、離島・半島を抱える長崎県と

して、一つの産業としてもっと伸ばしていって

いただきたいという中で、今回、赤潮もあった

わけですよ。

五島でも赤潮が少し出た時に、防除剤をまい

て助かったという事例があったんです。防除剤

自体が、次長とも相談したんですが、上五島は、

それに対する支援があるとは聞いていたんです。

一番最初に、赤潮が出た時点ですぐ防除剤を使

うのは大事なことだろうと思うんですけれども、

現状としたら、業者が自分でまくような形にな

っていると思うんです。

各組合に防除剤を幾らか備蓄させると、出た

らすぐ、ぱっと使うような備蓄制度、赤潮に対

する対策がすぐできる。赤潮に対しては防除剤

しかないと思うんです。それを各組合に備蓄さ

せるとか、そういうふうな施策はないのか伺い

ます。

【森川水産加工流通課長】 委員お話しのとお

り、今年は全県で、各地で赤潮が発生しておっ

て、現場の漁協とか養殖業者の皆様が観測を行

って、地域によっては赤潮の防除剤をまいたと

伺っております。

橘湾で大きな被害が起こりまして、これまで

もそうなんですけれども、ここまで大きな被害

が起こった場合につきましては、被害抑止のた

めに使用した防除剤の費用については、予備費

を活用して支援をさせていただいている状況に
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ありまして、通常、赤潮対策として使用した防

除剤については、予備費を活用した支援を行っ

ていない現状です。

ただ、地域によっては、産地の防除体制を整

備する際に、必要となる防除剤を備蓄するため

の支援の必要性というお話だと思うんですけれ

ども、これまで備蓄体制をつくるための支援を

行った例もあるんですけれども、その辺につい

ては、今後また引き続き検討したいと考えてお

ります。

【吉田水産部次長】 備蓄については、委員か

ら私にもご相談をいただいております。現状は、

9月の時点で県内の主要漁協、全ての漁協が備
蓄をいたしております。1袋当たり25キロで、
それを今、2,053袋備蓄しております。
今回の橘湾につきましても、不足したら持っ

ているところ、県漁連、そういったところから

融通し合いながら相互に補完して使ったところ

でございます。

先ほど担当課長が申しましたように、そうい

った備蓄につきましては、産地で計画をつくっ

て、その中で赤潮対策も取り組むという位置づ

けをされたところにつきましては、通常の県単

事業で支援をしている状況でございます。

【近藤委員】 今回の橘湾に関しては、いろん

な措置をしたけれども、仕方がなかったと、そ

ういうのは本当に天災ですよね。ほかのところ

が被害が出なかったのは、何かの処置をしてい

るからで、今回出ていないのは幸いなことだと

思うんです。

赤潮というのは、いつどこで出るのかわから

ない。養殖業者にとって、赤潮は一番の怖い災

害ですので、そういう対策、準備はしっかり、

県として、組合とか町とかと一緒になって考え

ていただければと思うので、よろしくお願いし

ます。

橘湾の対処については、県の対応に深く感謝

しております。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

【中山委員】 磯焼け対策についてお尋ねいた

します。これはもう長年言われていることであ

りますので、今日は全体的に少し大きな話をさ

せていただきたいと思います。

長崎県の海の豊かさは、まさに長崎県の魅力

の一つでありますし、これを何とか維持・拡大

していくことが求められていると考えておりま

す。海岸線は、ご存じのように4,137キロメー
トルと全国2位、12％を占めているということ
であります。そういう中で、魚種が350種以上
で日本一多いという話もあるわけであります。

その豊かさを支えているのは、何といいまして

も海の森といいますか、藻場にあるというふう

に考えております。

そこで、藻場の推移といいますか、平成元年

度から今日まで、藻場の状況がどういう形で推

移しているのか、まずそこをお尋ねしたいと思

います。

【松本漁港漁場課企画監】 県内の藻場の推移

についてのお尋ねでございます。数値的に申し

上げますと、平成元年には県内で1万3,355ヘ
クタール確認されている藻場が、平成26年に
は8,161ヘクタールまで減少しております。最
新の状況で、令和3年には9,090ヘクタールま
で回復している状況となっております。

【中山委員】 平成元年度から平成26年度で約
5,000ヘクタール減、それから若干回復して
9,000ヘクタールということでしたから、約
4,000ヘクタールぐらい減じているということ
であります。

4,000ヘクタールというのは、1万ヘクター
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ルが100キロ平方メートルと思いますので、そ
の4割と見ていいんですかね。
【松本漁港漁場課企画監】 委員おっしゃいま

すとおり、その割合で間違いないと思います。

【中山委員】 これだけの藻場が消失したとい

うことでありますので、大変深刻だなと思って

おります。

併せて、地球温暖化等に伴いまして、大型の

魚類、大型の藻類、小型の藻類、構成の中身が

変化してきているという話がございます。それ

について、少し詳しく説明をお願いしたいと思

います。

【松本漁港漁場課企画監】 藻場の組成につい

てのお尋ねでございます。委員おっしゃるとお

り、現状、藻場の回復の兆しは見られておりま

すが、アラメ、カジメ、大型の海藻類が減少し

ており、南方系と申しますか、ホンダワラ類、

こういった海藻の分布組成が大きくなってきて

いる現状はございます。

【中山委員】 大型が減って、小型の南洋系が

増えてきたと。この割合は、現時点でどういう

ふうに判断したらようございますか、分布状況

は。

【松本漁港漁場課企画監】 大型の藻類から小

型の藻類への組成の変遷、これは海域によって

多少違います。今、手元に資料がございません

が、かなりの割合、5割近くは組成が変わって
きているというような状況でございます。

【中山委員】 本来の大型が減ったうえに、半

分くらいは南洋系の小型に変わってきたという

ことですね。

それでもう一つ、藻場が、夏場というか、春

先には見えるけれども、1年中は見えないと、
途中で消えるという話をする人がいるけれども、

こういう実態が起きているんですか。

【松本漁港漁場課企画監】 季節によって藻場

の組成に変動があるのではないかというお尋ね

でございます。

委員おっしゃるとおり、藻場の繁茂する時期

は、藻類によって周年、四季に及んで繁茂する、

いわゆる四季藻場といわれるものと、春先から

夏場を中心に繁茂する春藻場と呼ばれるものが

ございます。

いずれにしても、磯焼けの進行に伴い藻場が

見られなくなったという現象はございます。

【中山委員】 今の話は理解しているんです。

ちょっと私の言葉が足りなかった、今までは年

中藻場があったけれどもという言葉が足りなか

ったわけです。年中あったけれども、最近は春

先しか出てこないと、1年中はないと、こうい
う状況が発生していますので、指摘をしておき

たいと思います。

そこで、藻場が、平成元年度から令和3年度
までに約4,000ヘクタールぐらい減っているわ
けですから、これを回復するための計画がある

と思います。どういう年度にどういう目標を立

てて回復を図ろうとしているのか、お尋ねをい

たします。

【松本漁港漁場課企画監】 藻場の回復に向け

て、どういう形で検討しているのかというお尋

ねでございます。

藻場の回復に向けては、令和4年度から令和
13年度までの特定漁港漁場整備計画に基づい
て、引き続き藻場造成を進めているところでご

ざいます。

また、これに加えまして新たな藻場造成手法

として、小値賀六島の漁港内に藻類食害魚類の

侵入を防ぐため網仕切りを設置しまして、海藻

種苗の添加、食害生物の駆除などの対策の実施

を試みた結果、アラメ・カジメの藻場を回復す



令和５年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２６日）

- 24 -

ることに成功した事例もございますので、長期

計画に基づく増殖場整備に、こういう新しい手

法を加えながら、藻場の回復に努めていきたい

と考えております。

【中山委員】 私の質問の仕方が悪かったかも

しれません。

令和17年度、藻場1万3,000ヘクタールを目
指して、設定して取り組んでいる事実はござい

ませんか。

【松本漁港漁場課企画監】 委員おっしゃいま

すとおり、長崎県の藻場回復ビジョンにおきま

して、令和17年度を目標に、最大2万ヘクター
ルまで回復させる計画で今は進めているところ

でございます。

【中山委員】 2万ヘクタールということは大変
ありがたい話だけれども、これを実現した時の

事業効果というか、本県の水産物に対する効果

と、これをするためにどれくらいの事業費を予

定しているというか計画しているのか、成果と

事業費を教えてくれませんか。

【松本漁港漁場課企画監】 藻場造成、回復に

向けての効果の試算と、どれぐらいの予算規模

で推進していくのかというお尋ねでございます。

まず、藻場回復ビジョンに基づいて、最大2
万ヘクタールまで回復させた場合の漁場、ある

いは環境に対する効果でございますが、藻場の

効果というのは、魚類の産卵であるとか育成の

場、あるいは水質の浄化、二酸化炭素の固定で

あるとか、そういった複合的な効果作用がござ

いまして、それがどのような水産資源の増大に

結びつくか、数量的にどれぐらいになるかとい

うのは現状では把握しておりません。効果があ

るのは承知しておりますけれども、それが資源

の増大、あるいは水産業の漁獲量の増加にどの

程度結びつくかというのは、正直なところ、今

は確認できていないのが事実です。

基盤整備につきましては、長期計画の中で概

ね400億円ぐらいの規模で増殖場の整備をして
いくということで現在は計画をしているところ

でございます。

【中山委員】 大きな話になるけれども、当然

事業をすれば効果はあるんだろうと思うんです。

ただ、これだけの計画をする以上は、魚種に対

する生産高とか予測とか、何らかの形の数値を

出して、成果目標をはっきりするということは

大事だと考えておりますので、ぜひ、そういう

形で取り組んでほしいと思います。

もう一つは、地球温暖化も言われているし、

海水の温暖化も言われている中で、地球環境の

問題が盛んに言われております。この藻場を2
万ヘクタールに回復することによって、CO2、

二酸化炭素をどのくらい吸収できて地球温暖化

に貢献できるというふうに考えているのか、そ

ういう試算をしているのかどうか。

【松本漁港漁場課企画監】 大変申し訳ござい

ません。1点、修正させていただきます。
まず、令和17年の回復目標としまして2万ヘ

クタール、私が2,000ヘクタールの増加分を2
万と勘違いいたしまして申し上げました。1万
3,400ヘクタールでございました。失礼いたし
ました。訂正いたします。

それと、CO2の固定により、どれくらいの固

定量があるのかということでございますが、こ

れは、国が示している藻場ビジョンの中で、そ

れぞれの藻場がどの程度二酸化炭素を固定する

かは示されているんですけれども、県内の藻場

の組成を詳しく調べて、それが年間どれぐらい

のCO2を固定するかは、今後、詳細な調査を進

めながら検討を進めてまいりたいと思っており

ます。
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【中山委員】 ぜひ調査をしてほしいと思うん

です。

その前に、令和17年度に1万3,400ヘクター
ルを設定して取り組んでいるということですか

ら、最初にそれをきちんと答えていただければ

よかったとばってんが。

そこで、令和17年度に向けて具体的にどう
取り組んでいくのかというプロセスというか、

計画があるのかという問題と含めて、先ほど部

長から説明がありましたね、小値賀で網を仕切

ってやったところ、大型の藻類であるアラメ・

カジメが出てきたということでありますから、

その効果がわかるし、壱岐市でも、委員長から

この前、一般質問で、食害についていろいろお

話がありました。五島市でも取り組んでいると

いうことでありますので、それはそれとして了

とします。

藻場を令和17年度に今から約4,000ヘクター
ル増やすということは、これは並大抵の努力じ

ゃない。そのために、どういう計画でこれを実

行しようとしているのか、どういう事業を中心

にやっていくのか、その辺を少し、骨の部分を

説明いただければと思います。

【松本漁港漁場課企画監】 今後の藻場造成に

ついて、どのような計画を進めていくのかとい

うお尋ねでございます。

繰り返しになりますけれども、県の漁場整備

としましては、海底に基質を設置し、そこに藻

場を増やすという増殖場の整備を、長期計画の

中で今後も計画に基づいて進めてまいります。

あと、網仕切りによる藻場の回復につきまし

ては、県内にどのように展開して効果を上げて

いくのかは、今後、適地の選定も含めて、必要

があれば、県としてその事業を進めてみたいと

考えております。

【中山委員】 藻場の造成場をつくるのは今ま

でもやってきたし、今後もやるだろうと思うん

です。ただ、計画としては平成元年度の近くに

戻そうということですから、それだけでやれる

とは、とても思えんのですがね。思えんから質

問しているわけですから、それに対して、もう

少しわかるような答弁が欲しいと思っているわ

けです。

それと、その前提となる藻場について、藻場

の数が減った、場所も減った、その構成もかな

り変わってきた。そうなると、先ほど詳細な調

査をするということでありましたけど、1回こ
の辺で、9,000ヘクタールの藻場の実態調査を
して、藻類はどういう状況にあるのか、それを

基に令和17年度に1万3,000ヘクタールにする
ためにはどういう計画が要るのか、そのもとの

藻場の状況がわからんことには、なかなか計画

が立ちにくいと考えておりますので、藻場の実

態調査、資源調査を含めていいと思いますけれ

ども、この辺を一回やってみる必要があると思

いますけれども、いかがでございましょうか。

【松本漁港漁場課企画監】 藻場の定期的な調

査の必要があるのではないかとのお尋ねでござ

います。

県では定期的に、藻場マップといいまして、

県内の藻場の分布状況調査を実施しております。

先ほど申し上げました数量の変化につきまして

も、この藻場マップを基に数量を算出しており、

次回は令和7年度に藻場の調査を行いまして、
分布状況調査あるいは組成状況調査を行い、そ

れを最新のデータとして、今後の事業展開に活

用していきたいと考えております。

【中山委員】 私の勉強不足で、藻場マップが

あることについては知りませんでしたので、後

で資料を出していただきたいと思います。
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それでは、その藻場マップを作るときに、ど

ういう調査方法で作っているんですか。

【松本漁港漁場課企画監】 藻場マップを作成

するときの手法はいかがかというお尋ねです。

基本的には、目視による現地調査を大前提と

して、衛星写真を基に細かい分析を加えて、合

わせて藻場の分布の調査をしているところでご

ざいます。

【中山委員】 航空写真と目視ということであ

ります。9,000ヘクタール全部、目視でやって
いるんですか。

【松本漁港漁場課企画監】 県内全域で実施し

ております。

【中山委員】 ぜひ、より精度の高い藻場マッ

プを令和7年に作っていただきますように、要
望しておきたいと思います。

最後に、藻場の回復については、皆さん方の

努力だけではなかなか難しいと考えておりまし

てですね。なぜならば、森は海の恋人という言

葉がありますし、長崎県の60％を占める森林
を含めて関係が出てくるわけです。森の整備を

しながら、そして海の藻場を回復させていく、

相関関係があると思うんです。

今、漁業者が中心に、農業者とか林業者と協

力して、協働して何か作業をしているというよ

うな動きがありますか。

【松本漁港漁場課企画監】 海洋環境に寄与す

る森林の整備の事例があるかというお尋ねでご

ざいます。

確かに国内で一部、森林整備を行いまして海

洋環境の保全を行うという事例はございます。

本県では対馬におきまして、多面的事業の一部

を利用しまして、これは直接森林からのミネラ

ル分等を期待することとはちょっと別になりま

すけれども、河川から流入する土砂を、藻場の

衰退を防ぐために、河川流域に植林して、そう

いったものを漁場環境の整備に活用していると

いう事例はございます。

【中山委員】 皆さんは知っていると思います

けれども、魚付き保安林というのがあるんです。

林務課で管理している、整備していると思いま

す。魚付き保安林があるということは、やはり

森との関係が出てくるわけです。これの整備状

況については、皆さん方は承知しておらんと考

えておりますが、ぜひ、そういうのを含めて、

森の整備と藻場の整備というのは密接な関係が

あると思うので、やはり今後は、農林部と連携

を強化していく必要があると考えております。

そういう意味からしまして、部長同士、水産部

長、農林部長あたりは定期的に協議をやってい

ると考えておりますが、そういう中で海の森、

陸上の森の関係含めて、地球環境に対して今後、

一緒になって取り組んでいく、それが水産業の

発展、そして農業の発展につながっていくと考

えております。

併せて、お互いに人材の育成、そして後継者

育成等もつながっていくと考えておりますので、

そういう関係もより密にとっていただきたいと

考えております。

最後に水産部長の考え方をお聞きしたいと思

います。

【川口水産部長】 先ほど、委員から数々ご指

摘いただきました。藻場の回復につきましては、

県水産部としても重点的に取り組んでいるとこ

ろでありますが、海水温の上昇による環境変化

ということで、正直なところ非常に苦戦をして

おります。

ただ、藻場の回復については力を入れて取り

組んでいこうということで、まずはハード面で

は食害に強い工法とか南方系のホンダワラへの
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シフト、ソフト面では、先ほど委員からご指摘

かありましたとおり漁業者による活動等、それ

と自立型、要は有用藻類を販売し収益を得るよ

うな仕組みを確立し、行政支援などをして、地

元が持続的に取り組めるような体制を構築する

ということで取り組んでまいりました。

併せて、森をどう大切にして海を守っていく

かというところにつきましては、先ほど委員か

らお話があった魚付き保安林、これは森の影に

魚がつくということで、恐らく明治時代からそ

ういう指定があって、要は森を大切にして魚の

資源も回復を図るということでの指定だと思い

ます。それにつきましては我々も非常に大切な

ことだと考えております。

一時期は、漁業者の植林による水産資源の回

復、維持というのが取り組まれておりましたが、

現状では、先ほど企画監がお話ししたように、

対馬での一部の取組となっております。この点

につきましては、委員ご指摘の農林部との定期

的なお話ということもまた検討し、協議をして

まいりたいと考えておりますので、引き続き、

ご支援のほどよろしくお願いいたします。

【鵜瀬委員長】 ほかに質問はございませんか。

【畑島委員】 先ほどの中山委員の議論に引き

続きまして、磯焼けについて、私からも少し議

論させていただければと思っています。

一般質問で、鵜瀬委員長からも言及がござい

まして、先ほど中山委員からもありまして、大

枠の現状認識といったところはできたかなと。

そこまでのところを整理させていただきますと、

磯焼けの要因は非常に多岐にわたり複合的で、

なかなかこれ一つに特定することは難しいのか

なと。対馬で漁業者の方々に私がお話をお聞き

しても、なぜそれが起きているのか、これさえ

解決すればいいといったところがわかれば手の

施しようもあるけれども、なかなかそうしたと

ころを特定するのは難しいというような声を聞

いております。

また、この問題は、対馬、壱岐、五島、それ

以外のところも含めて、それぞれの地域によっ

て、その要因も異なってくるといったことで、

地域に合わせた対応をとっていくことも必要に

なってくるという、なかなか難しい問題かなと

いうふうに感じているところです。

ここまでの議論を整理させていただきますと、

今のところは大きく2つの要因があるかなと思
っております。一つは海水温の上昇により成長

に適した藻場が変化してきたこと、もう一つが

食害魚が活性化してきていると、この2つの要
因に対するアプローチが必要というのは間違い

ないのかなというふうに感じているところです。

冒頭の部長説明にございましたとおり、行政

として、県としては、この2つに対して、ホン
ダワラ類の種苗供給体制を確立するといったと

ころと仕切り網の設置など、こうした実証事業

を各地で行っていて、もう既に一定の成果があ

らわれてきているとご報告をいただいたと認識

をしております。

一方で、行政だけではなくて民間においても、

鵜瀬委員長が言及した壱岐でのガンガゼの活用、

対馬においては食害魚であるイスズミの資源利

用がビジネスとしても形になりつつあるのかな

というふうに思っております。

ただ、先ほど中山委員からもご指摘がござい

ましたが、各地域で個別の取組は進むものの、

まだ県内全域にその効果が波及しておらず、実

際に現場の漁業者からは、先の見えない悲観的

な声を耳にすることもたくさんあるのが現状で

ございます。なので、こうしたこれまでの実証

事業の成果とか民間の好事例といったものを、
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今後さらに横展開していかないといけないとい

うふうに感じているところです。

それに当たっては、先ほど申し上げたとおり、

県が画一的にこれさえやればいいと、そういう

問題ではないかなと思っていますので、各市町

や民間事業者との連携等も不可欠と思います。

そうしたところも含めて、今後どう横展開を図

っていくかといったところの取組方針、お考え

をお聞かせいただければと思います。

【松本漁港漁場課企画監】 委員のご質問は、

まずホンダワラ類の関係、どういった形で整備

されているのか、それと食害生物の駆除、こう

いったものの横展開をどうしていくのかという

お尋ねでございます。

まず、ホンダワラ類の種苗供給体制につきま

しては、県と壱岐市の連携により技術開発し、

その後、県内4地区への横展開により、県全域
で供給体制が今は構築されつつあるところでご

ざいます。

また、食害生物の駆除は藻場の維持には不可

欠な取組でありまして、その取組に対し、県と

して継続的に支援を行っております。

加えて、駆除した食害生物を有効活用する取

組については、藻場再生のサイクルとして非常

に有効であることから、これらの取組の重要性

や効果を他地区にも紹介しながら、食害生物の

資源としての活用を促してまいりたいと考えて

おります。

【畑島委員】 これまでは実証の段階であった

ものを、今後は各地域で実装していくための次

のステージに進めていく必要があるかと思って

います。そのためには、これまで点で取り組ま

れていたものを面として、しっかりマネージメ

ントしながら計画的にやっていく必要があるか

なと思いますので、引き続き一緒に議論させて

いただければと思います。

次に、冒頭の部長説明にもございましたブル

ーカーボンクレジットについて、お尋ねいたし

ます。

県内全域で磯焼け対策を実行していくために

は、先ほど申し上げたとおり、行政の力だけで

は限界があるかなと思っておりまして、民間資

金の活用を図っていくことも重要でございます。

こうした民間資金を呼び込む上で、藻場の再

生によるCO2吸収量の増加分に金銭的な価値を

つけ、カーボンニュートラルに取り組む企業に

買い取っていただくクレジット制度は、国際的

にもまさに注目を集めているところでございま

す。

既に五島市や壱岐市では、ブルーカーボンク

レジットの認証取得が進められているとお聞き

しましたが、こうした取組に対する県としての

サポート体制はどうなっているのか、また、今

後のクレジット活用に向け、県としてどう取り

組む方針なのかといったところについてお聞か

せください。

【松本漁港漁場課企画監】 ブルーカーボンク

レジットの県としての活用をどう考えているの

かというお尋ねでございます。

まずもってブルーカーボンクレジットは、藻

場保全を金銭的、継続的に後押しする仕組みと

して非常に有効なシステムであるというふうに

注目しております。

委員おっしゃいますとおり、県内で先行して

五島市、壱岐市が取り組んでおりますが、認証

には藻場増加量の確認が必要であり、その調査

にかなりの費用を要します。つきましては、県

内では、先ほど中山委員に答弁させていただき

ました藻場マップ等の調査を行いながら、引き

続き、その量については確認をしていきたいと
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いうふうに考えております。

その藻場マップ等のデータにつきましては、

今後、ブルーカーボンクレジットの認証の申請

を行おうとする団体に対して、基礎データとし

て提供可能でございます。県としましても、ブ

ルーカーボンクレジットの利活用には注目して

おりまして、今後も、藻場に関する情報の提供、

支援、協力をしていきたいというふうに考えて

おります。

【畑島委員】 ブルーカーボンクレジットの認

証制度は、恐らくまだ始まったばかりのものか

なと思っております。さらにカーボンクレジッ

トについては、先行して国が制度化しておりま

す森林吸収源のＪクレジットがございますが、

そちらもいまだ活発な取引が行われているとは

言いがたい状況かなと、日本でもその市場は未

熟であることは否めないかなと思っております。

こればかりですぐに何か先が開けるといったも

のではないかとは思いますけれども、一方で、

藻場のCO2吸収源としての価値は高まっていく

ことは間違いないというふうに感じております。

こうしたブルークレジット、制度として未熟

であるからこそ、情報収集、調査、また各市町

や事業者との連携体制、国との連携、そうした

ところは不可欠だと思いますので、ぜひ県庁に

おいても、世界に誇る水産資源を持つ長崎だか

らこそ、先行してこうした取組体制、検討体制、

しっかり構築していっていただければというふ

うに思います。私からは以上です。

【鵜瀬委員長】 ここで、暫時休憩いたします。

― 午前１１時 ４分 休憩 ―

― 午前１１時 ４分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開します。

ここで暫時休憩をいたします。再開を11時

20分からといたします。

― 午前１１時 ５分 休憩 ―

― 午前１１時２０分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開します。

ほかに質問はございませんでしょうか。

【石本委員】 先ほど、近藤委員から質問があ

った件です。私も、今回の一般質問で質問した

ところですが、東京電力のALPS処理水の問題
で、中国が水産物の輸入停止ということで、ま

たさらに次回の2回目の処理水の放出を受けて、
今後ともますます中国の方はかたくなにという

か、輸入禁止の措置を引き続き継続することが

長期化するのではないかという懸念を持ってお

ります。

今すぐは本県として影響は出ていないような

話しぶりでございましたけれども、これが長期

化すれば、いずれ長崎県の水産業にも、特に、

今後輸出を目指して取り組む松浦の魚市の問題

もあるし、そうした今後の見通しも含めて、県

として、中国を除いたほかの国への輸出対策な

り、中国に対しても、総領事館が長崎にあるわ

けですから、そういったところへの対応も含め

て、長期的な見通しなり、対応の方策として今

後どう考えているのか、もう一回お伺いしたい

と思います。

【桑原水産加工流通課企画監】 ALPS処理水の
放出問題でございます。正直、国と国との話し

合いというか、場になるのは確実ですが、我々

としましては、養殖業は本県水産業の非常に重

要な産業です。昨年度、71億円の輸出がござ
いまして、そのおよそ3割が中国にいっていた
わけですので、その代わりの市場というところ

は、やっぱり見つけていかなければならないと

思っています。
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今回のことに限らず、いずれにしても一つの

国に偏るのはリスクを高めることになると思い

ますので、様々なところに、偏らないようにと

いったら言い方が変ですけれども、特にシンガ

ポールとかタイとか、そういった東南アジアの

国々に、これから力を入れて販路を確立してい

きたいと思っております。

それと、総領事館への対応ですけれども、今

回、停止になる前の段階、放射能全数検査にな

った段階で、副知事と部長と一緒に中国総領事

に、全数検査ではなくて、これまでの検査に戻

してほしいという要請をしております。本国に

伝えていただいております。

その後、完全に輸入が全面停止になった段階

で、改めて長崎の魚は、そもそも中国と近いこ

とと、これまでも放射能検査をずっと、輸出す

る魚だけではなく天然海域の魚も検査しており

ましたので、そういうこともお伝えして要請を

しているところでございます。それも本国に伝

えていただいているという状況です。

今後も適切に対応していきたいと思っていま

すし、国の基金も使いながら、いろいろ対策を

とっていきたいと思っております。

【石本委員】 今回の問題は、国と国の問題が

一番、最重点課題になるのかなと思っています。

また一方で、輸出先を変える、販路先を変え

る検討もせんばいかんと思います。今の輸出を、

さっき、チルド並びに冷凍、冷蔵というのがあ

りましたけれども、販路拡大に当たっては、相

手国が望む加工、処理方法もしっかりと検討し

て、これまでの既存の方法だけじゃなくて、新

たな加工なり処理方法として望まれる、そうい

った取組を今後、県内でも加工に向けてしっか

りと検討していく必要があると思いますので、

そこも含めたところで皆さんの意見を十分聞い

て、そして輸出先といいますか相手先が求める

対応、加工の処理方法についてしっかりと研究

していただきたいと思います。何かあれば、一

言お願いします。

【桑原水産加工流通課企画監】 相手先のニー

ズというか、それぞれの国でニーズはもちろん

違いますので、そこはきちんと、例えばジェト

ロとかと相談しながら、相手先のニーズに応じ

たものを輸出していくような取組を進めたいと

思っています。

特に新松浦漁協はトラフグが盛んで、トラフ

グは出せる国がシンガポール、マレーシア、オ

ーストラリア程度なので、新松浦漁協にあって

は、新たな販路として、そういうところを伸ば

していきたいというふうに考えております。

【鵜瀬委員長】ほかに質疑はありませんか。

【大久保委員】 私は、赤潮についてお尋ねを

したいと思います。

今回、橘湾が一番、過去最大級の被害という

ことでありますし、ほかでも県内各地で発生し

ているということで、一次産業、農業であれば

稲刈り前の台風であったりイノシシ被害と同じ

ように、生産物に対しての被害は精神的ダメー

ジも大きくて、生産意欲も欠くようなところで

あると思っております。そういったところに寄

り添いながら質問したいと思っております。

赤潮の発生に対して、今回、補填等はしてお

りますけれども、抜本的の解決の確認をさせて

いただきたいと思っております。メカニズムか

ら防除対策について、まだまだ確立されていな

いとは聞いておりますけれども、県内において、

県としてどのように今、研究をしているのか。

先ほど部長説明で、国において技術的支援も

求めているということでありましたけれども、

抜本的解決に向けた技術支援なのか、そのあた
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りを含めて確認をさせていただきたいと思いま

す。

【渡邉総合水産試験場長】 赤潮については、

委員がご指摘のように、赤潮の対策は様々な方

法をとられています。抜本的に赤潮をなくすと

いうことはなかなか難しいという状況で、今現

在行っているのは、赤潮の拡大をいかに防止す

るかという視点で、また、早く赤潮をたたくか

というふうな視点で今現在は取り組まれている

ところでございます。

赤潮の発生についてはご存じのとおり、プラ

ンクトンがいて、その海域に栄養塩となる窒素

とかリンとかがあって、また光、水温、塩分、

風、流況と様々なものがありますので、この部

分を直接的にたたくことは難しいと。

拡大の防止についてはなかなか、できるのか

なということで、今現在進めているのが、いか

に早く赤潮を発見するかということに力を入れ

ています。今現在、長崎県内で様々なところで

自主監視体制ということで、養殖業者の方々が

集まって自主的に監視をする体制を整えており

まして、その方々とともに、また水産試験場と

してもいろんな機械を入れて、早いうちに赤潮

の発生を発見することに取り組んでいるところ

でございます。

赤潮が非常に小さい状態であれば、防除剤を

まけば効果的に駆除できるということでござい

ます。これが大きく広がってしまうと、なかな

かそういう体制もできませんけれども、小さい

うちであれば対応できるということでございま

す。これが、今現在、私たちが対策として皆さ

んに勧めているところでございます。

そういう中でも今回、赤潮について橘湾では

そういうふうなことができなかった状態。最初

に防除剤でたたいてはいたんですけれども、や

はり流れ、海流で大きくプランクトンが流入し

てきたことも関わって、なかなか対策がとれな

い状況にあったということでございます。

【大久保委員】 根本的に出さないことはなか

なか難しいけれども、早期発見で対策を防除剤

などでやるということであったと思います。

今回の赤潮というのは、県内、県北も平戸も

しかりですけれども、対岸の火事ではない、い

つ起きるかわからないということと、今後は温

暖化以上に沸騰化ということでもありますので、

同時多発的に県内が被害に遭うことも想定しな

ければならないとした時に、やはり根本的な解

決が図られれば一番いいと思っているんです。

長崎において、水産試験場からの話だったん

ですけれども、長崎大学も研究しておられると

思うんです。ここあたりの連携とか。

または、全国的に長崎は水産県としても上位

にある中で、赤潮対策のトップランナーである

のかどうか。全国的に赤潮被害研究はどこが一

番されているというかトップなのか、また、国

との連携がどうなっているのか。先ほど、国の

技術支援をということだったんですけど、そこ

ら辺の立ち位置をお尋ねします。

【渡邉総合水産試験場長】 赤潮の調査・研究

については、長崎県は昔から行っておりまして、

これがトップかどうかというのは置いておいて、

しっかりと今現在進めているところです。

国の水産研究所、大学も様々な大学で調査・

研究が行われているところでございます。これ

はもう日本全国、北は北海道から南は鹿児島、

沖縄まで行われている状況でございます。

そういう中で長崎県としては今、水産試験場

が、水産研究所、長崎大学と一緒に同じような

場所にあります。そういう地理的な優位もあり

ますので、今回の橘湾については、長崎大学で
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粒子実験をしていただいて、橘湾でどのように

プランクトンが流れていくかというのを事前に

シミュレーションしていただいて、シミュレー

ションに基づいて、地元の養殖業者の方々に話

をして防除対策を行ったということで、これは

大学と水産試験場で一緒になって取り組んだと

いうことでございます。

そのほかに様々な大学が入っていまして、九

州大学でも赤潮の動体予測を行うとか、民間企

業とも協力しながら自動撮影装置、顕微鏡で遠

隔で。センサーは地元の海に置いてあって、自

動的に海水をくみ上げて顕微鏡で見るような形

で写して、それをネットで配信して水産試験場

で見られると、そういうシステムをつくったり

とか、またはクロロフィルの量で、こういうふ

うな赤潮が発生していますよと遠隔でわかるよ

うなシステムを長崎県下に2か所、3か所とい
う形で設置をして、とにかく早く、早期に確認

する努力をしているところでございます。その

ような研究を、今現在、様々な地区で行ってい

るところでございます。

【大久保委員】 全国各地でやっている、国で

もやっているということで、明確にどこがトッ

プランナーであるというのも今のところはなく、

それぞれの地域でやっているということでしょ

う。

そこでちょっと疑問に感じるのは、研究の課

題としては一つであって、この国において、ほ

かのことも研究せにゃいかん、研究機関の人員

だとか財源も限られている中で、私は、一本で

体系化をせんことには、全国各地でどこまで連

携されているかわからないんですけど、同じよ

うな研究をする中で、それが効率的なのかどう

か、国も含めてですね。

そこあたりは、現場目線で早めに早急という

ことと、限られた予算と考えた時に、赤潮に関

しても、同じことじゃなくて違う分野だとか、

そういったところを効率よくされているのか、

どのような見解を持っていますか。

【渡邉総合水産試験場長】 有害赤潮と言われ

るプランクトンは数が限られておりますので、

そのプランクトンだけを見ると、集中した方が

いいんじゃないかという議論はあるかもしれま

せん。

ただ、プランクトンの発生状態は各地区によ

って違う。長崎県の海で発生する形態と、極端

な話、北海道で発生する形態は違うと。だから、

その地区にある、現場を持っている総合水産試

験場、またはその近くの研究所、大学とかが、

地元の状況を踏まえたうえで調査・研究を行う

のが、赤潮の研究では重要じゃないかと。

今回、カレニア赤潮でございました。これま

での知見をもとに、橘湾のそういうふうな流れ

も見えてきて、早めに対応しようと動いたこと

も踏まえて。これが別のところでは、またそう

いう話があって、その地区で極端にぽんと増え

てしまうというような場所もありますので、そ

ういうふうな違いを踏まえて対応していくのが、

私たちとしては重要であり、プランクトンごと

に見ると、それぞれの地区の知見を集めて考え

るのは非常に重要であり、私たち水産試験場は、

各県の試験場と集まって意見交換、情報交換を

しながら、そういうふうな対応は行っていると

ころでございます。

【大久保委員】 中身は相当多岐にわたるとい

うことですね。因果関係も多分、地形だとか、

または水、水温、いろんな地域の要素で分かれ

るというふうなことだと思います。そこは、基

礎となる部分は一緒ですし、国としっかりと、

全国もそうでしょうけれども、連携をしながら
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研究に当たってほしいと思っております。

今回こうして質問するのも、一時的支援じゃ

なくて、将来に向けて水産県としてしっかりと、

漁業者が意欲をそがないためにと考えれば、や

はり被害を少しでもなくすことが一番大事だと

いうふうに思っておりますので、さらなる研究

のご発展を祈念するところでございます。よろ

しくお願い申し上げます。

もう一つ、ALPS処理水問題に絡んでです。
影響は、先ほど話があったように、本県は71
億円の輸出の3割が中国ということで、昨年比
からしたら約21億円がストップされている状
態であると思います。

ここに対しての対策として、一つは給食に取

り組まれて、これが10分の10と聞いておりま
す。この対策について、今後の計画はどのよう

になっていますか。

【桑原水産加工流通課企画監】 国が出されて

いる基金に様々なメニューがあるんですけれど

も、10分の10と定額になっているのが学校給
食で、今、県漁連と一緒に、学校給食に提供し

ようと話を進めているところでございます。

【大久保委員】 学校給食というのは、小・中

学校のみの話でしょうか。もう一つ言えば、保

育園とか幼稚園で給食があるところもあります。

大学の学食、または社員食堂、そこあたりは関

わるのか、関わらないのか、お尋ねします。

【桑原水産加工流通課企画監】 お尋ねのこと

ですけれども、基本的には小・中学校です。幼

稚園とか高校、大学は入らないかもしれないで

す。

メニューが全く同じで、同じものを提供して

いるのであれば、給食という概念の中に入ると

確認しております。こども食堂なども入ります。

大学の学食は多分入らないので、このメニュ

ーの中に社員食堂というのがございます。こち

らは2分の1なんですけれども、そちらのメニ
ューには入れられると思います。

今現在、漁連と話をしているのは、まず県内

の学校給食に提供したいと、それだけでは量的

に足りないので、県外の学校給食も含めて販路

を開拓していこう、探していこうというような

話をしているところでございます。

【大久保委員】 県が連携をすれば、全県の

小・中学校に入るのかどうか、それぞれ給食セ

ンターが違って、そこの意思によって取り入れ

る、取り入れないになるのか、そのあたりをお

尋ねします。ばっと、県内全部に行くのかどう

か。

【桑原水産加工流通課企画監】 長崎県の学校

給食会がございまして、そこに参画していると

ころと、それぞれの市町で学校給食会を持って

いるところがありますので、全県一斉にぼんと

いう話ではないです。それぞれのところでメニ

ューを決めていて、それぞれのところで入札し

ていく形になると思います。

【大久保委員】 県外にも広く消費を求めると

いうことでございますが、私は、やはり長崎県、

水産県として消費を伸ばすためにも、まずは地

元で助け合うことが必要ではないかなと思って、

未就学のところもアプローチいただきたいと思

っておりますし、社員食堂は2分の1出るので
あれば、そういったところも含めて下支えを各

企業も図っていただきたいと思いますけれども、

そのあたりの取組の計画はないでしょうか。

【桑原水産加工流通課企画監】 現在、まだ情

報収集している段階ですが、その辺もきちんと

取り組んでいきたいと思っています。

ただ、この事業は上限が1億円ですので、そ
れとの兼ね合いになると思います。マックスに
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なってしまえば、それ以上探しても同じなので、

まずは率の高い10分の10の学校給食から進め
ていきたいと思っております。

【大久保委員】 そうですね、まずは率の高い

方からということで、このメニューを使えるの

であれば、そちらにも広げていただきたいと思

っております。

それで足らなければ、スーパー関係もやって

ほしいと思っております。と申しますのは、お

互いの下支えをしていくということで、水産県

である以上、私は、消費もトップランナーでな

いといけないのかなと思っております。

何にしてもそうですが、例えば餃子の町なら、

餃子は一番の消費がないといけないだろうしと

いうことで、地元がまずその食品、または魚を

愛することが必要じゃないかなと思って、こう

いう大変な時に県民一緒に乗り越えるというこ

とが大事で、このメニューは、そこに十分に利

活用できるメニューじゃないかなと思っている

ところであります。そういった面においては、

県がしっかりと音頭をとっていただいて、この

メニューを使いこなしていただきたいというふ

うに思っております。

これについて、部長の意気込みをお伝えいた

だければと思っております。お願いします。

【川口水産部長】 今回の中国の輸入停止にか

かる関係の基金の活用ということでございます。

これにつきましては、先ほど企画監がお話しし

たように、養殖ブリが非常に滞留するというこ

とで心配されておりますので、これをまず学校

給食に、漁連と連携して出していきたいと考え

ております。

それと、年末に向けたECサイトの送料無料
化の取組支援とか、様々なメニューを活用した

いというふうに考えております。

それと、先ほどおっしゃったスーバー、量販

店での地元の消費につきましては、既存の事業

でも長崎のキャンペーンとか、販売促進をしよ

うと考えております。そういうのもフル活用し

て、県内消費を進めていきたいというふうに考

えております。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

【中島(浩)委員】 確認だけですけど、6月補正
で、燃油価格高騰対策で船底の清掃の予算を計

上されました。1億5,500万円だったと思うん
ですが、これの執行状況を教えてください。

【齋藤水産経営課長】 6月補正の船底清掃の関
係で、5,600隻を対象にと積算しておりました
けれども、今現在、要望としては、それを超す

6,500隻余りが対象と伺っております。
それにつきましては、全部を対象にして出し

ている漁協もございますので、実際に執行する

かどうかがまだわかっていない状況にあります。

そういった中で現状では、確実なところで申し

上げますと、2,900隻余りについては、もう交
付決定までをして実施に取りかかっている状況

にございます。この後、それぞれ申請を受け付

けまして、最終的に実施をした隻数で精算をし

ていく作業になってくるかと思っております。

現状ではそういった状況でございます。

【中島(浩)委員】 ということは、お持ちの船の
全体で漁協としては申請されていますけれども、

恐らく当初の予定の数ぐらいにおさまるんじゃ

ないかということですかね。予算を超えるとい

うことはない状況でしょうか。

【齋藤水産経営課長】 積算で、超えないとい

うところで、最大で予算はいただいたところで

ございます。それを超えるような状況になれば、

少しシーリングと申しますか、100％対象には
ならないかもしれませんけれども、可能な限り
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の範囲の中で助成はしていきたいというふうに

思っているところでございます。

【鵜瀬委員長】 ここで、しばらく休憩をいた

します。再開を13時30分といたします。

― 午前１１時４８分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、質問をお受けしたいと思

います。

ほかに質問はございませんか。

【山田委員】 ちょっとお尋ねをさせていただ

きたいと思います。

基本的なことで大変恐縮でありますが、まず、

長崎県の総合水産試験場と栽培漁業センターが

それぞれありますが、総合水産試験場には3つ
の機能、水産加工開発指導センター、環境養殖

技術開発センター、そして種苗量産技術開発セ

ンターとあります。この水産試験場と佐世保市

小佐々町にある栽培漁業センター、水産試験場

の中にも同じような機能を果たしているところ

があるか思うんですが、すみ分けとしてどのよ

うなことを行っているのか、それぞれの役割分

担についてお聞かせいただきたいと思います。

【渡邉総合水産試験場長】 総合水産試験場は、

先ほど委員がご指摘のように、そういうセンタ

ーが3つあります。県の栽培センターは県北の
方にあって、種苗の量産をする機能、技術的に

確立したものを、対外的に種苗を販売して放流

とか、そういうことをするのが県北のセンター

です。

水産試験場は、その前の段階の新しい魚種と

か、そういうふうなものの技術開発する。今ま

で種苗生産ができていなかったものを、親を育

てて卵を採って、その仔・稚魚をつくるという

技術をつくるのが試験場の役割ということです。

それが確立すれば、栽培センター等に技術を移

転するという形で役割分担を行っているという

ことでございます。

【山田委員】 水産試験場で確立した技術をも

って、栽培漁業センターで種苗の量産を行って、

県が放流する分と漁協等の依頼に対して生産を

されているということであります。

県内の種苗等の放流状況は、どのようになっ

ているかを教えてください。

【古原漁業振興課長】 県内の種苗の放流の状

況ですが、魚類、甲殻類、貝類その他、ナマコ

等その他を合わせまして、約1,000万個体が県
内で放流をされております。

【山田委員】 それは長崎県内だけということ

でよろしいですか。一部、県外へもありますか。

【古原漁業振興課長】 県の栽培漁業センター

におきましては、県が放流用種苗の生産委託を

するという形で生産をして、県内の放流種苗を

供給している形になっています。

県は、漁業公社に生産委託をするという仕組

みになっておりまして、それ以外に漁業公社は、

プロパー事業として、県外の放流用種苗、ある

いは養殖用種苗を供給しているということでご

ざいます。

【山田委員】 栽培漁業センターは、今から約

60年前につくられたところです。私も先日、
行ってまいりました。この60年間、様々なも
のの更新をされたかどうかわかりませんが、ア

ワビを生産している棟の屋根が完全に飛んでい

て、雨風にさらされている状況でありました。

また、水槽もさび付いていて、水道管もあちこ

ちで漏水をしている状況でありました。

今回、オーダーをさせていただきまして、総

合水産試験場と栽培漁業センター、それぞれ現
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場から要望が入っている各種機器と建物等の工

事箇所予定というものをいただきました。栽培

漁業センターにおいて、今、10個上がってき
ているんですが、これは令和5年、令和6年、
令和7年と、それぞれ工事を予定しているとい
う回答であります。

この一番古いもので、いつから現場の要望が

入っていて手つかずになっているのか、そのあ

たりを教えてください。

【古原漁業振興課長】 まず、県の栽培漁業セ

ンターの施設は、県の栽培漁業センターとして

生産を行っているのは昭和53年からで、45年
ほど経過している状況でございます。

個々の機器については手元に資料がございま

せんが、順次、県の漁業公社からの要望なりを

聞きまして、翌年度に予算要求をして、優先順

位の高いものから補修なりを実施しているとい

うふうな状況でございます。

【山田委員】 私は事前にこの資料をいただい

ているんですが、担当課長は、これを手持ちも

せずに私の質問に答える予定だったという理解

でよろしいですか。

【古原漁業振興課長】 申し訳ございません。

10個の、自家発電機、管理棟等々については
把握をしております。個々の機器について、何

年度に整備をして、何年度に更新してという細

かい整理ができておりませんでした。申し訳ご

ざいません。

【山田委員】 10個、上がってきています。い
ろいろお話を聞く中においては、近年からの話

ではないものもあるようであります。

そして、一つに自家発電機があります。先日

の線状降水帯が発生した時も、停電がたびたび

起きたと聞いています。今、自家発電機は2つ
あるんですけど、1つは古いもので、もう基盤

の交換もできないような状態であると聞いてい

ます。

こういうものって、私は専門分野じゃないで

すけど、酸素とか、電気が非常に重要なものだ

と思います。これは、長崎県が技術を開発した

もの、確立したものを、広く長崎県の資源回復

のため、そして漁業の売上向上とか、県産のい

いものをどんどん出していただくためのセンタ

ーだと思いますが、先ほど言った、屋根も飛ん

で雨風にさらされた中、アワビをつくっている、

こういった状況があるようであります。

予算との兼ね合いとかあるとは思うんですが、

ここの施設をどの程度重く受けとめているとい

うか、重要な施設であるという認識を私はして

いますが、どういうふうに考えているのか、そ

もそも論としてお聞かせいただきたいです。

【古原漁業振興課長】 委員ご指摘のとおり、

県の栽培漁業センターは放流用種苗を生産して

おりまして、資源の底支えをする種苗を供給す

る重要な役割を果たしております。

そういった中で私どもも、限られた予算では

ありますけれども、生産委託をしております漁

業公社の話を丁寧に聞きながら、予算の範囲内

で優先順位の高いものからしっかり対応をして

いる状況でございます。

ただ、これだけ老朽化をしておりますので、

今後、長期的な視点を持った対応も必要かと考

えているところでございます。

【山田委員】 以前、委員長に、視察にぜひと

いうお願いをしておりましたが、皆様方にも、

機会がありましたら、この現状を見ていただき

たいと思っております。

限られた予算の中ではあるとは思いますが、

長崎県の水産業を底支えしていく意味でも非常

に重要な施設でありますので、屋根が飛んだと
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ころで、雨風にさらされた中、アワビをつくる

といった状況、あとは、短期の停電だったから

どうにかしのげたかもしれませんが、これが大

型災害でも起きて長く停電すれば全てが死滅を

する、長崎県の水産業の危機にもなることだと

私は思っておりますので、限られた予算という

ことは十二分にわかっておりますが、ぜひとも、

重要な施設であるこちらに対して、しっかりと

現場の声を聞き、最大限の予算をつけていただ

きたいことを要望して終わります。

【鵜瀬委員長】 ほかに質問はございませんか。

【宅島委員】 先般の橘湾の赤潮被害に対する

いろいろな県の素早い行動に対して、橘漁協、

橘湾東部漁協、組合長をはじめ若手の養殖業者

の皆さん方は、非常に感謝をされているところ

であります。

その後、県漁連や信漁連等と漁業者の方々が

いろんな協議をされていると存じますが、水産

部において、被害を受けて、予算が通ってから

は少ししか日にちがたちませんが、どのような

状況にあるのか、進捗状況をご説明いただけれ

ばと思います。

【森川水産加工流通課長】 9月12日にご審議い
ただきまして、予算をつけていただきました。

その後、漁協におきまして、もう少し具体的な

事業の中身の説明をさせていただくとともに、

養殖業者の皆様方は、信漁連であるとか金融協

会であるとか、そのあたりで金融のご相談をし

つつ、漁協も含めて、今後どのような代替魚を

入れていこうかというふうな計画づくりをして

いる現状でございます。

一部につきましては、もう既に調達先を確保

していますので、今後とも私どもも一緒になっ

て相談にのっていきながら、代替魚がスムーズ

に入るように努力したいというふうに思ってお

ります。

【宅島委員】 とにかく、やっとの思いで、も

う一回頑張ろうというような気持ちになられて

いますので、ぜひ力を合わせて産地の復活に全

力を尽くしていただいて、水産業の発展に寄与

していただければと思います。

あと1点です。新規就業者の確保対策で、令
和4年度に203名の新規就業者の方々が漁業に
就いていただいたということでありますけれど

も、この中で沿岸漁業とか養殖とかまき網とか

ございますが、この内訳等々についてご説明し

ていただければと思います。

【齋藤水産経営課長】 203名の内訳ということ
でございますが、釣り、はえ縄、ひき網等の1
本釣りのような漁業の方々は84名、雇用型の
まき網に雇用されている方は52名、養殖関係
が21名、定置網が18名、刺網が8名、イカ釣り
が4名、採介藻は5名、その他11名で、合計が
203名でございます。
【宅島委員】 この中には、もちろん就業者な

ので、外国人の技能実習生は含まれていないで

すね。

【齋藤水産経営課長】 新規就業者ということ

ですので日本人の方で、外国人は含まれてはお

りません。

【宅島委員】 今、就業者の方々の平均年齢が

65歳以上かなと認識をしているんですが、全
国的に微増ながら増えてきているのか、長崎県

だけが頑張って増えてきているのか、そこら辺

はいかがですか。

【齋藤水産経営課長】 全国的には新規就業者

の数は減少傾向にある中で、長崎は微増という

形になっている現状だと思っております。

【宅島委員】 今の説明であれば、もう本当に

大変うれしいことでありますので、全国2位の
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水産県である長崎県が、長崎県に行ったら漁業

で生計が立てられるんだというようなところを

しっかり確立をしていただいて、全国の方々か

ら、若い人たちから、長崎県で漁業をやりたい、

やってみようというようなところを、ぜひ頑張

っていただければと思います。

先般、我々農水経済委員会の現地調査で壱岐

にお邪魔して、委員長の地元であられる水産業

の調査もしてきたんです。

ガゼウニの駆除をしながら、そのガゼウニを

食品としてきちっと流通に流していく取組をさ

れている経営者の方がおられたんです。その経

営者の話を聞くと、よその県で、例えば和歌山

だったかな、その方に和歌山に来ていただいて

講演をしていただいているとお聞きしました。

水産部の方も現地に、我々と一緒だったので、

その後、こういったことを県内のガゼウニの駆

除に役立てようとか、そういったことを検討さ

れているのかと思います。そのことについて答

弁をお願いしたいと思います。

【宮地水産部参事監】 委員ご指摘のとおり、

壱岐などでウニ、ガンガゼ等の駆除が行われて

いることは承知しておりまして、非常に話題を

集めているところでございます。

県といたしましても、利活用という面はある

かと思いますが、駆除という観点から、水産多

面的事業などを活用して、駆除にかかる費用な

どを支援しているところでございます。

そういった各地の取組については、まだ具体

的な行動を起こしているわけではありませんけ

れども、周知とか宣伝、広報、普及、啓発に努

めてまいりたいと思っております。

【宅島委員】 壱岐に行った時に説明を受けた

んですが、そのことによって藻場の回復等々が

目に見えてわかるというような説明があってお

りますので、そういったいい事例が県内にある

ので、ぜひ、よその県よりも早く県内の藻場の

回復のためにも、そういった方の経験を生かし

て、各漁協単位でしょうけれども、いろんなセ

ミナーとか、そういったことを県が後押しをし

ていただければと思いますが、それについては

いかがでしょうか。

【松本漁港漁場課企画監】 委員ご指摘のとお

り、当該有効事例等につきましては、午前中も

答弁させていただきましたとおり、藻場の再生

サイクルの中では非常に重要な位置づけの一つ

だと思っておりますので、今後、県の関係機関

等も含めて事例の収集、あるいはそういったも

のの紹介といったことを現場の方に行っていき

たいと思っております。

【宅島委員】 よろしくお願いします。特に今

回の赤潮被害を受けた橘湾等々についても、ガ

ゼウニの駆除だけで年間100万個から200万個
ぐらいのものに費用をかけているということで

あればなおさら、そういった先進事例といいま

すか、持続可能なSDGsの精神にものっとりま
すし、ぜひ、そういった考えに基づいて、今後

頑張っていただければと思います。

それと、数人の委員から話がありましたけれ

ども、ALPS処理水の放流により中国への輸出
ができなくなって、長崎県の水産業の方たちも

非常に困っている状況であります。それでいろ

んな質疑が午前中にございました。

今朝のテレビのニュースで、北海道の森町が、

ホタテの輸出分が止まって在庫になってしまっ

ているということで、10万人分の給食、10万
食分を全国の学校給食に無償で提供するとの報

道があっておりました。

ホタテの場合は、加工をして冷凍とか何とか

していると思いますけれども、長崎県において
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も、中国への輸出のために、今現在、秋に向け

て出荷を予定されている漁業者の方たちがいら

っしゃいます。そういったことも含めて、大久

保委員からもありましたけれども、ぜひ給食に

おいて、こういった輸出向けの魚を活用してい

ただきたいと思います。再度、ご意見を頂戴で

きればと思います。

【桑原水産加工流通課企画監】 委員ご提案の

とおり、まずは給食で、できるだけそこに卸し

ていきたいというふうに考えております。

午前中にも答弁させていただきましたが、

20億円ほど行き先がなくなるわけですので、
まずは県内、それから国内、あるいは今まで出

していた中国以外の国と、いろんな場面を想定

しながら、いろんな対策をとっていきたいとい

うふうに考えております。

【宅島委員】よろしくお願いします。

先般、私も、中国が輸入禁止を決定した後、

県漁連の会長とか魚市の社長と意見交換をさせ

ていただきました。やはり心配をされているの

は養殖事業者の方たちの経営のことであります

ので、先ほどの答弁にありますように、ぜひ養

殖事業者の皆さんの気持ちになって、行政も寄

り添っていただければと思います。よろしくお

願いします。

デジタル化なんですけれども、4～5年前か
らスマート漁業の話も出てきております。今現

在、これは最新のデジタル技術を生かした水産

業ですよというような事例が全国的にも少しず

つ出てきていると思うんです。

例えば、長崎県において最先端のデジタルを

活かした水産業とはどういったものなのか、ご

説明いただければと思います。

【尾﨑漁政課長】 デジタル化についてのお尋

ねでございます。長崎県内におきましても、ス

マート漁業ということで、最新の機器を取り入

れて所得の向上等に寄与しているような事例が

ございます。

事例を申し上げますと、魚群探知機が計測し

た深度情報をもとに海底地形を描画する3Ｄプ
ロッターといった機器を用いまして、はえ縄の

業者の方が、実際に網を入れるところの海底地

形を3Ｄ表示することによって、効果的に網を
入れて漁獲を上げているといった事例がござい

ます。

そういった漁業者におかれましては、137％
の所得の増加という形で実際に実績を上げられ

ていまして、こういった優良事例につきまして

は県下に広めていきたいと考えているところで

ございます。

【宅島委員】 少しずつ、デジタル化した漁業

の振興策が出てくるのを楽しみにしております。

農業等々についてもかなり、5年前から比べ
ると技術革新が進んでおりますので、ぜひ水産

業においても、デジタルの技術革新に力を入れ

ていただきたいと思います。

それと、さっきの養殖事業にも関連するんで

すが、6月でしたか、農水経済委員会で総合水
産試験場にお邪魔した時に、ブリ餃子、ブリを

活かした餃子、とてもおいしいと思ったんです

けれども、その後、進み具合というか、進捗は

いかがですか。

【渡邉総合水産試験場長】 ブリ餃子、皆さん

に試食していただきまして、ありがとうござい

ました。

あの後、民間の業者の方々と協議をして、実

際に民間の声を聞いて、ちょっと工夫しなけれ

ばならないところとか、そういうふうなものを

踏まえたうえで、もう一度つくって、今現在、

民間業者の方がそれを販売できるかどうかと進
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めているところです、現実としてですね。でき

れば市場に出ていけば、もっといいなというこ

とで進めているところです。

【宅島委員】 ぜひですね。今般、輸出できな

くなる中国向けの養殖ブリも多数あると思いま

すので、そういった商品開発にも生かしていた

だきながら、ブリ餃子を学校給食に使っていた

だくようなこともぜひ考えていただきたいと思

います。よろしくお願いします。

【山田委員】 すみません、1点、質問し忘れて
おりました。

栽培漁業センターですが、長崎県の委託で事

業をしていただいているということですが、昨

今の燃油高騰、資材の高騰等によって、委託費

の追加とか、または高騰対策に対して何か手立

てをしているのか、そのあたりを教えてくださ

い。

【古原漁業振興課長】 昨年度の生産におきま

しては、2月補正で電気代等の高騰も勘案して、
少し補正をさせていただいています。

今年度の予算の要求に当たっても、その点を

考慮して積算をしております。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はございませんか

【まきやま副委員長】 藻場の再生についてで

すけれども、小値賀町でされた取組で、網で仕

切りをして食害生物の駆除を行ったということ

で。

藻に直接栄養を与える目的で、固形ブロック

みたいなものを海に沈めて、藻の成長のスピー

ドを上げる取組もあるみたいですが、そちらは

何か取り組まれていることはありませんか。

【松本漁港漁場課企画監】 委員おっしゃいま

すとおり、直接施肥といいますか、海藻に対し

て肥料をまくと、確かにそういう方法はありま

す。ただ、そういったものの科学的な根拠とか

効果、それが定量的に見られないものですから、

そういった定量的な知見が得られた後には採用

というか、事業等で可能かもしれませんけれど

も、現状ではそういうところが十分分析できて

おりませんので、今のところ、県としてそうい

ったものは実施しておりません。

【まきやま副委員長】 ぜひ、今後研究してい

きたいと私も思っていますので、よろしくお願

いします。

【鵜瀬委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】 ほかに質問がないようですの

で、水産部関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 １時５７分 休憩 ―

― 午後 １時５７分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、産業労働部関係の
審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。お疲

れさまでした。

― 午後 １時５８分 散会 ―



第２日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年９月２７日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ２時４１分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 鵜瀬 和博 君

副委員長(副会長) まきやま大和 君

委 員 中山  功 君

〃 山田 朋子 君

〃 中島 浩介 君

〃 宅島 寿一 君

〃 近藤 智昭 君

〃 石本 政弘 君

〃 本多 泰邦 君

〃 大久保堅太 君

〃 畑島 晃貴 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 松尾 誠司 君

産業労働部政策監
(産業人材確保・育成担当)

宮地 智弘 君

産業労働部次長 井内 真人 君

産業 政策課 長 吉田  稔 君

企業 振興課 長 香月 康夫 君

企 業 振 興 課 企 画 監
(企業誘致推進担当)

石川 拓朗 君

新産業創造課長 伊東 啓行 君

新産業創造課企画監
(エネルギー産業振興担当)

岩永 俊一 君

経営 支援課 長 下窄 賢剛 君

未来 人材課 長 末續 友基 君

未 来 人 材 課 企 画 監
(産業人材育成担当)

山田  薫 君

雇用労働政策課長 川口 晋治 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【鵜瀬委員長】 皆さん、おはようございます。

委員会を再開いたします。

これより、産業労働部関係の審査を行います。

委員会による審査を行います。

今回、委員会付託議案がないことから、産業

労働部長より所管事項についての説明を受けた

後、提出資料についての説明を受け、陳情審査、

議案外所管事務一般についての質問を行うこと

といたします。

それでは、産業労働部長より所管事項説明を

求めます。

【松尾産業労働部長】皆様、おはようございま

す。

産業労働部関係の主な報告事項についてご説

明いたします。

資料といたしましては、農水経済委員会関係

説明資料当初版と追加1でございます。
今回ご報告いたしますのは、原油価格・物価

高騰等の影響を受けた事業者への支援について、

経済・雇用の動向について、県内企業のDXの推
進について、企業誘致の推進について、半導体

関連産業の振興について、食料品製造業の振興

について、スタートアップの集積について、サ

ービス産業の振興について、産業人材の確保・

育成について、外国人材の受入促進について、

「新しい長崎県づくり」のビジョンの策定につ

いて、長崎県総合計画の一部見直しについてで
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あります。

このうち、新たな動きについて主なものをご

紹介いたします。

まず、当初版の3ページ中段をご覧いただき
たいと思います。

（県内企業のDXの推進について）
DXへの取組をテーマとして、去る8月18日に

開催しました「こんな長崎どがんです会」では、

県内の若手経営者を中心に、DXの進め方や課題
などについてご意見をいただきました。DXによ
り大きく業績を伸ばされた事例の紹介などを通

じて、DXの推進には経営者のリーダーシップが
重要であることを改めて認識するとともに、特

に人手不足に起因する課題感が共通していたこ

とから、業務効率化の有効な手段であるDX・デ
ジタル化のさらなる推進についての必要性を実

感したところであります。

今年度は、DXに向けた取組の前提となる、企
業内のデジタル人材育成とIT機器等の導入を
支援する新たな補助制度を設け、8月末時点で
220件の申請を受け付けており、その中で合計
約550人の人材育成が予定されております。県
内企業においても、社員のデジタルスキルを向

上させ、業務を効率化することが、人手不足等

の解消につながるという認識のもと、活用が進

んでいるものと考えております。

引き続き、商工会議所や商工会、金融機関、

中小企業診断士協会などと連携して支援体制の

充実を図り、県内企業のDXを推進してまいりま
す。

続きまして、同じページの3ページ下段をご
覧ください。

（企業誘致の推進について）

去る6月30日、県、長崎市、佐世保市、長崎
県産業振興財団の4者で、本県の産業構造の転

換を加速度的に進めていくための各種施策の方

向性について議論し、県・市の今後の産業振興

施策につなげていくことを目的として「長崎県

産業振興協議会」を立ち上げました。

協議会では、基幹産業の育成、企業誘致や地

場企業の規模拡大の波及効果を高めるための取

組、産業人材の育成の3つのテーマを設定して
協議を進めており、年内を目途に意見を集約し、

県及び各市の施策への反映につなげていきたい

と考えております。

また、去る9月7日、県内に複数の拠点を立地
されているトランスコスモス株式会社と、将来

的な拠点設立の可能性検討を目的とした五島市

でのワーケーション実施に関する連携協定を締

結いたしました。

県としては、離島地区における企業誘致の新

たなモデルケースとなるよう、五島市とも連携

して取り組んでまいります。

今後とも、良質な雇用の場の創出と地域経済

の活性化につながるよう、市町や関係機関とも

連携のうえ、企業誘致の推進に努めてまいりた

いと考えております。

続きまして、4ページ中段をご覧いただきた
いと思います。

（食料品製造業の振興について）

食料品製造業については、県内食料品製造業

者の付加価値向上を図るため、売上が堅調な高

品質日用品市場やギフト市場を主なターゲット

として、県内企業が取り組む商品開発や販路開

拓などを支援することとしております。

去る6月22日には、アスリート向けに低脂
質・高タンパクな県産水産物100％の練り製品
を開発して販路拡大を図る計画や、健康志向の

高い消費者層や高齢者市場向けに栄養機能食品

のだしパックを開発する計画など、10件を認定
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いたしました。

また、去る7月20日には、東京商工会議所と
長崎・佐賀両県の商工会議所連合会が主催しま

す「佐賀・長崎×東京商談会」がSAGAアリー
ナで開催され、両県の食品メーカーと都内食品

バイヤーとの展示試食会及び個別商談会が実施

されました。本県からも35社が参加し、各社、
都内バイヤーとの商談に積極的に臨まれており、

今回の商談会が、商談成立はもとより、首都圏

の市場動向や消費者ニーズを知る良い機会とな

って、今後の商品開発や改良に寄与するものと

期待しているところであります。

今後も、食料品製造業の振興に向け、新たな

販路を見据えて成長を目指す、意欲ある県内企

業の取組を支援してまいります。

続きまして、追加1の3ページをご覧いただき
たいと思います。

（スタートアップの集積について）

去る9月7日に、都市部のスタートアップが集
積する東京の虎ノ門ヒルズの会場において、本

県のスタートアップとの交流イベントを開催い

たしました。

イベントにおいては、スタートアップ経営者

や投資家など、オンラインも含め約100名の参
加者に向け、本県のスタートアップ4社が事業
内容の発表を行い、ベンチャーキャピタルや首

都圏の先輩スタートアップから事業のブラッシ

ュアップにつながる助言等をいただきました。

あわせて、都市部のスタートアップの方々が

本県での事業展開に関心を持っていただけるよ

う、CO-DEJIMAなど本県の支援体制をPRする
とともに、ネットワーク構築の働きかけも行っ

てまいりました。

今後とも、こうしたイベントを積極的に開催

し、都市部スタートアップの本県への呼び込み

や新規事業創出につなげ、「長崎だったら新し

いものが生まれる」という機運を醸成してまい

ります。

その他の項目については、記載のとおりでご

ざいます。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【鵜瀬委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」に

ついて、説明を求めます。

【吉田産業政策課長】 私の方からは、「政策等

決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員と

の協議等の拡充に関する決議」に基づく産業労

働部関係の状況について、ご説明いたします。

資料は、農水経済委員会提出資料、産業労働

部をご覧ください。

今回ご報告いたしますものは、いずれも令和

5年6月から8月におけるものであります。
まず、2ページです。
補助金内示一覧でございます。県が箇所付け

を行って実施する個別事業に関し、市町に対し

て内示を行った間接補助金であり、4件を掲載
しております。

次に、3ページから5ページにつきましては、
1,000万円以上の契約状況一覧表でございまし
て、該当の計7件を掲載しております。
次に、6ページから21ページでございます。
こちらは知事及び部局長等に対する陳情・要

望のうち、県議会議長宛てにも同様の要望が行

われたものに対する県の対応状況を整理したも

のでございます。産業労働部関係の計10項目に
ついて掲載しております。

次に、22ページ、23ページにつきましては、
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附属機関の会議結果について1件を掲載してお
ります。

最後に、別紙をご覧ください。

物品管理室が契約手続を代行しております

1,000万円以上の契約案件について、参考資料と
して添付しているものでございます。

以上で私の方からの説明を終わらせていただ

きます。

よろしくお願いいたします。

【鵜瀬委員長】次に、総合計画の見直しについ

て、産業政策課長より補足説明を求めます。

【吉田産業政策課長】引き続き、私の方から説

明させていただきます。

資料の方ですが、農水経済委員会補足説明資

料が3種類ございます。そのうち、長崎県総合
計画チェンジ＆チャレンジ2025の変更（素案）
概要をご覧ください。

まず、2ページをお開きください。
今回の一部見直しの趣旨につきましては、新

しい長崎県づくりのビジョンの実現に向けて、

より重点的に注力したい分野の施策の追加や新

型コロナウイルス感染症の影響のほか、社会経

済情勢の変化などに対応するものでございます。

また、基本的な考え方につきましては、取組

項目の変更や追加を行うほか、必要に応じて指

標や目標の変更や追加を行うものでございます。

3ページをお開きください。
ここから個別の見直し内容について、ご説明

いたします。

まず初めに、これまで総合計画に記載がなか

った事業群の新設、取組項目の追加に関するも

のでございます。新たな基幹産業の創出の一つ

として、「半導体関連産業」を追加するもので

ございます。

ご承知のとおり、世界的な受注拡大、市場の

成長拡大が見込まれる半導体関連産業について、

中核企業の誘致、企業間連携による受注獲得の

支援などに取り組んでまいります。

4ページをお開きください。
次は、直近の実績で最終目標を既に上回った

ものなどについて、目標値を上方修正するもの

でございます。

「航空機関連産業の売上高」につきましては、

大手航空エンジンメーカーの工場誘致により、

売上高が伸びたことによるものでございます。

「スタートアップの創出、誘致件数（累計）」

につきましては、産学官金の連携によるイベン

トの開催や支援体制の充実を進めてきたことに

より、スタートアップに挑戦する機運醸成など

につながり、最終目標を上回る見込みとなった

ものでございます。

「立地協定を締結し設備投資などに対する県

の支援を受けた地場企業による新規雇用計画数

（累計）」につきましては、半導体関連産業を

中心に地場企業の規模拡大が相次いでいること

によるものでございます。

5ページをお開きください。
続きまして、目標値を下方修正するものでご

ざいます。

「海洋エネルギー関連産業における売上高、

雇用者数」につきましては、西海市沖の洋上風

力発電事業において、国の公募実施時期が当初

の想定より3年程度遅れていることにより、目
標値を3年分後ろ倒しにするものでございます。
なお、最終的な目標値は変更しておりません。

資料下段は、指標を変更するものでございま

す。

総合計画におきまして、これまで「海洋エネ

ルギー関連産業」、「AI・IoT・ロボット関連
産業」、「航空機関連産業」を新たな基幹産業
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3分野としておりましたが、冒頭にご説明しま
したとおり、「半導体関連産業」を追加するこ

とから、新たな基幹産業を4分野に変更し、併
せて、売上高、雇用者数の数値目標を改めて設

定するものでございます。

6ページをお開きください。
「AI・IoT・ロボット関連産業における売上

高、雇用者数」の指標変更につきましては、従

来の目標値には半導体製造装置の数値を含んで

おりましたが、今回、半導体関連産業を新たな

基幹産業に追加することから、半導体製造装置

分の売上高、雇用者数を、今回追加する半導体

関連産業に移管することに伴い、目標値を変更

するものでございます。

最後に、「事業承継ネットワークによる事業

承継計画の策定件数（累計）」につきましては、

事業承継ネットワークと長崎県事業承継・引継

ぎ支援センターが統合され、取組目標について

も変更となり、実績が把握できなくなったこと

から、新たな指標として、「事業承継・引継ぎ

支援センターでの譲渡、親族内承継の相談件数

（累計）」及び「第三者承継、親族内承継の成

約件数（累計）」を設定するものでございます。

以上で私からの説明は終わらせていただきま

す。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【鵜瀬委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

審査対象の陳情番号は、24番、25番、27番、
29番、31から33番となっております。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。

なお、委員お1人当たり20分を目安に質問・
応答をお願いし、2回目以降については、一巡
した後にお願いしたいと思います。

質問はありませんか。

【本多委員】 県内企業のDXの推進について、
幾つかお聞きしたいと思います。

まず、今年度開催したセミナーの数と、それ

に参加された企業数を教えてください。

【伊東新産業創造課長】 今年度行いましたDX
セミナーについて、ご報告をいたします。今年

度は、まだ途中ではございます。全体で行う途

中の分の今までの経過でございますけれども…

【鵜瀬委員長】 暫時休憩します。

― 午前 時 分 休憩 ―

― 午前 時 分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 再開します。

【伊東新産業創造課長】 7月7日から開始いた
しておりまして、全体11回の開催を予定してお
りましたが、9月26日現在で、第6回まで開催し
ておりまして、参加者は、延べ人数で235名で
ございます。

【本多委員】 ありがとうございます。
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延べ人数235名ということなんですけれども、
企業数とかでは掌握されていませんでしょうか。

【伊東新産業創造課長】 企業数は、235名の方
が複数参加いただいている企業もございまして、

全体で124社がご参加いただいております。
【本多委員】 124社ご参加いただいたというこ
となんですけれども、では、その参加企業の中

で、DX化、またはその初期段階でも構いません
ので、実際取り組まれた企業が何社くらいとい

うのは数字はございますでしょうか。

【伊東新産業創造課長】セミナーを受けて、す

ぐにDXに取り組まれたかどうかというのは、な
かなか把握しづらいところがございまして、後

年度、取り組まれた方もいらっしゃると思いま

すので、実態を把握することは難しいんですけ

れども、セミナーを受けられた後、セミナーの

講師の方であったり、DXの相談窓口などにすぐ
にご相談いただいて、実際に補助金の申請に至

ったという事例も複数ございますので、何らか

の形でDXの取組につながっているものと考え
ております。

【本多委員】確かに導入までの面倒を見るとい

うのは正直難しいのかもしれませんけれども、

今、人材不足が加速化している長崎において、

中小企業が業務効率化を進めないと生き残れな

いという現状であると思うので、取組は早けれ

ば早いほどいいのかなというふうに思っており

ます。

実は、私も8月18日に開催されました、こん
な長崎どがんです会、あとその3日後だったん
ですけれども、8月21日に開催されましたセミ
ナー、DXによる経営改革、事例から学ぶ中小企
業DX、ともに参加しました。県内企業の導入事
例の紹介ですとか、意見交換、あと実際に導入

された企業の社長がセミナーの講師を務めてく

ださったり、非常に内容の濃いものだったとい

うふうに思っております。

ただ、セミナーを受講された企業が業務効率

化に向けたシステム、仕組みを導入するまでに

至るかというのは少し疑問が残っております。

というのも、セミナーで登壇された企業、社長

がお話をしてくださったんですけれども、そこ

は最終的には自社でシステムの開発、運用がで

きるように、人材確保とか、あと人材の育成の

話までされておったんですけれども、県内中小

企業で、実際そこまで取り組める企業が少ない

のではないのかなというのが実感でございます。

実際に中小企業では、煩雑な業務をこなしな

がら、人手不足の中で、みんながやりくりしな

がら業務をやっていて、今までの業務で手いっ

ぱいで、新しいものに取り組む、業務改善に手

をつけられないというところが多分多く見られ

ると思います。DX化、デジタル化とか言います
けれども、まだまだその前の段階にある企業に

対して、取組の第一歩をフォローしてやること

が大事ではないのかというふうに私は考えます。

そこで、県内にはITの分野を得意としている
ベンダー企業があるとは思うんですけれども、

そういった企業も巻き込む必要性があると思い

ます。また、DX化を進めてほしい中小企業への
出入り業者がIT系を扱えるのなら、その出入り
業者も巻き込む等しないと、なかなか中小企業

のDX化は進まないのかなというふうに考えて
おります。そういったところの取組はどのよう

になっているのか、教えていただけますでしょ

うか。

【伊東新産業創造課長】 委員ご指摘のとおり、

こんな長崎どがんです会で発表された方も、本

当に最先端のDXを進められている方でござい
ます。ただ、その方々も、最初はやはりIT企業、
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ベンダー企業にお願いをして、どうしても自分

の会社に合わない部分を自分でつくらなければ

いけないということで、内製化していったとい

う経緯がございます。ですので、まだDXに取り
組まれていない県内企業の皆様には、IT企業、
要は、そういったDXを提供できる企業の方々と
の連携というのは不可欠だと私は考えておりま

す。

そのため、DXといっても、デジタルの商品を
ただ入れるだけではなくて、コンサルティング

的なこともできるようなベンダーを育成してい

くということが非常に重要だと考えておりまし

て、県のDX促進事業をお願いしております金融
機関とか、ベンダーの方々がDX推進チームとい
うものを構成しておりまして、民間同士の中で

切磋琢磨するような仕組みをつくって、コンサ

ルティングができるベンダーというものを増や

していく努力をされておりまして、県としても、

そういった方々と一緒に、県内企業のDXを進め
る時に連携できるような体制を取っているとこ

ろでございます。

【本多委員】 ありがとうございます。

そのDX推進チームについてなんですけれど
も、今は、何社か集まってなさっていると思う

んですが、この先、県内にあるベンダー企業が、

私もそのDXの推進チームに加わりたいという
ような手を挙げて参加したり、また募集をかけ

たりとか、そういったことは計画されています

でしょうか。

【伊東新産業創造課長】 実は、県内DX、まだ
まだ進めなければいけない企業はたくさんあり

まして、今、その支援チームをつくってはいる

んですけれども、全然手が足りていない状態で

ございます。ですので、コンサルティングから

できるようなIT企業を育てて、そういった方々

を仲間に増やして、今後もっと組織を大きくし

ていきたいという思いは、その民間の団体の中

でも考えておりますので、今後、そういった形

で、県内の企業に県内のベンダーが提供できる

ような体制をもっと強化していくこととしてお

ります。

【本多委員】 ありがとうございました。

今まさにおっしゃられたように、県内の中小

企業がDX化を進める中で、県内の業者というか、
そういったベンダー企業が取り組むことができ

れば、県内でうまくお金が回っていくのかなと

いうふうに私は思っておりますので、引き続き

よろしくお願いいたします。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【宅島委員】 何点か質問させていただきます。

先般、政府の方が補正予算の検討に入ったと

いうことで、経済対策を打つ、その中で、半導

体関係に特に力を入れるということで報道があ

っております。長崎県において、こういった機

会を逃さず、ぜひ産業労働部としても企業誘致

をしっかりやっていただきたいと思います。

それと、諫早の方で京セラの雇用が約1,000
人という報道があっておりますけれども、これ

は産業労働部の公式なペーパーなんですけれど

も、九州でいくと68件の半導体産業関連の投資
額が2兆2,240億円超ということですので、非常
に今、この半導体を中心として、日本がもう一

回立ち直っていこうとしているんじゃないかと

いう状況が見受けられます。

そこで、今回、例えば京セラさんが1,000人規
模で立地をされた時の経済効果等について、も

し数字を把握していらっしゃれば、お聞きした

いと思います。

【石川企業振興課企画監】工場立地による県内

への経済波及効果についてのご質問でございま
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す。企業誘致における工場立地の県内への経済

波及効果につきましては、産業連関表というも

のを使いまして分析する手法がございますけれ

ども、それを使って試算した結果というものが

ございます。京セラさんが公表している情報を

基に試算をしてみますと、工場の建設や設備の

導入に係る投資総額は約600億円と伺っており
ます。それから雇用が、先ほど委員おっしゃっ

たように、1,000人規模ということで、そういっ
た場合で試算をしてみますと、経済波及効果と

しましては、10年間で約2,460億円というふう
に出ております。

内訳としましては、工場の建設などの設備投

資に伴う効果額が約580億円、それから工場が
操業した後、製品の生産であるとか、雇用に伴

う効果額、そういったものが10年間で約1,880
億円というふうに試算をしております。

【宅島委員】 ありがとうございます。

純粋な県内企業と比べて、給料等々も最初か

ら相当な高い金額で雇用が生まれてくる大手の

こういった企業を長崎県内に誘致をして、いい

人材を長崎県の方に来ていただいて、住んでい

ただくというようなことを、ぜひ力強く推進を

していただきたいと思います。

あと、熊本県はTSMC、そしてまた北海道が
ラピダス、工場の建設が今、どんどん進んでい

くわけでありますけれども、実際の企業立地に

一番大事なのは水だと思うんですけれども、私

も何回も一般質問、そしてまたこの委員会で質

問していますけれども、特に雲仙市の千々石町

は、相当の量のいい湧水が出ているということ

で、今、県の方で1年間かけて水の調査をして
いただいておりますが、現状どのようになって

いるのか、お尋ねしたいと思います。

【石川企業振興課企画監】雲仙市の千々石地区

における水源調査の状況についてのご質問でご

ざいます。雲仙市の水源調査につきましては、

県の補助制度を活用しまして、昨年度、令和4
年度に事業を開始されております。千々石地区

の水源調査につきましては、川の水量及び水質

を調査する内容でございますけれども、年間を

通した季節変動を含めたところで水量を調査す

る必要があるということで、調査自体は丸々1
年、12か月かかるということです。県の補助事
業としては、昨年度、令和4年度で一旦完了は
しているんですけれども、その後、市の方で独

自に継続をされておりまして、現在も流量の調

査を継続されているというふうに伺っておりま

す。

今年度末に調査結果を取りまとめて、最終的

な結果が出るというふうに伺っておりますけれ

ども、昨年度、県の補助事業の実績、数か月分

の数字ですけれども、それを見る限りでは、予

定しているような水量が期待できるというふう

には伺っております。

【宅島委員】 ありがとうございます。

十数年前にも、大手の飲料メーカーさんが

千々石のあの豊富な水に興味を示されたという

過去もありますし、ぜひ千々石の水の性質、ど

ういう企業誘致に向いているのか、そこを早く

見極めていただいて、産業振興財団と共に、早

くいい会社を立地していただきたいと思います

ので、よろしくお願いします。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【畑島委員】シルバー人材センターについて取

り上げさせていただきます。

近年、どの産業種においても人手不足が叫ば

れておりますが、高齢者や女性など、多くの多

様な方々が活躍できる環境づくりというところ

も不可欠かなというふうに考えています。そん
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な中、各地域に設置されるシルバー人材センタ

ーの役割が増しているというふうに感じるとこ

ろです。

従来から、県、各市町において、シルバー人

材センターの機能強化に努めているというふう

には思いますけれども、まずは本県として、予

算措置の状況について、お伺いいたします。

【川口雇用労働政策課長】シルバー人材センタ

ーへの予算措置についてのご質問ですけれども、

県といたしましては、シルバー人材センター連

合会の方へ県の補助金を予算措置しております。

大変厳しい財政状況が続いている中、一定程度

の予算措置をしており、令和5年度につきまし
ては、昨年度と同額の804万5,000円の補助金を
交付決定しているところでございます。今後に

ついても、可能な限り予算確保に努めてまいり

たいと思います。

【畑島委員】 ありがとうございます。

一般の労働市場においては、最近、マッチン

グビジネスが活性化しておりますが、どちらか

というと労働単価の高いハイクラスな領域であ

ったり、労働需要の大きい、つまり市場規模の

大きい領域を中心に盛り上がっているような印

象を受けております。

一方で、こうしたビジネスから漏れ落ちてい

るような領域においても、働きたいと思ってい

る労働供給者、あるいは人手確保に頭を悩ませ

ている労働需要者といったところも一定数存在

するのは事実かなというふうに思っております。

高齢者が中心となりますけれども、こうした分

野においては、シルバー人材センターが果たす

マッチング機能というものは、市場を補完する

意味でも大変有意義と感じるところでございま

す。

特に、市場経済では必ずしも成立しにくい公

共性の高い事業との相性はよいのではないかと

いうふうに考えております。先ほどご説明いた

だいた予算確保の取組と併せて、公共事業にお

けるシルバー人材センターの活用を図るといっ

たところも重要かなというふうに考えますけれ

ども、現在の取組状況はいかがでしょうか。

【川口雇用労働政策課長】 県におきましては、

毎年10月のシルバー人材センター事業普及啓
発促進月間に合わせまして、県庁各課や市町等

に対しまして、シルバー人材センターの積極的

な活用を依頼しているところでございます。

県内のシルバー人材センターにおける令和4
年度の総受注契約額は約25億8,000万円であり
ます。そのうち、公共からの事業の占める割合

は46.5％であり、この比率は九州で3位、全国で
も4位となっております。引き続き、関係機関
へのシルバー人材センターの活用依頼を行って

まいりたいと考えております。

【畑島委員】 ありがとうございます。

高齢者の活躍の機会を確保するといったとこ

ろは、単なる労働力の観点からだけではなく、

健康の保持増進、あるいは介護予防による医療

費、介護費の削減、地域コミュニティーの活性

化による経済効果等の副次的な効果をもたらす

ものかなというふうに考えております。行政と

して、こうした観点からも、ぜひシルバー人材

センターとの連携あるいは活用といったところ

を進めていただければというふうに思います。

最後に、どの産業分野でも取り沙汰されてお

りますけれども、インボイス制度の導入による

シルバー人材センターの負担増を危惧する声も

耳にしているところです。こうした現状に対す

る県としての認識と、サポート等の取組につい

て、お聞かせください。

【川口雇用労働政策課長】 今年10月から導入
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されますインボイス制度につきましては、シル

バー人材センターの負担が大きく増加すること

は理解しているところでございます。国におき

ましては、インボイス制度導入後のシルバー人

材センターの安定的な事業運営を確保するため、

センターの事務処理等につきまして、デジタル

化を推進するための予算が確保されております。

また、会員が安全・安心に就業するための環

境整備のため、発注者やセンター及び会員間の

契約方法の見直しにつきましても、シルバー人

材センターの全国団体と調整しながら検討中と

聞いております。

インボイス制度は国の制度であることから、

その運用等につきまして、シルバー人材センタ

ーのお考えを厚生労働省へお伝えしてまいりた

いと考えております。

【畑島委員】 ありがとうございます。

制度の趣旨に即して適切な運用がなされると

いったところは前提として重要ではございます

けれども、公共性の高い役割を果たすシルバー

人材センターが引き続き安定的な運営ができる

よう、国、各市町とも連携しながら、ソフト面

も含めたご支援といったところをお願い申し上

げます。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【中山委員】 地場産業の振興という形で3点ほ
どお尋ねします。1つは事業継承・引継ぎ支援
事業と、先ほど話があったスタートアップの集

積、それと新たなリーダーシッププログラム研

修について、お尋ねしたいと思います。

まず、事業継承・引継ぎについて、長年事業

をやっておって、後継者がおらずに事業をやめ

ていこうという話も聞くわけでありますので、

それを含めて、できるだけそれを解消していく

ことが地域の振興につながっていくというふう

に考えておりますので、まず全体的な数字とし

て、県下の民営事業者数の推移、平成28年度か
ら今日まで、長崎県全体と、うち離島・半島も

あると思いますので、それを含めて、仕分けし

て答弁いただければと思います。

【下窄経営支援課長】民営事業所数の推移につ

いてのお尋ねでございます。平成28年、県全体
で6万2,028、それから令和3年度になりますけ
れども、5万8,382となっております。減数を言
いますと、3,646事業所数が減少しております。
そのうち、離島地域の数を申し上げますと、

平成28年が7,107事業所、令和3年が6,636事業
所、471事業所が減少しております。半島地域
の数字ですが、この半島地域というのは、1市
で半島地域が含まれていたり、含まれていなか

ったりするものですから、便宜的に、島原、平

戸、松浦、西海、雲仙、南島原、佐々の合計数

を申し上げますと、平成28年が1万1,645事業所、
令和3年が1万818事業所、827事業所が減少して
おります。

【中山委員】 県全体では3,646ということであ
りますから、これを5年間で割ると、相当数の
減少が続いているということでありますが、そ

の要因の主なものは、後継者不在だという話も

聞くわけでありますけれども、後継者不在がど

ういう状況にあるのか、併せて、後継者の状況

のベストファイブというか、市町で、どういう

ところが特に後継者不足が多いのか、この2点
について、お尋ねしたいと思います。

【下窄経営支援課長】後継者不在の割合ですが、

これは民間の信用調査会社の2022年の数字を
申し上げますと、長崎県で59.9％の企業の方が
後継者不在という回答をしております。その前

年、2021年の調査時点では62.1％の事業者の方
が後継者不在という回答をしておりまして、率
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としましては、若干改善傾向にはあるというこ

とでございます。

2点目の市町別、どういった市町が高いのか
という数字については、申し訳ございません、

データとしては持ち合わせていないところでご

ざいます。

【中山委員】長崎県下でそういうふうに書くと、

大づかみすることは当然でありますけれども、

さっき私が離島・半島とか言ったように、どこ

の市町が一番高いのかということも十分に把握

しておく必要があると思いますので、ぜひ資料

を調製していただきたいと思います。

そこで、約60％程度が後継者がいないという
ことでありますので、そのために県としては、

長崎県事業承継・引継ぎ支援センターを設置し

て、その歯止めをかけるように頑張っていただ

きたいと考えておりますので、そこの相談件数

と成約件数、どういうふうな状況になっている

のか、県全体と離島・半島含めて、お尋ねした

いと思います。

【下窄経営支援課長】 令和4年度の相談件数が、
県全体で361件の相談を受けておりまして、そ
のうち事業引継ぎの成約に至った件数が64件
でございます。

【中山委員】 全体が年間1,000件近く減少して
いるというふうになりますが、その中で361件
ですから、4割程度が相談しているということ
になりまして、成約が2割もないような状況と
いうことでありますので、この辺をどう上げて

いくのか。そのために、どのように要因分析し

て、これまでにどういうふうな取組をやってき

ているのか、お尋ねしたいと思います。

【下窄経営支援課長】中小企業の経営者の方が、

後継者問題に関しましては、なかなかナイーブ

な問題ということもあって、相談しにくいとい

うふうなこともございます。しかしながら、円

滑な事業承継を進めるためには、後継者の育成

など、5年とか相当な準備期間を要するという
ことも聞いておりますので、経営者に対して、

一刻も早くその取組の重要性でありますとか、

必要性を認識してもらって、準備を進めてもら

うということが重要だと考えております。

そのため、事業承継の手法でありますとか、

必要な手続、国が補助金等を構えておりますの

で、そういった補助金の活用、あるいは特例税

制等もございます。そういった支援制度につい

ての周知、啓発等を事業承継・引継ぎ支援セン

ターでありますとか、地域の商工会・商工会議

所、あるいは金融機関も含めたネットワーク等

がございまして、そういったところで課題ある

いは取組等についての共有ですとか、連携を図

りながら進めているところでございます。県も、

事業承継・引継ぎ支援センター等について、県

の広報誌でありますとか、新聞等を活用して周

知等を図っているところでございます。

【中山委員】答弁いただきましたけれども、な

るほどなというふうな気はするわけであります

けれども、広報等によって周知することについ

ては当然だというふうに考えております。

先ほど、これはデリケートな問題で、相談し

にくいのではないかという話がありましたけれ

ども、県の職員に直接来た事業主に、ニーズ調

査をやってみる必要はあるのではないかという

気はしていますけれども、その辺の実践につい

て、どのように取り組んでいるのか、お尋ねし

たいと思います。

【下窄経営支援課長】先ほど答弁いたしました

活動の中で、事業承継・引継ぎ支援センターの

中に、エリアコーディネーターという方が2名
配置されておりまして、県南地区と県北地区に
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分かれて事業承継のニーズの掘り起こし等を担

っているところでございます。県も定例的な会

議を毎月行っておりますので、そういったとこ

ろで情報共有を進めるとともに、我々が行う企

業訪問の中で、そういったニーズでありますと

か、必要性等について、把握に努めてまいりた

いと考えております。

【中山委員】県職員が自ら企業訪問していると

いうことでありましたけれども、その中でニー

ズ調査についてもやっているという話をお聞き

しまして、それは大変いいことだと思いますが、

どの程度やっているのですか。具体的内容につ

いて、お尋ねしたいと思います。

【下窄経営支援課長】事業承継に特化して企業

者を訪問しているという意味ではございません

で、補助事業でありますとか、その他の業務等

で訪問をする際に、そういう場面を活用して、

事業承継についても、ニーズの掘り起こしであ

りますとか、そういったことをやっているとこ

ろでございます。

件数ということでは申し上げられませんけれ

ども、今年度、事業承継の件で数回訪問させて

いただいておりまして、事業承継が実際にでき

たところの事業者を訪問しまして、取組の課題

でありますとか、こういうことをすればよかっ

た、こういうことが役に立ったとか、こういう

支援が役に立った、こういうことが課題、こう

いうことで助かったと、そういうことについて

聞き取りを行っているところでございます。

【中山委員】私が聞いているのは事業継承・引

継ぎの件ですから、この件について担当課職員

が、いろいろ支援センターであるとか、商工会

議所の話だとかを聞くことをしながらも、直接

生の声を聞くこと、それを参考にするというこ

とは非常に大事なことだと思いますので、訪問

を含めて、できる範囲、現場の声を聞いて、そ

の中で、どう反映させるかについて、一歩踏み

込んだ取組をお願いしておきたいと思います。

あわせて、先ほど、成約したところについて

企業訪問したということでありましたので、そ

の一番好例、これはすばらしい継承をして、こ

ういうすばらしい結果が出ているよというよう

なことがあれば紹介してくれませんか。

【下窄経営支援課長】本土地区の事業承継の事

例で申し上げますと、これは諫早市の飲食店の

事例でございます。経営者の方が高齢化によっ

て後継者を探していた中で、従業員への承継を

支援したものでございます。この飲食店が地域

に密着して、お客様にも愛されていたお店でご

ざいまして、そのまま廃業になるのを残念がら

れているようなお店でございました。何とか後

継者を探すということで、事業承継・引継ぎ支

援センターと商工会議所あるいは外部の専門家

等が連携して、事業承継の譲渡契約まで支援を

行った事例でございます。このお店の場合は、

従業員の方に事業承継をしておりまして、その

飲食店の技術でありますとか、ノウハウも含め

て、後継者の方を育てながら、事業承継に成功

したという事例でございます。

【中山委員】諫早市で飲食業で従業員に継承し

たということでありますが、それは結構だと思

いますけれども、それだけでは県民に対するPR
効果として、なかなか難しいのかなという気が

するわけであります。そういう意味で、親族継

承も含めてありますけれども、やはり第三者に

継承できれば一番ありがたいと思っているわけ

でありまして、そのために、私は何を言いたい

かというと、今後この事業を上げていくために

は、やめようとする人に対して、どのような形

でアタックするか、それと県民に対してアタッ
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クするかとなると、事業継承して、元の経営者

がどういうふうな声を発するのか、新しく経営

を受けた人が、どういう考え方で経営をしてい

くのか、またそれによって従業員がどういう形

で生活を維持しているのか、希望を持てるのか、

こういうものをいろいろ取りまとめてPRして
いく方が、より効果的だと思っているんです。

ただ飲食店を継承しました、従業員が継承しま

しただけでは、これは心に響きませんよ。今後、

もう少し広報の在り方を工夫する必要があると

考えておりますが、いかがでございましょうか。

【下窄経営支援課長】委員ご指摘のとおり、事

業承継については、成功事例等を広報して、事

業承継の大事さでありますとか、うまくいった

事例等で、自分も承継をしてみようというふう

な気持ちにさせることが重要だと思っておりま

すので、事業承継・引継ぎ支援センターであり

ますとか、関係機関と連携して、広報の在り方

についても、しっかり取り組んでまいりたいと

考えております。

【中山委員】 ぜひ、ここは人任せにせずに、当

事者意識を持って、事業者の生の声を聞くとと

もに、県民に対して、その効果について、わか

りやすい発信をすることを要望しておきたいと

思います。

次に、スタートアップ集積について、お尋ね

いたします。

スタートアップにつきましては、企業につい

ては大変期待をしておりますし、この企業の中

から大石知事に対して、意見交換をやったり、

投資家に対するプレゼンをやっているというこ

とで、大変評価しておりますし、併せて、投資

家にクラウドファンディングで資金を調達した

というふうな話もありますし、今回、総合計画

の中で、平成7年度の目標について、37社に引

き上げていくということでありますので、非常

に活発に進めているということは心強く思って

いるわけであります。

そこで、この間の実績と成果について、どの

ように捉えているのか、まずその辺からお聞き

したいと思います。

【伊東新産業創造課長】スタートアップの集積

について、お答えいたします。委員ご指摘のと

おり、今回、総合計画の目標値を引き上げさせ

ていただきたいと考えております。総合計画を

策定した時点は、年間3件ぐらい新たなスター
トアップを創出できればということで、5年間
で15件という目標を掲げておりました。それが
これまでのスタートアップ支援の取組、県とし

ても、平成31年に交流拠点のCO-DEJIMAを設
置いたしまして、専門家による相談対応や各種

イベントの開催、県内コミュニティーの交流促

進などに努めてきた結果、目標値を上回る成果

が出ておりまして、令和3年度が5件、令和4年
度が8件で、累計で目標を立てていますので、
15件に対して、もう既に13件という結果が出て
おりますので、今回、目標値を上方修正させて

いただきたいと考えておりまして、昨年の成果

が8件ですので、今後3年間についても、8件ず
つ創出を目指していきたいと考えているところ

でございます。

そういった中で、成果としましては、総合計

画開始いたしました令和3年、令和4年で、合計
で13件の新しいスタートアップの拠点が県内
にできたということでございます。

【中山委員】 スタートアップが8件できたとい
うことについては私も承知しているんです。そ

れによって、イノベーションというか、その企

業同士のどういう効果が発生しているのか、そ

れをどういうふうにつかんでいるのか、その辺
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を聞きたいんです。

【伊東新産業創造課長】現在、様々なスタート

アップが創出されております。医療系のスター

トアップであったり、水産業に関わるスタート

アップ、そういった方々は、地元の課題に向き

合った形で新しいビジネスを組み立てようとさ

れているところでございまして、まだ大きなビ

ジネスに至っているものは少ないと思っており

まして、今後、県としましても、そういった地

域の企業や団体とスタートアップとの連携を深

めていくための施策を行っていきたいと思って

おります。

【香月企業振興課長】先ほどのスタートアップ

企業と県内企業の連携で、まだまだ形をつくっ

ている段階ですが、我々が所管している製造業

の方でご紹介させていただきたい事例がござい

ますのでご説明させていただきます。今、製造

業の方では、県内に新たな次なる基幹産業をつ

くるという中で、航空機が一つ力を入れている

分野でございまして、スタートアップ企業で、

佐世保高専を卒業された方が、ドローンですと

か、AI、IoT技術を使って、例えば農業ですと
か、我々が所管する製造業、こういった現場の

効率化に取り組んでおられます。ここと連携し

まして、県内サプライチェーンをつくっていく

時に、1つの会社の生産性を上げるにとどまる
わけではなくて、サプライチェーン全体の効率

化を、システムを使って見える化をして生産性

を高めようという開発を昨年度から県内企業と

連携して取り組んでいただいているところです。

昨年度、一定形ができまして、今年度は、今、

航空機に携わるところで実証をやりながら、問

題点を見つけて、また改善をして、システムを

つくり上げていこうという段階でございまして、

まだまだ今後の段階ではございますが、こうし

た新たな技術で、これまでのものづくりに付加

価値を与えるような取組というところを我々も

注視しながら支援をしていきたいと考えている

ところでございます。

【中山委員】スタートアップですから、最初の

段階は、二、三年は、じっくりそこを固めてい

くというのが基本だと思いますけれども、一方

では、他分野、製造業をはじめ、航空機産業で

横展開ができているということでありますから、

本来の目的は、横展開することによって、お互

いにイノベーションを起こしていくということ

につながれば一番ありがたいと考えているわけ

でありますので、ぜひ横展開も見据えていただ

きたいと思っているわけであります。

そこで、去る9月7日に、都市部のスタートア
ップが集積する東京で、オンラインを含めてイ

ベントをやって、100名程度が参加したという
ことでありましたが、この中で、「首都圏の先

輩スタートアップから事業のブラッシュアップ

につながる助言等」と書いていますよね。どう

いう意見、助言が出されているのか、お尋ねし

たいと思います。

【伊東新産業創造課長】 9月7日に虎ノ門ヒル
ズで行いましたスタートアップのイベントでご

ざいます。こちらは長崎県から4社のスタート
アップ企業にご参加いただいて、登壇して、そ

れぞれの事業の内容をご説明していただいてお

ります。そこにアドバイザーといたしまして5
名の方にご参加をいただいております。その

方々は、もう既にスタートアップとして起業さ

れている先輩起業家、あるいはベンチャーキャ

ピタルという投資家の方々、そういった方々が

5名、その各スタートアップの事業を聞いて、
アドバイスをしていただいたんですけれども、

例えば、そのアドバイスに至っては、事業をさ
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らに拡大していくために何が必要か、何が足り

ていないかという視点でのアドバイスでござい

まして、事業の内容によっては、これはもっと

全国的に展開していく方法があるんじゃないか

とか、特にそういった視点でのご指摘をいただ

いたというものになっております。

【中山委員】もう少しその辺を詳しく分析して

おって、当然、東京の人は全国展開、世界展開

を目指して闘っているわけだから、こういうこ

とは大体想像できるわけですよね。それ以外の

ものについても、ぜひ詳細に分析をしていただ

きたいと考えているところであります。

それで、都市部でのスタートアップ企業とい

うのは、どういう形態というか、どういうもの

を言うのか、併せて、これを長崎に誘致したい

という考え方もあるようだけれども、その可能

性について、どう取り組んでいくのか、お尋ね

したいと思います。

【伊東新産業創造課長】スタートアップは、人

材とか、市場あるいは資金という面で、どうし

ても都市部に集まる傾向がございまして、スタ

ートアップ企業というのは圧倒的に東京の方に

多くなっております。ただ、スタートアップの

ビジネスを展開するに当たっては、地方の地域

課題などに向き合いながら新しいビジネスを考

えるということが非常に有利に働く場合がござ

いますので、長崎の特徴とか、長崎が今、スタ

ートアップに対して、どのような支援をしてい

るかというのを都市部の企業に対してアピール

して、例えば、1次産業系のビジネスを展開し
ている企業であれば、長崎県の農業、水産、そ

ういったところとの親和性も高いですので、そ

ういったところで県の課題とビジネスがマッチ

ングするようなやり取りをさせていただいてお

ります。

【中山委員】それではちょっと弱いのかなとい

う気がしているんです。こういうことをするこ

とによって、人脈はできますよね。企業間の連

携もできますよね。そういうものを含めて、こ

れをどうフォローアップするかということも大

事になってきますけれども、いずれにいたしま

しても、これをやるためには、スタートアップ

企業を長崎県の企業をイノベーションするため

の先導役になってもらわなければいけないと私

は思っているわけです。そのためには、そうい

う都市部のスタートアップ企業についても、誘

致することによって、さらに長崎のスタートア

ップ企業のレベルアップが図られればありがた

いし、そうしなくてはイノベーションを起こす

ことはできません。ぜひ、それらを含めて、誘

致も含めて、ひとつ取り組むことをお願いした

いと思いますけれども、今後の取り組む決意と

いうか、これは何としても成功させなければい

けませんので、取組について、もう一回お答え

いただけませんか。

【伊東新産業創造課長】 委員ご指摘のとおり、

長崎県だけでスタートアップをやっていくと、

どうしても井の中の蛙になってしまいますので、

私どもも、この東京都でイベントをした最大の

理由は、都市部のスタートアップを長崎県に連

れてきたいという、そういう思いで実施してお

ります。そういった意味で、ミライ企業

Nagasakiというイベントも年明けに予定され
ておりますけれども、そういったところにも東

京とか、都市部のスタートアップに登壇してい

ただいて、長崎県内のスタートアップに強い刺

激を与えていただきたいと、そういうふうに考

えております。

【中山委員】 よろしくお願いします。

【鵜瀬委員長】 暫時休憩いたします。
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― 午前１１時 ８分 休憩 ―

― 午前１１時１８分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 再開します。

ほかに、質問はありませんか。

【中島委員】報告がございました長崎県小規模

省エネルギー対策推進事業について、お尋ねい

たします。

この事業を見ますと、補助対象者も対象業種

も幅広くなされており、そしてまた対象設備も

多岐にわたっているということで、非常にこの

高騰対策に寄与する事業じゃないかと思ってい

るところでございます。報告を受けましたとこ

ろ、8月31日時点で185件ということで、概ね上
限50万円ということですから、今、大体1億円
程度の事業の執行をされているという状況だと

思います。

そこで、6月の補正では、予算が大体3億5,000
万円で、令和4年度の予算の繰越が2億円という
ことで、5億円近くの予算がある中で、まだお
よそ1億円程度の事業の執行という状況だと思
います。それで、申込みの期限が10月31日と、
もう迫っているわけなんですけれども、今どう

いった状況なのか、まずお伺いいたします。

【吉田産業政策課長】省エネ設備の補助金の今

の執行状況でございます。部長説明の中から若

干時点修正で、まず現在の状況についてご説明

させていただきます。9月21日現在で301件で、
申請額といたしましては約1億2,500万円とい
う状況でございます。委員お話がありましたよ

うに、トータルで5億円、我々も、50万円を上
限に1,000件という数字を目指しているところ
でございます。

今、状況につきましては、1,000件を目指して
いる中で300件という状況で、この7月から申請

はスタートしておりますが、ちょっと出だしは

悪かったのですが、この1か月ぐらいで、かな
り申請は伸びているという状況でございます。

ただ、まだまだ我々が想定した数字のところま

では足りていませんので、周知ということで、

今でも商工団体であったり、市町の皆様を通じ

て周知はしているところでございますが、さら

にまた各団体等を回りまして、こういう利活用

をされているんだよという具体的な活用方法等

もお示ししながら、活用の促進を図ってまいり

たいと考えているところでございます。

【中島委員】恐らく、いろんな補助対象者がい

らっしゃるので、この資料を見ていただければ、

手を挙げる方は結構いらっしゃると思うんです。

やはり周知の期間も必要ということで、今やっ

と対象者が増えてきたということですけれども、

10月31日という期限であれば、もう少し期限を
延ばした方がいいんじゃないかと思うんですけ

れども、どうでしょうか。

【吉田産業政策課長】委員ご指摘のとおり、申

請期間は10月末までとなっております。今の申
請状況を見ましても、地域がちょっと偏ってい

る状況もあるんじゃないかと思っています。今

回の補助金の趣旨としましては、省エネ設備と

いうことで、LPガスの支援というところも含め
たところで、例えば離島であったり、過疎地域、

そういうところもターゲットにしている状況で

ございます。そういうところも踏まえた中での

働きかけであったり、また期限につきましても、

当然、延長も視野に入れたところで検討させて

いただければと思っております。

【中島委員】 1,000件目標ということで、恐ら
く、周知徹底していただければ、そのくらいの

数字はいくんじゃないかという思いがあります

ので、期限もそうですけれども、やはり周知が
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一番大切だと思いますので、しっかりと取り組

んでいただければと思います。

次に、中小・小規模者を支える商工会の件に

ついて質問させていただきます。

コロナが大変流行した後に、一定生活も取り

戻す状況の中で、燃油高騰や円安等で、最低賃

金の大幅な引上げを伴って、経営者の人たちも

大変な苦労をなさっている状況でございます。

こういった中で、指導する立場でもある商工会

は支援が必要不可欠だと思っております。

そこで、商工会や商工会議所の運営支援のた

めの予算である小規模事業経営支援事業費の補

助金について、説明をお願いいたします。

【下窄経営支援課長】小規模事業経営支援事業

費補助金についてのお尋ねでございます。県で

は、商工会、商工会連合会、また商工会議所に

対しまして、長崎県小規模事業経営支援事業費

補助金において、経営指導員等の人件費に当た

る基礎事業費、それから活動費等の個別事業費

に対して補助しているところでございます。

基礎事業費でございますけれども、これは商

工会・商工会議所の経営指導員など補助対象職

員、令和5年度でいきますと251名分の人件費、
それから個別事業費につきましては、補助対象

職員の活動費のほか、事務局長設置費、それか

ら事業者に専門家を派遣するという経費であり

ますとか、商工会・商工会議所等の青年部、女

性部の活動費などに対しまして補助をしている

ところでございます。令和5年度の予算額を申
し上げますと、基礎事業費は約11億9,000万円、
個別事業費は約2億9,000万円、合わせて14億
8,000万円となっているところでございます。
【中島委員】そこで、小規模事業者の方が商品

開発、販路拡大、アフターコロナを見据えた事

業の再構築とかいう場合に、この経営指導員を

頼って事業の相談をされるわけなんですけれど

も、この経営指導員さんの業務というのが年々

幅広くなっておりまして、以前は、発達事業、

改善事業という取組だったんですけれども、改

正支援法が令和元年からございまして、事業継

続力強化等の業務も増えたわけです。商工会も、

ある程度の合併も進んでおりまして、指導員の

数も従来からすると少なくなっている中で、ス

キルアップも目指さなければいけないんですけ

れども、多岐にわたって、全体的に見ると、人

数が足りないんじゃないかということを団体か

らもお話を聞いております。

そこで、きめ細かな対応をするには、やはり

補助対象職員の増員が必要と考えますけれども、

どういったお考えなのか、お伺いいたします。

【下窄経営支援課長】 本県の企業数の約99％
は中小・小規模事業者でございまして、地域経

済の維持発展の面からも、中小・小規模事業者

の振興というのは重要でございます。さらに、

その中小・小規模事業者に寄り添った経営改善

普及事業等を行っております商工会等の役割は、

極めて大きなものであると考えており、県では、

先ほど申し上げました人件費等でありますとか、

活動費等の事業費に対して補助を行っていると

ころでございます。

また、中小・小規模事業者を取り巻く環境は、

コロナでありますとか、大きく変化する中で、

その持続的な発展のためには、そういった環境

変化に対応するために必要とされる支援を行う

ことが重要であると考えております。

このため今年度からは、デジタル技術の活用

による事業者の業務の効率化、生産性向上ある

いは域外需要獲得等に資する支援といったもの

の強化を図っておりまして、商工会連合会にデ

ジタル化推進員を配置する経費等についても補
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助しているところでございます。

本県の厳しい財政状況に伴う収支改善のため

に、平成16年度以降、商工会等と協議を重ねま
して、補助対象職員の削減を行ってきたところ

であります。今年度、全国知事会を通しまして、

商工団体の支援体制の強化に県としましても十

分な支援を行えるように、国に対して、財政支

援の拡充について要望を行っているところでご

ざいます。

厳しい財政状況ではございますけれども、来

年度以降、商工会等商工団体が行う中小・小規

模事業者の支援に必要な予算確保について、努

力してまいりたいと考えております。

【中島委員】 1人当たりの相談件数も非常に増
えてきている状況ですので、増員も含めてです

けれども、作業の効率化、先ほどお話があった

とおり、DXに関して、ある程度、事業の効率化
を図られる指導もされているということですの

で、ぜひその辺の取組をお願いしたいと思いま

す。

そしてまた、補助対象職員の増員に加えまし

て、商工会職員の旅費などの活動経費や職員の

資質向上のための経費、そしてまた外部専門家

の派遣や商談会への出展の支援などの事業運営

費に対する十分な支援も必要と考えますが、事

業運営費の補助を拡充できないか、お伺いいた

します。

【下窄経営支援課長】先ほども答弁申し上げま

したけれども、商工会における中小・小規模事

業者への経営支援は、事業者の経営の安定、地

域経済の維持発展において極めて重要であると

認識しているところでございます。県の予算に

おきましては、厳しい財政状況の中、政策的経

費等に係る予算は一定シーリングがかかってお

ります。そのような中で、先ほど説明申し上げ

ました長崎県小規模事業経営支援事業費補助金

の中の個別事業費につきましては、今年度につ

いては、昨年度と同額を確保しているところで

ございます。

さらに、先ほども申し上げましたけれども、

その時々の環境変化に対応しまして、中小・小

規模事業者の経営支援のための予算措置を図っ

ているところでございまして、繰り返しになり

ますけれども、今後とも、商工団体等と意見交

換をしながら、必要な予算の確保に努めてまい

りたいと考えております。

【中島委員】最後になりますけれども、商工会

の建物なんですけれども、これらの多くが昭和

時代に補助金の交付を受けて建てられておりま

すので、かなり年数がたっている状況でござい

まして、建物としては、災害時の復旧等に役割

をする場合もございますし、ほぼ40年を超えて
おります。国の補助金の関係で、50年は手がつ
けられないということで、解体もそうなんです

けれども、できればリフォームとかして民間に

貸出しもできないかというお声も聞いておりま

す。

解体するにしても、統合が進みましたので空

きの建物が結構増えたわけなんですけれども、

この費用が非常に大きくなっているということ

で、直接国に支援を求めるのか、県で対応でき

るのか、お考えをお伺いいたします。

【下窄経営支援課長】地域の中小・小規模事業

者の支援拠点であります商工会館等の老朽化の

ことでございますけれども、商工会館は、委員

おっしゃいましたけれども、災害時の相談対応

でありますとか、物資提供の拠点としても、老

朽化によりまして十分な機能を発揮することが

困難になっているところが見られます。

そういうことは全国的に見られますので、九
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州知事会あるいは全国知事会を通しまして、商

工会館の改修並びに解体の費用等に対する財政

支援について、国に要望を行ったところでござ

います。国の対応状況等も見極めながら、今後

とも、粘り強く要望してまいりたいと考えてお

ります。

【中島委員】私の地元、南島原市でも合併が進

みまして、旧町各町に商工会館があったんです

けれども、大ホールがありますので、これまで

も例えば町の大きな会議をするとか、イベント

とかも活用されていまして、できればリフォー

ムして、どこかに貸したいということもありま

すし、50年たったら解体しなければいけないと
いう状況ですので、何とぞ国の方に、こういう

事情ということをお伝えして、予算の確保に努

めていただければと思います。よろしくお願い

したいと思います。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【大久保委員】 私からは、人材確保について、

お尋ねをいたします。

先ほど来、総合計画においても、AIだったり、
IoT、そしてロボット、新産業また成長分野と
いうところでの上方修正があって、本当に喜ば

しいなというふうに思っております。これまで

こういった新産業にいち早く取り組んでいただ

いた産業労働部のたまものであるというふうに

思っております。

そういった中で、先ほども先輩委員からもお

尋ねありましたけれども、雇用も、特に先ほど

の京セラ、1,000人雇用とかいう話もありました。
うれしいところだなと思うんですけれども、一

方、1,000人雇用をどうやって集められるのかな
という心配もあるんですけれども、そういった

人材確保において、県として、例えばこういっ

た京セラさんの1,000人雇用とかいうところに、

どのように連携を図る役割をされているのか、

お尋ねをしたいと思います。

【末續未来人材課長】京セラの事例でございま

すけれども、今、1,000人の雇用ということで事
業計画が発表されておりまして、恐らく、今後

段階的に工場が建設されて、雇用も段階的に採

用されることになるかと思います。今年の4月
でございますが、私自身も、鹿児島にあります

京セラの川内工場の方を視察いたしまして、そ

の際に先方からは、新卒の採用というのがかな

りメインになると。中でも、高校生の採用とい

うのが非常に重要になってくるというお話を伺

っておりまして、それは工業高校生に限らず、

農業、商業、いわゆる実業系、普通高校も含め

て、高校生を幅広く採っていきたいと、そうい

うお話を伺っているところでございます。

その視察には教育庁の高校教育課の担当もご

同行いただきまして、こういったお話は現場の

工業高校もかなり期待が高いものですから、そ

ういうところと情報を共有させていただきなが

ら、具体的に京セラから、いつ頃から採用を開

始するのかという正式なお話がまだございませ

ん。我々としましては、何度となく京セラの本

社にも出向きまして、お話も伺っておりますの

で、そういった状況がわかり次第、新卒の高校

生そして大学生、また中途も欲しいというお話

もございますので、私ども未来人材課で持って

おります、いわゆるマッチングツールであると

か、PRツールをフル活用いたしまして、また産
業振興財団にも人材確保の担当を置いておりま

すので、そこともしっかり連携をしながら、そ

ういった誘致企業の人材確保を進めてまいりた

いと考えております。

【大久保委員】なるべくそういうふうに新卒者、

県内の雇用を県内にとどめるということで、期
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待をするところです。

その一方、県内だけで追いつくのかというの

は、ここだけの1,000人じゃないからですね。既
存の会社だったり、また、ほかに新たにできる、

先ほどのスタートアップのような事業も雇用を

増やしていくであろうし、やっぱりそういった

ところでの雇用というのを県内、また若手だけ

では補えないんじゃないかというふうな危惧も

しております。

そういった中で、外国人労働者、特定技能だ

とか、技能実習生というところの今の状況をお

尋ねしたいというふうに思っております。

【川口雇用労働政策課長】外国人の労働者に関

する委員からのご質問でございますけれども、

令和4年10月末現在の数字でございますが、技
能実習生で2,592名、特定技能で794名の方が長
崎で働かれております。

【大久保委員】 今、約3,300人ぐらい労働者で
来ていただいているということですけれども、

先日私も、知事また議長と、日越50周年でベト
ナムに行ってまいりました。そういったところ

での話を現地で聞くと、今、円安もあって、日

本が選ばれるというところが少し陰が見えてい

るところもあるというふうな現実も聞きました。

そういった中で、どれだけ日本に来てもらえ

るか、さらには長崎を選んでもらえるか、こう

いったところをもっとやっていかなければなら

ないというふうに思っているんですけれども、

そういった面において、地域や国ともっと深く

結びついていかないと、選ばれなくなってくる

んじゃないかというふうに思っているんですけ

れども、そういったところでの政策というか、

考えをお聞かせいただきたいと思っております。

【川口雇用労働政策課長】本県におきましても

人材不足で、今後、外国人の活用を図っていく

必要はあるかと思いますので、県だけではなか

なか難しい取組でございますので、国や市町と

も連携しながら、施策を考えていきたいと思っ

ております。

【宮地産業労働部政策監】今、大久保委員から

お話しがございましたけれども、本県だけでは

なくて、日本を取り巻く環境を考えますと、外

国人の方も日本で働いていただくようになる世

の中がもうすぐ来ると我々も考えております。

その中で、外国人の皆様方にどう長崎を選んで

いただくかというところで、6月の一般質問で
大久保委員からも、環境面の配慮をというお話

もございまして、そういうものも当然我々もや

っていきたいと思っております。

その一方で、今までの技能実習生の本県への

数を見ますと、農業の方が多かったり、あと製

造業で申しますと、造船が多いんです。長崎と

いう地は、ご説明するまでもなく、造船でこの

間、町が栄えてきまして、造船の技術や造船企

業の皆様方の頑張りで、これは外国の方に限ら

ず、日本人の方も引きつけて、投資も引きつけ

て栄えてきたと。

ちなみに、手元のデータを申し上げますと、

技能実習生の数が、平成28年頃、これは県内の
大手造船企業が大型客船を非常に造られていた

頃で、外国の方も含めて、本県にたくさんおい

でいただいたんですけれども、その時の造船業

の方々の本県に来られている外国人の方の数字

ですが、全体で技能実習生が2,476名、これは平
成28年度でございます。そのうち造船業関係で
1,707名。これが足元、昨年度の数字でございま
すが、令和4年度で申し上げますと、全体は、
先ほど川口雇用労働政策課長が申し上げました

2,592名、造船関係が1,006名なんです。これは
やっぱり造船業が一時期の勢いを失って、働く
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方々、これは外国の方だけではなくて、日本人

の方々も減っているという状況を我々も承知し

ております。

我々は、どう長崎県を選んでいただくかとい

うことを考える場合に、やっぱり産業振興が欠

かせないと思っております。次の産業、先ほど

のお話でもございますが、半導体であったり、

航空機、再生エネルギー等々、次の長崎を外国

人の方のみならず、日本人も含めて、どう選ん

でいただいて、どう地域を活性化していくかと

いうのは、やはり産業振興が欠かせないと思っ

ているところでございます。

【大久保委員】政策監も詳しく、ありがとうご

ざいます。なお、先日も、住まいなどの要は国

内また県内受入れという体制づくりにご尽力い

ただいたことにも、お礼申し上げます。

まず産業を活性化することが、もちろん受入

れ、受皿という面で一番必須条件であると、私

もそれは思っております。

加えて、ベトナムに行った時に話があったん

ですけれども、日本に来る、また長崎県内に働

きに来る、この人もやっぱり人でありますし、

祖国もあるし、また一つの人生でもあるから、

日本に来て働いて、そのスキルを高めた後、自

分が何に活かせるか、将来的に国に帰って、ど

ういった仕事をやるか、そういったところも含

めて展望、将来を見ながら、将来の仕事を決め

ているという現状もまた改めて知ったところで、

そういったところで、今、県内からもベトナム

に例えば企業進出して、そしてこっちに来ても

らって、さらにまた国に帰ってもらっても、そ

ういったつながりを持って、その人一人ひとり

の人生を豊かな仕事に就いてもらいたいという

企業の思いもあって、そういったつながりもあ

ります。ご存じのとおりですね。

そういったところも展開的に広げていくのも

一つではないかというふうに思っておりますけ

れども、それで全体的な雇用が県内保たれるか、

確保できるかというところはまた別の議論には

なると思うんですけれども、そういったチャン

ネルが必要でもあるのかなというふうに思って

おりますけれども、そういった企業進出におい

ての支援というのは現在メニューがあるのか、

または今後考えられるのか、お尋ねします。

【香月企業振興課長】県内企業の海外展開とい

うお話でございますが、海外とどう向き合って

いくかということについては、各社、自社の経

営方針の中で、日本で作って輸出をするのか、

現地に行くのかというところを、考えられてい

るというふうに承知しておりまして、具体的な

支援というお話で申し上げますと、県内企業が

海外展開をする際に、現地にサポートデスクを

配置している国がありまして、そこでお困り事

とか、相談対応しているところです。

一方で、海外展開が加速すると、過去にも産

業の空洞化ということで、国として問題になっ

た時がございまして、経済産業省の方では、一

回海外に進出した拠点を国内に戻すとかという

ふうな支援を構築して、外に出ていったものを、

国内の産業を活性化するというふうな視点で、

国内に回帰することを支援しているというふう

な状況がございます。

本県においても、今、海外で作っていた造船

関連の部品になりますけれども、長崎に実際に

戻すという取組があっていまして、なかなか過

去のように、人件費の高騰ですとか、海外での

事業展開の難しさなどで、国内にまた戻ろうと

いうような状況もあるのかなと。我々としては、

先ほど政策監も申しましたが、産業の振興とい

う視点の中で、長崎県内をいかに活性化して、
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人を呼び込んで、経済を活性化していくかとい

う視点が一方では重要という考えがございまし

て、その中で、県内外、国内外を問わず、人材

の確保という視点は必要と思っておりまして、

先ほどのサポートデスクの話に加えて、我々の

方では、製造業の企業が住環境を整える際の支

援メニューを新たに設けたり、そういった人材

確保に関する支援は、企業のニーズを聞き取り

ながら充実をさせていく必要はあると思ってい

ます。

【大久保委員】 先ほど、円安で、日本が選ばれ

るのに厳しい状況であるというのは言ったとお

りなんですけれども、実際に行かせていただい

たのでベトナムに関して言えば、日本以外にも、

一番行っているのは韓国という話も聞いており

ます。その中で、また国内で見ても、長崎が一

番ではないですね。だから、そういう面でも、

長崎にいれば、ベトナム人が一番多く来ている

ので、何かベトナムからは幾らでも来るような

錯覚をしがちですけれども、反対側から見れば

一番でもないというところを踏まえて、長崎で

は、どういった施策を取って、来てもらえるか

というところをしっかりと考えていかなければ

ならないというふうに思っております。

なぜ韓国なのかと聞いたところ、入管という

か、手続が簡単な部分があるとも聞いておりま

す。そこは法整備の部分もあると思うんですけ

れども、詳しくそこあたりの、どこら辺が入管

の手続が簡単なのかというところまで聞けなか

ったんですけれども、そういったところも踏ま

えて、県でできること、できないことはあるん

ですけれども、その要因を一つ一つ潰していく

ことが、日本また長崎県を選ばれるところにな

るんではないかというふうに思っておりますけ

れども、そういった手続だとか、要因というと

ころの調査、リサーチというのは進んでいるの

でしょうか。

【川口雇用労働政策課長】委員がおっしゃられ

た韓国の手続等については、現在のところ調査

しておりませんので、今後、調査していきたい

と思っております。

【宮地産業労働部政策監】大久保委員からお尋

ねございましたけれども、ベトナムの方々は非

常に親日的で、私どもの産業労働部関係で申し

ますと、製造業、ものづくりにも非常に強い国

民性があるということで、たくさんの皆さん、

おいでいただいているのですが、やはり時代が

変わっていって、かつては県内の造船でも、技

能実習生の方は中国の方が多かったんです。そ

れから今はベトナムの方が多くなってきて、足

元では、今度はフィリピンの方が多くなるとい

うふうなお話も受けております。

国という視点で見るというのも確かに重要な

ことではあるんですけれども、企業様を拝見し

ていますと、お人で見ているというのもやっぱ

り事実としてございまして、例えば、先日、県

内のIT企業にどれくらい外国の方がいらっし
ゃるのかと調べてみましたら、一番多いのはベ

トナムの方だったのですが、結構ばらけていま

して、10か国ぐらいの方々が既に長崎で働かれ
ているという現状がございました。お伺いしま

すと、日本語がある程度できて、ITの能力があ
れば、それは誰でもいいですよというふうなお

話もございましたので、国という視点で、当然

いろいろ協定を結んだりして、私ども、最近で

は、フィリピンの関係では、大手商船会社の商

船三井とも連携して、フィリピンというチャン

ネルをつくっていきたと思っておりますが、そ

ういう企業様のニーズを見ながら、一方ではき

め細かく対応していきたいと思っているところ
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でございます。

【大久保委員】 そのように、今、受入れをでき

る環境を整えないと長崎に来てもらえないとい

うことを考えた時に、お金じゃない部分という

のをつくっていかないといけないと思っており

ます。円安を今、県内で改善する手だてはない

ので、これは国策であるだろうし、そういった

ことを考えた時に、もちろん親日というのは大

きいんですけれども、将来における役に立つこ

と、またその人が起業するに当たって役に立つ

こと、または安心だったり、ほかにも例えば技

術関係、お金じゃなくて、そういったところを

取得する、習得する目的があって、だから長崎

なんだ、だから日本なんだというところをつく

らないことには来ない時代がすぐそこに来るん

じゃないかというふうに危惧しておりますので、

そういった視点においても、今後、長崎県の経

済の発展のためにもご尽力いただければという

ふうに思っておりますので、切にお願い申し上

げて、質問に代えさせていただきます。

ありがとうございました。

【鵜瀬委員長】午前中の審査はこれにてとどめ、

暫時休憩します。

再開を13時30分からとします。

― 午前１１時５２分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、質問をお受けしたいと思

います。

質問はございませんでしょうか。

【石本委員】午前中からも、いろいろ関連して

質問なり、答弁があっておりましたけれども、

再度、私の方からも一、二点確認をさせていた

だきます。

今後の産業労働部の方の方針としても、新た

な産業を育てていく必要があるという認識は一

致していると思いますが、午前中も話がありま

したように、これまで長崎県と言えば、造船が

全体を引っ張っていったという経緯がありまし

たけれども、昨今の事情により、造船業がなか

なか小さくなって、長崎県内の企業というのも

力が相対的に落ちてきているのではないかなと。

その中で、新しい産業として、半導体それから

航空機産業の新たな分野の取組が必要だという

話を受けたところでございます。

私も、これまで長崎の造船業が盛んな頃は、

皆さんもご承知のとおり、サファイヤ・プリン

セスとか、ああいった客船が2隻同時に長崎港
に係留されてできている状況を今でも鮮明に覚

えていますが、ああいったにぎわいのある頃、

活気のある頃の長崎に、ぜひとももう一度、立

ち戻っていただきたいというふうに思っている

ところでございます。

そこで、造船業に続く新たな産業、企業とい

いますか、そういったものをしっかりと育てて

いかなければ、この長崎県の将来の発展の見通

し、そういうものが大変厳しくなってくると思

っております。これまで、造船業の代わりに航

空機そして半導体の事業に対して、しっかりと

県も取り組んでいくというお話をいただきまし

たけれども、そういった分野で今現在、どうい

った取組がなされているのか、今後の見通しも

含めて、現状をお伺いしたいと思います。

【香月企業振興課長】基幹産業化への具体的な

取組ということで、私どもは、今後の市場の成

長拡大が見込まれるということで、航空機です

とか、半導体というのを基幹産業の柱の一つに

掲げて取り組んでいるところでございまして、

半導体関連につきましては、県央地区に世界ト
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ップシェアを誇る製品を作る企業ですとか、あ

と半導体に欠かせない基幹部品の一つになりま

すが、シリコンウエハーを作る企業などがござ

いまして、規模拡大、事業の拡大などを今、支

援をしているところでございます。

あわせて、県内企業が造船業で培ってきた金

属加工の高い技術力が活かせる分野ということ

で、特に半導体関連の中でも、製造装置の分野

というのは重点的に誘致、育成に取り組んでい

るところでございます。半導体の製造工程の中

で、特に高い加工精度が要求されて、精密な部

品を作る上で、製造装置というのは鍵になるも

のでございまして、特に日本の国内の企業がそ

こに世界で高い競争力を持っているということ

で、日本には大手の会社が存在をしております。

そういった大手の仕事を県内の企業が受注でき

るように、企業間連携を組むような形でサプラ

イチェーンをつくっているというのが一つ、半

導体の取組としてあると思っています。

あわせて、航空機関連については、大手重工

メーカーのエンジン工場が長崎市内に立地をし

まして、主に、そこを核として、連携して県内

企業がものづくりを進めておりまして、特にエ

ンジンとなると、高熱にさらされるというとこ

ろがありまして、耐熱性を上げるために表面処

理の特殊な技術が必要だったりするのですが、

そういった分野に県内企業が新たに参入してサ

プライチェーン構築を図っていっているという

ような状況でございます。

【石本委員】今のお話のとおり、造船業に代わ

る半導体そして航空機産業についても今、力を

入れているという話でございましたけれども、

いずれにしても、この長崎県からの人口流出の

一つの要因としては、これまでの三菱重工が担

っていた、関連企業まで含めて、人員の削減、

そして技術の流出ということも併せて、人口も

減っていったのではないかというふうに思って

おりますし、せっかく造船業で築かれた高度な

技術はやはり県内に残して、その技術につなが

るような新たな企業の誘致も含めて、できるだ

け優秀な人材を長崎県から外に出さないという

ことがまず大事ではないかというふうに思って

いますので、そういった人材育成も含めて、し

っかりと長崎県内に優秀な人材をつないでおく

手だてを今後ともしっかりしていただきたいと

いうふうに思っています。

それから、もう一つ言うと、航空機産業も、

エンジン部門が三菱の後に入ってきたという話

ですけれども、なかなかこれまでの造船業と比

べてみますと、どこで何をしているのかという

のが外向きに目立たないですよね。それがもう

少し長崎に活気が見えないという要因の一つか

なと思いますけれども、それもこれから裾野を

広げて、町全体が底上げできるような産業に成

長していただくと、もっともっと目に見える活

気が出てくるのかなと思っています。

それともう一点は、半導体にしても、今のと

ころ、どっちかというと県央中心の立地が目立

っているというふうに思っております。それは

それで大変いいことだと思っているんですけれ

ども、私の地区から言うと県北、特に佐世保以

北ですけれども、佐世保についても、ご承知の

とおり、SSKが名村に買収されて、業務を縮小
して、修理業務を中心にやるという話ですけれ

ども、佐世保についても、これまでSSKが引っ
張ってきたという経過があります。これについ

ても長崎市と同じように、そこに携わる関連企

業とか、その技術者あたりも相当いたと思うん

ですが、これもどっちかというと、またよそに

流れていっている。こういった優秀な企業なり、
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それに携わる高度な技術を持った従業員といい

ますか、人の流出についても、長崎県から見る

と、大変な損失だと思っております。

県北についても、佐世保のSSKに代わる県北
全体を引っ張るような企業の誘致も含めて、も

う一回、先ほど言われた企業を核とした地域全

体のサプライチェーンの構築というか、そこを

しっかりしていかないと、なかなか単発の企業

誘致では先が見えているというような気がしま

すので、やっぱり県下全体に裾野が広がるよう

な企業の誘致、そしてまた当然、地場企業の事

業拡大、新たな企業創設も含めて、そういった

ところをしっかりと地元の意向を把握した上で、

企業誘致また企業振興にも取り組んでもらいた

いと思いますが、特に県北地域のそういった今

後の企業誘致を含めた取組として、どのように

考えているか、確認します。

【香月企業振興課長】委員からもお話がありま

したように、製造業は、世界的な市場の影響も

ありまして、どうしても好調と、そうでない時、

山があるものと思います。柱立てを複数つくっ

ていくというのが一つ重要なことと思っており

まして、そうした中で、造船に次ぐ新たな柱立

てということで、先ほど申しました半導体です

とか、航空機などに取り組んでいるという状況

がございまして、おっしゃるように、長崎で技

術を培って、例えば造船業が厳しい中で、その

技術を持った方が外に流出するというようなと

ころは、我々としても、県内に残っていただけ

るように、次の柱というものに新たに転換をし

ていただくことを後押しさせていただいている

ところでございます。

県北地域に関しましては、なかなか県内企業

に発注ができるようなアンカー企業、ここが他

の地区、長崎ですとか県央と比べて不足をして

いるというふうな認識がございます。佐世保市

の方で整備をしています相浦工業団地というの

がございますが、そこには地元の企業に発注が

できるような波及効果の高い企業の誘致を目指

して、市と連携して取り組んでいるところでご

ざいます。

こうして地場企業の雇用の創出ですとか、地

場企業への波及効果の高い企業誘致、産業の育

成、こういったものに今後も努めていきたいと

考えているところでございます。

【石本委員】最後に要望しておきますけれども、

県北も、団地も含めて、工業用地になる場所が

取れない、なかなかないというのが一つのネッ

クです。それで、埋立てもという話もこれまで

も松浦地区でもあっているんですけれども、な

かなか簡単にいかないという現状があります。

それに加えて、隣の佐賀県については、名村

近くの工業団地、それから今、SUMCOができ
ていますけれども、本当に隣で大規模な半導体

それから造船業に関連する企業が今、広がって

います。そういったところに、どっちかという

と佐賀県に優秀な人材を吸い取られているとい

うのが県北では現状じゃないかというふうに思

っていますので、県内にできるだけそういった

優秀な人材をとどめるためにも、もっと県北に

ついても、しっかりと企業振興をしていただき

たいと思っております。

そのためにも、今回、松浦でも企業のトップ

の皆さんにも、ぜひともできたら知事とのお話

をできる機会をというような話も今、進めてお

りますので、そういったところも含めて、地元

の企業の意向もしっかり捉えて、それぞれの企

業の発展につながるような方策もしっかり取っ

ていただきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。
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【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【山田委員】長崎県立高等技術専門学校につい

て、伺いたいと思います。

長与と佐々町にそれぞれありますが、こちら

の役割、もちろん様々な分野における技術を取

得いただく、また地域の在職者の方に対するい

ろいろな研修など、そして離職者対策、離職者

の方の対応とか、また学校においては、県内で

唯一の機械などとてもすばらしい機械が入って

いる。そういった機械を企業に貸出しをしたり、

そういった会場を貸してコンテストを行ったり、

様々地域にも貢献をいただいているところと思

っておりますが、所管をする産業労働部におき

ましては、この学校の存在意義、今までやって

きたことへの評価と、これからどのようなこと

を求めているのかをまずお聞かせいただきたい

と思います。

【川口雇用労働政策課長】高等技術専門学校に

つきましては、普通科で、高校生の新卒を対象

とした訓練学科がそれぞれ長崎と佐世保に7科
ずつございます。そのほかにも、企業から受け

入れて、2日から1週間程度の在職者訓練等も実
施しております。

普通科におきましては、高校の新卒の方に入

校いただきまして、県内企業に優秀な人材を送

り出しているという認識でございます。

あわせて、在職者訓練では、企業のリスキリ

ングといいますか、そういうところで役割を一

定果たしているものと考えております。

【山田委員】今やっていただいている役割はも

ちろんわかっているんですけれども、ここに対

して産業労働部としては、ここは何の問題があ

るかと申しますと、現状、入校者数が少ないと。

当然、少子化でもありますので少ない。令和5
年4月、佐世保の方で言うと、140名定員に対し

て87名、62％という状況にあります。この近年
の状況も併せて、まずお知らせをいただきたい

と思います。

【川口雇用労働政策課長】入校率につきまして

は近年、令和元年からいきますと、長崎、佐世

保併せまして90.3％、令和2年度が83.4％、令和
3年度が87.2％、令和4年度が84.1％で、令和5
年度72％と減少している状況ではございます。
【山田委員】長崎と佐世保を併せての入校率を

教えていただきました。令和5年4月、佐世保校
62％という状況にあります。理由はそれぞれあ
って、まず基幹産業、佐世保の大きな会社であ

りましたSSKの事業転換、それの後の名村の子
会社化、顕著にその翌年から少なくなっている

状況は見てとれます。

こういった状況ではあるんですが、佐世保も

長崎も造船の町であることは間違いがないと私

は思っておりますので、こういった学校に対し

て、どうして子どもたちが少ないのかなと思っ

た時に、ここの学校は授業料が無料であります。

入学料も無料、授業料も無料、こういったもの

をあまり多くの方がまだご存じじゃないのかな、

そしてなおかつ、課長の方から答弁をいただこ

うと思っておりますが、県内就職の状況とか、

就職率の状況、非常にいい。そして、長崎県で

唯一、溶接のロボットとかもあると聞いていま

す。すごくいいものがいっぱいあるけれども、

なかなか入校生が増えていない現状があると思

います。

まず、県内就職の状況とか、そのあたりを教

えてください。

【川口雇用労働政策課長】県内高等技術専門校

の就職率につきましては、令和4年度につきま
しては98.4％、うち県内就職率でいきますと
97.9％、令和3年度が、就職率97.6％、うち県内



令和５年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２７日）

- 67 -

就職率が98.1％と、就職率は90％後半で推移し
ている状況でございます。

【山田委員】ほかの県内の学校に比べて、非常

に高い県内就職率であると思っています。それ

はまさに地場が必要としている技術を習得でき

る学校であるからこそだというふうに思ってお

りますので、私は、それぞれ高等学校を回って

いただいて、すごくアピールをしていただいて

いるようではありますが、まだまだ不足がある

のか、広報、無料である、これだけの就職率、

すごくいいということを、企業と一番関わる産

業労働部として、しっかりと地場の企業にもっ

とアピールをしていただきたいと思っておりま

すが、これだけすばらしい学校があるにもかか

わらず、そこをどう活かしていくかというのは、

産業労働部の部を挙げた取組にかかると思って

いるんですけれども、どうやってしていただけ

るものか、考え方をお聞かせください。

【井内産業労働部次長】高等技術専門校につき

ましては、先ほど課長も申し上げたように、県

内産業界から、特にものづくり中心なんですが、

高い評価を得ているところでございます。

今後について、入校率が低いという課題があ

っておりますが、委員おっしゃられますように、

まだ知られていない部分が多くあると思います。

高校も回ってはいるのですが、入校実績のある

高校とかが中心になっていて、新たな開拓とい

う部分がちょっと不足しているところもござい

ます。高等技術専門校の授業料が無料でありま

すとか、そういう魅力をどんどん発信してまい

りまして、今後におきましては、ものづくりも

含めて、先ほどから申し上げるように、ものづ

くりも基幹産業も変わってきますので、それに

対応した高等技術専門校にしていきたいと考え

ております。

【山田委員】ぜひお願いをしたいと思っており

ます。

学校は、それぞれ技能フェス2023、12月に予
定しているようであります。私も、ご案内いた

だいた時には伺っている次第ですが、学校とし

ては最大限、オープンスクール以外でも、平日

であれば見学は随時応じているようであります

し、すごく努力をされていると思っております。

ぜひ教育委員会とも横連携をしていただいて、

すばらしい実績のあるこの学校をもっとアピー

ルしていただき、入校生がもっともっと入って

いただける取組というのを部を挙げてやってい

ただくことをお願いし、この質問は終わりたい

と思います。

もう一点、最低賃金について、伺いたいと思

っております。

今年、最低賃金、中小企業さんにおいては本

当に大変なことだというふうに思ってはおりま

すが、働く者にとっては、賃金が上がるという

非常にいいことであると思っております。

長崎県も今回、かなり大きく上がりましたが、

お隣の佐賀県は900円ということで、大きく900
円に乗ってきました。その中で、実は都道府県

から、地方最低賃金審議会というものがありま

すが、そういったところに要請を行っておりま

す。平たく言うと、賃金をアップするためにご

協力ください、みたいな感じの趣旨のものを出

しています。長崎県は産業労働部の雇用労働政

策課長名、お隣の佐賀県は佐賀県知事名でこの

文書が出されています。いろいろお尋ねをいた

しますと、そもそも論として、回答43都道府県
のうち、このような要請を行っているのは10道
県しかないという状況はあります。その中で、

今まで地方最低賃金審議会の方に行ってきたの

が茨城県、福岡県、長崎県、そしてあと国宛て
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に行っているところも7道県あります。今年、
令和5年度は、九州各県、長崎県、福岡県、大
分県、佐賀県が最低賃金審議会に意見書を提出

しております。

私は、中央最低賃金審議会の目安制度の在り

方に関する全員協議会報告という中で、地方最

低賃金審議会の審議において、公労使3者構成
で議論した上で決定することが重要であり、地

方最低賃金審議会の毎年の審議を過度に縛るよ

うなことがあってはならないという通知も出て

いるようではありますが、担当課等、お聞きを

したら、あまりプレッシャーをかけないでくれ

というような通知も出ているから課長名にして

いるということではありましたが、長崎県から

文書を出せば、課長も部長も知事も、そう大差

がないと私は思っております。昨年までは部長

だったのですが、今年から課長になったようで

もありますが、まず長崎県の考え方をお聞きし

たいと思います。

【川口雇用労働政策課長】委員からのご質問は、

昨年度まで部長名で要請文書を出していたが、

今年度、課長名にしたのはどういうことかとい

うご質問だと思います。委員からもご案内があ

りましたけれども、まず中央最低賃金審議会か

ら、審議を過度に縛ることがあってはならない

という見解も出されております。あと、最低賃

金法により、各県における地方最低賃金審議会

において審議の上、答申し、その答申に基づき

各県の労働局長が決定するものとされておりま

す。答申に当たっては、労働者、使用者、公益

の各代表委員で構成される地方最低賃金審議会

において審議されることとなっていることから、

今回、これを受けまして、私どもとしては、部

長名から課長名に変更し、意見書を提出させて

いただいたところでございます。

【山田委員】私の考え方は、先ほど申し上げた

ように、課長だろうと部長だろうと知事だろう

と、長崎県から文書が出ていることは一緒だと

思っていますので、あまり縛らない方がいいと

いうことだったら、出さないという選択もある

のかもしれないと思っていますし、お隣の佐賀

県は900円に上がったので、私は、すごくセン
セーショナルというか、すごいなと思いました。

福岡県に近いという立地ももちろんあるかと思

いますが、私は、佐賀県が本当に最低賃金を上

げようというそこの思い、決意がここに表れて

いるかなと思っていますし、その結果が出たと

いうふうに思っております。中小企業の皆さん

におかれましては、円安、燃油高騰、電気代高

騰とか、様々大変な時ではありますが、ぜひと

も私はこのことについては再考をいただきたい

と思っております。

なおかつ、長崎県はもう9月補正において
様々やっていただいておりました。補助金の関

係も、既に制度をつくって行っていただいてお

りましたが、佐賀県が今議会、賃金3円アップ
をしたところに対する設備投資の補助というの

も行っています。長崎県は既に同じようなもの

をやってもらっているけれども、賃金アップと

いうものまではうたえていない状況にあったと

思います。もちろん、今の時節柄、なかなか厳

しいものがあるからだと思うんですが、次にま

たこのような国の補助制度とか、様々あった時

には、少し踏み込んで、佐賀県の今行っている

この結果も見ながら取り組んでいただきたいと

いうことをご要望申し上げ、質問を終わります。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【近藤委員】 私の方から簡単に、1つ気になっ
ていることを。新しい長崎県づくりのビジョン

ということを産業労働部が中心になって、いろ
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んな部署と一緒につくったと聞いております。

その中で、「ありたい姿の実現に向けた施策の

方向性」という形で、各部署で話し合ってやっ

ているんですけれども、この中で、幾らか疑問

に思うところがあるんです。

「陸海空の次世代モビリティやドローンの社

会実装の促進について」といって、企画と地域

と土木でやっているわけですね。ここは何で産

労は入らないのかな。ここは産労が先に立って

やる部門じゃないのかと思うんですけれども。

【吉田産業政策課長】新しい長崎県づくりのビ

ジョンについては、委員おっしゃいましたよう

に、イノベーションの部分というのは産業労働

部が所管させていただいております。そのイノ

ベーションという部分で、組立てを行う時に、

まずありたい姿というところで、本県は既にス

タートアップ、第二創業など、チャレンジしや

すいフィールドをつくっていこうという一つの

大きな柱、もう一点が、デジタル技術で地域課

題を克服し、県民が豊かで快適な生活を送って

いきます、これは委員がおっしゃった中身にな

ってくるかと思います。あと、再生可能エネル

ギーを生み出して、消費していく地産地消の考

え方。それを具体的な今のありたい姿でござい

ますが、その実現に向けた施策の方向性という

ところで、委員がおっしゃったところの8本の
柱のうち、次世代モビリティ、ドローンの社会

実装の促進ということで入っております。

この組立てをする中で、当然、産業労働部だ

けでなく、部局横断的に取り組んでいこうとい

うのが大きな一つの柱でございまして、今、デ

ジタル戦略課もできておりますけれども、そう

いうところを中心に、自動運転であったり、ド

ローンの実装というところの推進を進めている

ところでございます。

当然、ここは代表的に各部局を挙げさせてい

ただいているところでございまして、今後、見

直し、検討していく中で、新たに産業労働部が

関わってくる部分がございますし、そこも入る

こともございますし、これでコンクリートされ

たわけではございません。代表として企画、地

域、土木ということで入れさせていただいてい

るという状況でございます。

【近藤委員】 わかりました。でも、ここに出す

時に、やっぱり産労という言葉は必要じゃない

ですか。このビジョンをつくるために中心にな

ってやっているのは、やっぱり産労だと思うん

です。例えばその下の「スマート農林水産業」

という言い方で、これもいろんなドローンとか

なんとかのデジタルのこともあるけれども、そ

れを利用しての産業として農業をやらすとか、

ドローンを使っての水産をやらすとか、いろい

ろあると思うんですよ。その中で、ここだった

ら水産と農林だけでやっておけという感じしか

この文章を見ては見えないんですけれども、そ

の辺はどうなのでしょうか。

【吉田産業政策課長】先ほどご説明いたしまし

たとおり、ありたい姿の施策の方向性のところ

では、主たる部局のところを今、明示させてい

ただいているところでございます。確かに委員

おっしゃいましたとおり、スマート農林水産業

の推進ということで、水産、農林は代表して書

いてありますが、当然そこにはドローンであっ

たり、そういうものを活用したところでの取組

が出てくると思います。これは方向性というこ

とで書かせていただいておりますが、今後、具

体的にこのビジョンを短期、中期、長期に進め

ていく中で、具体にまた計画とかに落とし込ん

でいくこととなりますけれども、その時点で、

どこが担当部局になるかというのは、また明確
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になってくるんじゃないかと思います。委員お

っしゃいましたように、ここにはまだ説明が足

りない部分等がございましたら、そういう部分

は、企画部とも協議いたしまして、どういう部

局をこの時点で入れていった方が望ましいのか

というのは、改めて検討させていただければと

思います。

【近藤委員】やっぱりここら辺の分野になって

きたら、産業労働部が中心になって、ある程度

の方向性をしっかりつくって、ほかの部署とや

ってもらいたいと思うんです。

私が一番疑問に思ったのは、この前、ドロー

ンの、デジタルが中心になってやった。でも、

あれはほとんど産業でしょう。産業の分野の

方々がドローン関係は全部出しているんですけ

れども、その時に、例えば農水関係とか、いろ

んな町のドローンを使ったり、デジタルを使っ

た、すごい技術の会社があれだけ集まっていて、

それをどれだけ県内の企業とか、例えば県でも

水産、農林とか、そういう方々に伝達していた

のか、教えていただけますか。

【井内産業労働部次長】委員が今おっしゃられ

たのは、ドローンサミット、9月に開催された
分かと思いますが、この開催に当たりまして、

デジタル戦略課と産業労働部、全く別というの

は当然ございませんで、開催するに当たっての、

その会場でも同時に半導体関係の分もやったり、

いろいろ連携して行っているところなんですが、

当然、周知等も含めて、商工団体にも周知をす

るし、そのあたりの関与もしていますし、この

3番のイノベーションのところの、この大きい
柱自体が産業労働部の主担当という位置づけで

あります。ここで見たら産業労働部が入ってい

ないという部分があるんですけれども、全体的

な目配せというのは産業労働部が主務するとい

う位置づけでございます。

【近藤委員】私は、これが悪いと言っているん

じゃなくて、例えばドローンのこの前のあれで

も、行ったら、びっくりしたんですよ。感動し

たんです。ああ、これだけのすごいのがある。

そうしたら、あれだけの長崎県としてデジタル

とか産業が開催できているあれを、やっぱり県

内多くの企業の人たちにぜひ見てもらいたい。

我々素人が見たって、これはすごい技術だよね

という分野がいっぱいあったんですよ。だから、

ただやるだけじゃなくて、それをやるからには、

あれだけすばらしいことができているのだから、

ああいうものを県内にある程度、皆さんに知ら

せていけるように、よろしくお願いします。

もう一つ、私がこの前、熊本の南阿蘇に行っ

たんです。あそこでいろんな意見交換をしなが

ら気づいたことは、今度、熊本が大きな半導体

工場が来ると。あれは大津のところですか、か

なり大きかったですよ。それで、今何が起きて

いるのかといったら、台湾から1,000名ぐらいの
従業員が来る。それで、その人たちの家、そう

いう形をしなければいけないから、あそこら辺

の土地の値段がすごく上がってしまった。それ

でも、その土地が買えない部分もあるとか、そ

ういう形が今あっているんですけれども、長崎

にも京セラが来るんですよ。それで、熊本とは

規模が全然違いますけれども、諫早で今、そう

いうふうな状況があっているのかいないのか、

教えてもらえますか。これはただ産業を連れて

くればいいという問題じゃなくて、生活環境と

いうものも、ここでもあるように、さっき部長

が言ったように、産業を連れてくる時に、その

環境というのは絶対必要になってくる部分です

から、そういう部分についての諫早に関しての

土地の値段とか、生活環境、そういうものが調
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べてあるのか、教えてもらえますか。

【松尾産業労働部長】今、熊本のお話がござい

ました。JASMというTSMCの子会社が、全体
で1,700人、そのうち台湾の方が400人ぐらいい
らっしゃるということをお聞きしているところ

でございます。

今回、京セラで1,000人の雇用の話で、非常に
ありがたい話でございますけれども、今、委員

おっしゃいましたように、その環境づくりをど

うしていくのか、我々も、方向性が4月の立地
調印で決まる前の3月の段階で、関係部局を寄
せて、庁内の連携会議を発足し、プロジェクト

チームをつくりました。その中では、インフラ

の話とか、住宅環境の話、渋滞対策、そういっ

た環境整備全体をそれぞれの部局で、土木、地

域振興部も含めて、横串を刺すような話と、あ

といわゆる住宅環境は、民民のところがござい

ますので、十八親和銀行さんも含めて銀行の

方々がここの連携に入ってこられるような取組

をやっておりますので、まさに熊本では肥後銀

行さんが中心となってそれをやっていらっしゃ

るというふうな情報もありますので、地場の銀

行を巻き込んで、これから3年、2028年度には、
まずは500人ということでの雇用が出てくると
いうふうなことでございますので、この間に、

しっかり受皿をつくって対応できるような形に

していきたいと思っています。

【近藤委員】 企業誘致には、今、ただ来てくだ

さい、来てくださいじゃ、もう来ないと思うん

ですよ。「来たら、あなたたちがあとはしなさ

い」と言ったら、絶対そうならない。今日、午

前中に宅島委員が言っていたように、水は確保

してあるから、土地はありますからとか、そう

いう条件の中に企業誘致というのがあると思い

ます。長崎県も、よその県に負けないように、

石本委員がさっき言ったように、土地がないか

ら佐賀県に持っていかれたと。本当に佐賀県に

行っていますよね。だから、そういうふうな条

件をしっかり県の方で整えてから企業誘致をや

っていただければと思います。またいろんな形

で変わってくると思うので、今、横串と言った

んですけれども、連携を取りながら、ぜひ長崎

県に優秀な企業を誘致していただければと思い

ます。よろしくお願いします。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【中山委員】 それでは、午前中に続き、3番目
の新たなリーダーシップ研修プログラムについ

て、お尋ねします。

私は元来から、現状の地場産業を振興させる

ためには、人材といいますか、人に対して、も

っと直接的にどんどん、どんどん投資すべきだ

という立場に立っておりまして、そして個人の

スキルアップをすることによって企業の活性化

が生まれ、またイノベーションも発生させれば、

よりベターだという考え方でおるわけでありま

して、そういう意味からしまして、今回のこれ

については大変注目しているところでございま

す。そこで、この事業のPRも含めて、質問をし
てみたいと考えているところであります。

まず、今回、全国初めて長崎県が取り組むと

いうことになっておりますが、ミネルバ式のリ

ーダーシッププログラムの開講ということにな

っておりますが、これを始めるに当たっての背

景、動機、そしてこの内容について、まず基本

的なものをお尋ねしたいと思います。

【伊東新産業創造課長】 お答えいたします。

先週金曜日に各委員の皆様にメールでお知ら

せしておりましたが、このたび、ミネルバ式の

リーダーシッププログラムというものを開催す

ることといたしまして、その受講者の募集を開
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始したところでございます。

このプログラムを始めた背景についてのご質

問でございますが、ミネルバ式のプログラムと

いうのは、アメリカにありますミネルバ大学で

行われているカリキュラムを、そのまま民間の

社会人向けにできるようになったプログラムと

いうことで、世界最難関と言われている合格率

2％ぐらいと言われているミネルバ大学の講義
の中で行われている手法を、そのまま国内の企

業でも使えるようにということで、数年前に始

まったプログラムでございまして、通常は、大

企業が社員向けに単体で行っているプログラム

になるんですけれども、このたび、CO-DEJIMA
の運営会社と県が連携いたしまして、このプロ

グラムを幅広い経営者向けなどに行えるような

形で組み替えて、自治体と連携する形というの

が全国初だということで、チラシの方に、そう

いった表現をさせていただいているところでご

ざいます。

その内容なんですけれども、目的が、県とし

て今、新産業の創出というものを目指している

中で、例えばスタートアップでありますとか、

地場企業の第二創業、そういったものを新しく

誘発する、それを加速化する、そういった取組

を進めている中で、やはり人材育成というのは

非常に重要ということになりまして、そういっ

た中で、このプログラムにたどり着いたという

ものでございますけれども、環境が激しく変わ

っている今のこの時代の中で、変化に適応でき

る、そういう変化に適応しながら組織を運営し

ていけるようなリーダーシップ、こういった人

材を育てていく必要があると考えておりまして、

そういったリーダーを育成して、県内企業がこ

れまでの自らの事業を見直して、第二創業の創

出とか、事業の再構築、そういったものにつな

げていけるような研修として、我々はこれを認

定したところでございます。

【中山委員】その新たなる新創業といいますか、

そのためにチャレンジするという方向性につい

ては大いに賛同するものでありますので、やっ

てほしいというふうに考えているところであり

ますが、その中で、これをどういう形で成功さ

せるかということが一つのポイントになってく

るというふうに考えております。

そこで、今回の参加費について、15万円とい
う形を設定していますよね。授業についてはオ

ンラインということになっておりますが、それ

と参加人員を10名という形で限定しておりま
すので、これに至った基本的な考え方をお尋ね

したいと思います。

【伊東新産業創造課長】まず、参加者について

ですけれども、参加人数は、全てがオンライン

で行われる講座ということになっておりまして、

もちろん、あまり大人数はできないんですけれ

ども、県としましては、まず本当にやる気のあ

る方、本当に新しい事業を生み出したいという

方にぜひ受けていただきたいと考えておりまし

て、初めての取組ですので、10名ということで
始めさせていただきたいと考えております。

また、参加費につきましては、通常、定価が

60万円ほどかかるものでございます。1人当た
り税抜きで55万円かかるところを、少しでも受
講していただきたいと思いまして、55万円に対
して、40万円の補助を行うことといたしまして、
税抜き、お1人様、税抜き15万円で受講できる
ような価格設定とさせていただいております。

【中山委員】 定員10名については、最初とい
うことがあるので、心情含めて、やる気の人を

どう探すかという部分があると思いますけれど

も、やる気がある人に的を絞ってやるというこ
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と、そしてこういうプログラムで個人のスキル

アップのために10万円ほどの参加料を取るけ
れども、45万円ほど投資をすると、ここが非常
に大事なことだと思うんですよね。ぜひこの辺

を大いにPRしてほしいと考えているところで
あります。

それでは次に、この申込み、10名ということ
でありましたけれども、これは年齢に制限があ

るのかどうかという問題と、県職員、市町職員

含めて、これに応募できる資格があるのかどう

か、それについてお尋ねしたいと思います。

【伊東新産業創造課長】このプログラムを開催

した目的は、先ほど申し上げましたとおり、新

産業の創出と考えております。ですので、県内

にある企業に勤務している方、あるいは県内で

開業している個人事業主、そういった方に受講

をしていただきたいと考えております。

【中山委員】私が聞いたのは、課長が司令官で

ございますから、課長がおっしゃったとおり、

こういう研修を自ら受けて、その内容の下に、

県職の中をいろいろ接してほしいというような

含みがあったものですから、県職員はどうかと

いう話をさせていただいたところであります。

それからもう一点、10人確保すると言ったっ
て、PRしていかなければいけないと思いますが、
かなり厳しい部分があると思いますが、既に募

集をかけているようでありますが、それを含め

て、現在応募者があっているのかどうかという

問題と、相当のPRをしていかなければ、なかな
か理解する方々が思うように参画していただけ

るのかちょっと心配でございますので、それに

ついて何か考え方があると思いますので、それ

について説明をいただきたいと思います。

【伊東新産業創造課長】 ご指摘のとおり、10
名といえども、本気でやる気がある方を見つけ

なければいけませんので、今、幅広く公募をか

けているところでございます。

PRにつきましては、県のホームページ、
CO-DEJIMAのホームページ、あるいはメルマ
ガ、SNS、そういったものを使って、広く周知
徹底しているところでございます。

既に1名、もう応募されている実績がござい
まして、その方は個人事業主の方なんですけれ

ども、自分のビジネスを今、大きくできるチャ

ンスなんだけれども、どうすればいいかわから

ない、そういう中で、CO-DEJIMAから回って
きたメルマガを見て、まさにこれは今の私にぴ

ったりだということで、しかも、このミネルバ

の授業がたった15万円で受けられるというこ
とで、すぐ応募してきていただいております。

そういった方々に届くように、PRは今後もちょ
っと強めにやっていきたいと思いますけれども、

早速、本日夕方からなんですけれども、佐世保

の方で事前説明会を行います。そこには、今ま

だ応募は3名ぐらいしか来ていませんけれども、
来月の10月5日には、長崎会場でもそういった
説明会をしたいと思いますので、それに向けて、

しっかり人が集まるようにPRをしていきたい
と思います。

【中山委員】 現在1名応募、手が挙がったとい
うことでありますから、早速効果の兆しが見え

たという考え方をしております。ただ、10名に
ついては、簡単にいきませんので、さっき言っ

た佐世保会場、長崎会場で、できるだけ参加者

を募って、そしてこれがスムーズにスタートで

きるように、ひとつ参加者募集について最大限

の努力をしてほしいというふうに思います。

あわせて、プログラムを受けた成果について、

わかりやすく説明していただけませんか。

【伊東新産業創造課長】 この授業を受けた後、
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それぞれの人材がどう育つかというのが最終的

な成果になろうかと思うんですけれども、もと

もとこの授業の受講者の対象者としてはどうい

うものを考えているかといいますと、例えば、

新たな事業を模索しているけれども、なかなか

自分のリーダーシップが発揮できずに停滞を感

じているような経営者であったり、過去の成功

体験や経験則を軸にマネジメントしてきたけれ

ども、自分のリーダーシップに限界を感じてい

るような管理職とか、現場のリーダー、あるい

は起業家、そういった方々が、そういった悩み

を払拭できて、次の新たなビジネスの創出につ

ながるというものを最終的な成果だとは考えて

おります。

ただ、このプログラムそのものが終わった後

に、全国で同じように大企業の皆さんがこのプ

ログラムを受けられているんですけれども、こ

のプログラムを受けられたOB会というものが
ありまして、そのコミュニティーに受講した人

たちが参加できるという特典がございます。そ

うなると、全国で新規ビジネス創出に関わって

いる人たち、あるいはこのプログラムを指導し

た講師の人たちと今後恒久的につながっていく、

コミュニティーの中に入れるということになり

ますので、これが一番大きなこのプログラムの

効果というふうに考えておりまして、このプロ

グラムを選んだ理由の一つに、そのことも非常

に大きなことだと思っておりまして、研修の最

終的な効果を最大化あるいは持続化できるよう

に、県としてもバックアップしていきたいと考

えております。

【中山委員】この成果について、今お話があり

ました。個人のスキルアップをどう図っていく

のか。15万円出して講習を受けて、確かに今ま
でにないような考え方とか、気づきがあろうと

いうふうに考えておりますが、それがすぐ実践

で役立つかとなると、役立つ人もおりましょう

し、なかなか急にいかんなという人がおりまし

ょうし、そのためにOB会をつくって、コミュニ
ティーに参加させていただくと、これは非常に

いいことだと思うんです。

あわせて、これがうまいこといくと、単発で

はなくて、来年、再来年度もやった方がいいと

思いますし、そのためには、やはり県独自の・・・

のフォローアップ体制、こういうものをきちん

と、研修が済んだら知らんのじゃなくて、研修

が済んだら、住所と名前がわかっているわけで

すから、そのフォローアップを十二分にしてい

ただいて、そしてそれをイノベーションに続け

ていただくように、ひとつ期待をしておきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。

それでは最後に、昨日、私は地場産業の振興

ということを話しましたけれども、一番大事な

ことは人材の育成、確保だと思うんです。そこ

で、私が言いたいのは、これは産業労働部もし

かり、そして農林部もしかり、水産部もしかり

なんですね。3部があって、おのおの人材育成
等について聞いておりますけれども、同じよう

な共通した課題です。

そこで、現状どうやっているかわかりません

けれども、人材育成とか確保のために、産業労

働部を中心に、農林部、水産部と何らかの協議

をやっていると思うんですけれども、その辺を

どういう形で共通課題にして問題解決しようと

しているのか、してきているのか、その辺を現

状を教えてくれませんか。

【宮地産業労働部政策監】中山委員がおっしゃ

られましたように、人材確保、育成のところは、

まさに地域間競争、我々長崎県が、選んでいた

だいて勝ち抜く上で、欠くことができない重要
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な事柄だと我々も認識をして取組をしておりま

す。

その中で、委員がおっしゃられた農林部、水

産部、ほかの部局との連携でございますが、一

義的には、私どもがいわゆるご支援している企

業様と、農林部がご支援されている農業者の

方々、もしくは水産部がご支援されている事業

者の方々というのが、通常行われている事業が

違う場合は、各々のご支援の体制になります。

とはいえ、中でも、例えば6次化に関する事業
ですとか、水産部ですと、最近はITを使った事
業も行われておりますので、そういうお互いに

連携して取り組むような、中には事業者のご支

援を通じて、当然その事業を支える人材の確保

等についても協議をしながら対応しているとこ

ろでございます。

【中山委員】 企業にしても、農業にしてでも、

水産業にしてでも、働く人は県民なんです。そ

して、人材育成するのも、確保するのも基本的

には県民です。それぞれがお互いに、産業労働

部は産業労働部でしっかりやっている、企業を

通じてやっている、農林部は農林部で、しっか

り農業団体等を含めてやっている、水産もやっ

ている。そこで、人材については、共通性もあ

るけれども、それぞれ違う面もあると思うんで

すよ。それをなるたけ定期的に部長同士が顔を

合わせて、「おたくはどこに問題あるんですか」、

「何かありませんか」とか、そういう情報を共

有しながらやるべきことをやっていく、独自の

ところをやっていくと、もうこういう時代に来

ているんですよ。産業労働部だけでやれる部分

は限られていますよ。対象はあくまでも県民で

すからね、それと外国人ですからね。そういう

意味からして、もう少し大きく持っていって、

特に、産労、農林、水産と3部局を1つにしてい

るんですよ。そのひとくくりにしている3部長
が定期的に協議をしていくというのは普通あっ

ていいと私は思うんです。それを含めて、ぜひ

今までやっていないことをやらないことには、

人材確保も育成もなかなか思ったように進まん

ですよ。今まで自分たちがやった部分で足らな

かった情報、足らなかった部分をどう自ら情報

を集めてくるかと、それによって自分たちがま

たそれを深掘りしていくかと、この辺を両方や

っていかなければ、自分たちはこれ専門だから

深掘りしていくと、これははっきり言って限界

に来ているんです。なぜなら、皆さん方でも民

間情報を集めるだけの力がない。直接県独自で、

産業労働部で調査する力はない。やってないじ

ゃないですか、基本的には。国の情報、何の情

報を中心に政策を組んでいる。3年ぐらい遅れ
た情報で組んでいると。

それを含めて、ぜひ産業労働部、農林部、水

産部力を合わせれば、3部長が地場産業を含め
てやれば、また新たな展開が出る可能性がある

ので、ひとつ指摘しておきますけれども、産業

労働部長に、そういう考えがあれば、お答えい

ただければと考えております。

【松尾産業労働部長】今、委員からご指摘がご

ざいました。確かに私どもとして足らざるとこ

ろもございますし、農林、水産、そういったと

ころの部局との連携というのは、これまで以上

に大事だというふうに思っています。特に、先

ほど近藤委員とのやり取りでもありましたよう

に、イノベーションの在り方、これから10年後
のあり得る姿をどうしていくのかという話の中

で、イノベーション分野の部分というのは産業

労働部が中心となってやっていくというふうな

お話をさせていただきました。そのイノベーシ

ョンの中で、おっしゃった地域課題を克服する
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ような形でのデジタルの話とか、スマート農業

の話、スマート水産業の話、そういったところ

もございます。トータルの中で、我々、産業の

育成をどうあり得る姿にしていくのかというよ

うなところは、イノベーション分野での私ども

として中心となって関わっている中で、農林部

そして水産部と今後も協議を進めていく機会は

あろうかと思いますので、適宜、今、委員がお

っしゃったような形で、可能な限り協議の場を

設けながら、課題の克服に向けて検討をしてま

いりたいと思っています。

【中山委員】産業界イノベーションについても

人ですよ。農業界のイノベーションも人です。

水産業も人ですよ。大きく言えば、新しい長崎

県をつくっていくということは、県民自身をど

ういう形でイノベーションするかというのが最

大の課題なんですよ。それをみんなで、それぞ

れが専門は専門としながら、一体となって県民

に届くようにやっていければ、可能性はできる

んじゃないかと思っているんです。ぜひそうい

った意味から、大きな気持ちに立って、何とか

地場産業を振興するんだと、稼ぐんだというよ

うな大きな気持ちでひとつ取り組んでいただき

ますことを要望しておきたいと思います。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【大久保委員】 1つ、燃油高騰について、原油
ですけれども、これについて非常に気になって

いるところがあって、数日前に、全国でもこの

長崎県、ワーストというか、一番高い状況であ

るというふうに報道されておりました。これは

産業のみならず、生活にも、全て県民に関わる

ことであるということで、本当にこの先どうな

るものかなというふうに思っておりますけれど

も、こういった生活においてのコストも含めて、

のしかかっているというところで、これを支援、

特にここで言えば、産業としての支援というの

は、国、県としても、どのようにやって、これ

からどういうふうに考えられているのかという

ところをお尋ねします。

【吉田産業政策課長】原油価格、物価高騰とい

うことで、昨年来からずっと高騰が続いている

ところでございます。県におきましても、様々

な産業分野におきまして、令和4年度から物価
高騰対策で具体な取組をさせていただいており

ます。

産業労働部の方で言わせていただければ、先

ほどからご質問ありました省エネ設備の導入補

助であったり、特別高圧電力に対しての補助、

これは国の支援が行き届いていないところに対

して県が補助、あと製造業に対しての設備投資

等の補助、生産性を上げたり、業務の効率化を

図ったり、またそういうことによって賃金を上

げていくという部分で、様々な施策をさせてい

ただいているところでございます。昨年度から、

6月補正、10月補正、また今年度は6月補正とい
うところで、国の財源も使いながら、様々な対

策をさせていただいております。

また、財源等はございませんが、6月8日に、
価格高騰の状況を受けまして、13団体でパート
ナーシップ構築宣言を進めていただくための協

定を締結させていただいております。これは発

注者側がパートナーシップ構築宣言をすること

によって、価格・物価高騰のあおりを受けてい

る受注者側の方が発注者側と協議をしていく中

で、うまく価格に転嫁させていく、そこによっ

て賃上げのための原資を生み出していくという

部分の取組ということも進めさせていただいて

いるところでございます。

ただ、委員おっしゃったとおり、まだまだ物

価高騰、燃油高騰の先行きというのは不透明な
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状況がございます。そういう中では、先日国の

方で、また新たな5本柱ということで、経済対
策が打ち出されたところでございます。県にお

きましても、今後、具体的な内容が詰められて

くると思いますので、そういうものを注視しな

がら、具体的な対策についても、引き続き検討

していきたいと思います。

【大久保委員】 今年に入っても、この状況で、

様々な対策を打たれておりますけれども、目の

前、しのぎにはなるという部分では、それぞれ

の対策が今、助かっている部分もあるんでしょ

うけれども、抜本的改善も図っていかないと、

この長崎においては、コストが高い、燃油も含

めて高い地域ということであれば、企業にもそ

れはのしかかってきますし、やっぱりイメージ

もあると思うんです。製造業によれば、長崎で

は、なかなかコストが高くなるということもや

はりマイナス要因になるというふうに思ってお

りますので、こういった根本的解決を地理的不

利な長崎においては考えていかなければならな

いんじゃないかというふうに思っております。

そういった中で、今、燃油に関して、例えば

軽油であったら、天ぷら油をバイオ燃料に換え

るというところも技術を向上させている企業も

あります。そういったところの育成というのは、

産業育成もしかりですけれども、そういった燃

油高騰に対しての改善、長崎県にそこの活路が

ないかという面での育成というのはなされてい

るのか、お尋ねします。

【岩永新産業創造課企画監】バイオディーゼル

燃料の件についてのご質問でございます。平戸

市をはじめ、県内で使用済みの食用油を利用し

てバイオディーゼル燃料を製造して、トラック

等の燃料として活用されている事例というのは

幾つかあるというのは承知しております。

全国で排出される廃食油というのは約50万
トンということで言われておりますので、これ

を有効活用するということで、エネルギーの地

産地消ですとか、CO₂排出量の削減に貢献でき
るものと考えております。国の方におきまして

も、カーボンニュートラルに向けて、化石燃料

エネルギーから脱却して、委員、先ほどご指摘

ありましたように、エネルギー価格の高騰にお

けるエネルギーの安定供給を図るために、家庭、

産業、運輸、各分野でエネルギーの転換を図っ

ているところでございます。

その中で、バイオディーゼル燃料というのは、

製造技術ですとか、製造コスト、利用技術の確

立など、商用化に向けては幾つかまだ課題があ

るのではないかというふうに認識しております。

一方で、県では、少し時点は前になりますが、

環境保健研究センターが平成22年から23年度
にかけまして、長崎県バイオディーゼル燃料普

及促進事業というものに取り組みまして、使用

済みの食用油を使ったバイオディーゼル燃料の

製造ですとか、利用に関する研修会や情報収集

を行った事業がございます。その結果を品質向

上ですとか、普及促進のために、手引としてま

とめられているところでございます。

県としてこのような取組も行ってきているわ

けでございますので、しっかり活用して、市町

ですとか、現在、産業振興財団の方に再エネ担

当のコーディネーターも配置しておりますので、

そういったところと連携しながら、しっかり普

及啓発に取り組んでまいりたいと思っておりま

す。

【大久保委員】県も、バイオ促進の事業という

ことで、もう10年以上も前に、そういった計画
をされたと、検証もされたということで聞いて

おります。その当時は、多分、バイオマスだと
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か、バイオ燃料、そういったところの一度ブー

ムというか、見直しされた時期があったと思っ

ております。少し時期が空いて、今またそうい

ったクリーンエネルギーというところでの見直

しが図られているんじゃないかというところで、

もう一回その掘り起こしをするべきタイミング

にあるんじゃないかとも思っております。

加えて、全国で一番高いというのも、離島を

有しているというのも地理的ハンデがあると思

うんですけれども、だからこそ、そこに仕方な

いじゃなくて、そういった技術革新も含めて、

離島または県下に少しでも安いエネルギー、代

替エネルギーがあれば模索するのも、長崎県が

する必要があるのではないかというふうに思っ

ております。

数字を調べたところ、今、バイオ燃料、軽油

と代わるものでありますので、年間どれぐらい

使っているかというと、28万6,000キロリット
ルです。キロというのは1,000リットルなので、
これを例えば、今、バイオ燃料は10円ぐらい違
うんです。それを掛ければ、全部替えた場合に

28億円違うんです。10円違っても28億円、これ
は全国の平均も10円ぐらい違いますから、28億
円、長崎県はコストが高いと。これは全部で県

民が分けているんでしょうけれども、それだけ

大きなことであるというふうに思っております

ので、今後、研究課題も含めて、産業振興のた

め、そしてまた生活を少しでも県民が楽になる

ために、研究を図っていただきたいというふう

に思っておりますので、よろしくお願い申し上

げて、質問とさせていただきます。

ありがとうございました。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質問がないようですので、

産業労働部関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時４０分 休憩 ―

― 午後 ２時４１分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、農林部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時４１分 散会 ―



第３日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年９月２８日

自  午前１０時 ０分

至  午後 零時１１分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 鵜瀬 和博 君

副委員長（副会長） まきやま大和 君

委   員 中山  功 君

〃 山田 朋子 君

〃 中島 浩介 君

〃 宅島 寿一 君

〃 近藤 智昭 君

〃 石本 政弘 君

〃 本多 泰邦 君

〃 大久保堅太 君

〃 畑島 晃貴 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 綾香 直芳 君

農 林 部 次 長 松田 武文 君

農 林 部 次 長 渋谷 隆秀 君

農林 部参事 監
（農村整備事業・
諫早湾干拓担当）

鈴木 豊志 君

農 政 課 長 川端 博子 君

農業イノベーション推進室長 一丸 禎樹 君

団体検査指導室長 髙橋  哲 君

農山村振興課長 酒井  浩 君

農業経営課長（参事監） 長門  潤 君

農産 園芸課 長 原田 幸勝 君

農産加工流通課長 村上慎一郎 君

畜 産 課 長 富永 祥弘 君

農村 整備課 長 野口 和弘 君

諫早湾干拓課長 安達 有生 君

林 務 課 長 永田 明広 君

森林 整備室 長 髙橋 祐一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【鵜瀬委員長】 皆さん、おはようございます。

ただいまより、委員会を再開いたします。

これより、農林部関係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から人事異動

に伴う新任幹部職員の紹介を受けることといた

します。

【綾香農林部長】 おはようございます。

本日はよろしくお願いいたします。

〔幹部職員紹介〕

【鵜瀬委員長】 ありがとうございました。

それでは、これより審査に入ります。

【鵜瀬分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

農林部長より、予算議案の説明を求めます。

【綾香農林部長】 よろしくお願いいたします。

私の方から農林部関係の議案についてご説明

いたします。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料」の農林部の2ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第69号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予
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算（第5号）」のうち関係部分であります。
歳入予算は国庫支出金550万円の増、歳出予

算は農業費550万円の増となっております。
次に、補正予算の内容についてご説明いたし

ます。

（農産物の確保・流通・販売対策について）

輸出に対応できる産地の育成を加速化させる

ため、産地における輸出事業計画策定の支援に

要する経費として、流通対策費550万円の増を
計上いたしております。

（繰越明許費について）

繰越明許費については、計画、設計及び工法

の変更や入札の不落による工事の遅延等により、

年度内に適切な工期が確保できないことから、

農地費5,000万円、林業費1億3,690万円、合計1
億8,690万円の繰越明許費を設定するものであ
ります。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【鵜瀬分科会長】次に、農産加工流通課長より

補足説明を求めます。

【村上農産加工流通課長】農産加工流通課の補

正予算につきまして、補足説明をさせていただ

きます。

補足説明資料、令和5年度9月補正予算計上事
業一覧の2ページ目をお開きください。
選ばれる県産農産物輸出拡大事業費として

550万円を計上いたしております。
事業の内容につきましては、次の3ページ目

をご覧ください。

本事業は、輸出に対応できる産地の育成を加

速化させるために、産地における輸出事業計画

の策定を支援するものでございます。

補助対象者は、農業者や民間団体などであり、

本事業の実施主体は、五島市で生産されるさつ

まいもの輸出に取り組んでいる事業者でござい

ます。

また、補助対象経費につきましては、輸出事

業計画策定のための各種調査及び情報発信等に

要する経費でございます。

なお、本事業は、国の輸出促進に向けた支援

メニューを活用し、全額国庫により実施するも

のでございます。

今後とも、自ら輸出に取り組む産地の育成を

推進することで、本県農産物のさらなる輸出拡

大につなげてまいります。

以上で補足説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【鵜瀬分科会長】次に、農政課長より補足説明

を求めます。

【川端農政課長】 おはようございます。

私からは、農林部関係の繰越明許費について

ご説明いたします。

お手元にお配りしております補足説明資料、

繰越事業理由別調書の2ページをご覧ください。
今回計上しておりますのは、農林部全体で3

件、1億8,690万円でございます。
繰越理由としましては、②の計画、設計及び

工法の変更による遅れによるものが1件、5,000
万円でございます。これは県営畑地帯総合農地

整備費において、排水路隣接地の地権者より排

水路の配置について同意が得られず、路線変更

にかかる検討及び設計変更に不測の日数を要し

たことにより、年度内に適正な工期が確保でき

ないため、繰越を行うものであります。

次に、⑤のその他の理由によるものが2件、1
億3,690万円でございます。これは林業成長産業
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化総合対策事業費において、補助事業によりプ

レカット加工施設の整備を行うものであります

が、半導体等資材の不足により、補助事業者に

おいて今年度内の施設の完成が困難となったこ

と、また、予防治山費において入札の不落が発

生したことにより、年度内に適正な工期が確保

できないため繰越を行うものでございます。

また、3ページから4ページに事業別内訳とし
て繰越箇所、事業内容等をまとめております。

今後は、残る事業の早期完成に向けて、最大限

努力してまいります。

以上で私からの説明を終わります。

【鵜瀬分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【宅島委員】農産加工流通課の選ばれる県農産

物輸出拡大事業費550万円ですけれども、今、
説明のとおり五島市においてさつまいもを輸出

するということでありますけれども、具体的に

何ヘクタールぐらい栽培をされて、どのくらい

の輸出を想定されているのか、そういったこと

をわかれば教えていただきたいと思います。

【村上農産加工流通課長】今回の計画につきま

しては、ごとう農業協同組合の甘藷部会と連携

をして輸出に取り組んでいくという事業でござ

いますが、令和4年度は3.6ヘクタール、収量が
55.4トンの実績でございますが、これを令和8
年、目標では80ヘクタールの2,000トンまで伸
ばしていきたいという計画で進めております。

【宅島委員】 令和8年度で80ヘクタールの
2,000トン、これは相当な規模拡大だと思います。
働く方たちも必要になってきますし、相当の冷

凍庫とか冷蔵庫といったものも必要になると思

いますけれども、しっかり長崎県産物の輸出の

ために、しっかり計画を立てていただきたいと

思います。

今回の補正予算とは別個に、現計予算で2,842
万4,000円の計上をされていますけれども、この
分についてはどういった科目のものの輸出を想

定されていたのでしょうか。

【村上農産加工流通課長】当初予算の内容でど

ういったものが輸出されているのかという話だ

ったと思いますが、令和4年度の実績で申しま
すと、約7億8,000万円の輸出実績になります。
品目としましては、いちごが約2億4,000万円、
牛肉、長崎和牛も約2億4,000万円です。あと甘
藷、みかんといったものが輸出されている状況

になります。

【宅島委員】長崎県のすばらしい農産物を、し

っかり輸出拡大を進めていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【中島委員】繰越についての確認ですけれども、

土地改良費の五島市の畑地帯整備事業ですけれ

ども、説明を見ますと流末の排水の方で箇所の

問題とかあったということですけれども、これ

までも基盤整備において、排水の問題というの

は非常に地域の方たちが危惧されるところでご

ざいまして、今回の件について、その処理、そ

してまた、作付けに影響がないのかを確認させ

てください。

【野口農村整備課長】今回の繰越につきまして

は、五島市の富江・日の出地区で区画整理の設

計を行う際に、当然排水路を配置しなければな

りませんが、その排水路の配置におきまして、

越水の懸念を持たれまして、区画整備外の隣接

する方々からそういう懸念が示されましたので、

それに基づいて協議を重ねまして排水路の配置

を見直したという状況でございます。それに不
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測の日数を要したため、繰越を申請させていた

だくということでございます。

この工事につきましては、繰越をもって適正

工期にて発注したいと考えております。それに

ついて、地権者、区画整備の関係者の方のご理

解も得られておりますので、計画的に進めてい

こうと考えております。

【中島委員】過去の整備においても越水の問題

がございまして、私の地元でもこの間もそうい

う問題がございました。なぜ事前にできなかっ

たのかというのが結構あります。今後、そうい

うところは勾配等で難しいとは思うんですけれ

ども、よくよくこういうことがないように、設

計段階で留意していただければと思います。よ

ろしくお願いします。

以上です。

【鵜瀬分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第69号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第69号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決すべきものと決定されました。

【鵜瀬委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

今回、委員会付託議案がないことから、農林

部長より、所管事項についての説明を受けた後、

提出資料についての説明を受け、陳情審査、議

案外所管事務一般についての質問を行うことと

いたします。

農林部長より所管事項説明を求めます。

【綾香農林部長】それでは、私から農林部関係

の議案外の主な所管事項についてご説明いたし

ます。

「農水経済委員会関係説明資料」農林部及び

同資料の追加1を併せてご覧ください。
今回、ご報告いたしますのは、ながさき農林

業大賞について、みどりの食料システム法に基

づく環境負荷低減事業活動の実施に関する計画

に係る認定について、JA長崎県いちご部会の令
和4年産いちごの販売額について、島原雲仙農
業協同組合第2総合出荷場の整備について、肉
用子牛価格下落等への対策について、佐賀県で

の豚熱発生に伴う本県の防疫対応について、長

崎県農業農村整備事業推進大会について、諫早

湾干拓事業の開門問題等について、「新しい長

崎県づくり」のビジョンの策定について、長崎

県総合計画の一部見直しについてであります。

そのうち、主な事項についてご報告いたしま

す。

まず、「農水経済委員会関係説明資料」の2
ページ目の上段をご覧ください。

みどりの食料システム法に基づく環境負荷低

減事業活動の実施に関する計画に係る認定につ

いてでございます。

「環境と調和のとれた食料システムの確立の

ための環境負荷低減事業活動の促進等に関する

法律」、いわゆる「みどりの食料システム法」

が令和4年7月に施行され、本県においても農林
漁業に由来する環境への負荷の低減を図るため
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に行う農林漁業者の事業活動に関して、農林漁

業者自らが事業実施計画を作成し、県が認定す

る制度を令和5年7月に創設したところです。
環境保全型農業に取り組んでいる経営体等に

対して、関係機関と連携し、当該制度の推進を

働きかけ、去る7月27日に特別栽培に取り組ん
でいる5市町の農業者や農業法人が作成した16
件の事業実施計画について、県内で初めて認定

したところであります。

今後とも、県内各地で制度の周知や環境保全

と生産の維持を両立した事業活動計画の認定拡

大を図るとともに、認定を受けた経営体等に対

して技術面や販売面等の様々なサポートを行う

ことにより、本県における農業のグリーン化の

推進に取り組んでまいります。

次に、JA長崎県いちご部会の令和4年産いち
ごの販売額についてでございます。

JA長崎県いちご部会の販売額は、平成11年産
の106億円をピークに、高齢化等により作付面
積や戸数が減少し、平成18年産は81億円まで減
少いたしました。

このため、県では、生産者や農業関係団体と

一体となっていちごの販売額の拡大、さらには

いちご生産者の所得向上を図るため、多収性で

食味の優れる「ゆめのか」や「恋みのり」への

転換をはじめ、単収向上が期待できる環境制御

技術の導入やパッケージセンターの活用等に取

り組んだ結果、JA長崎県いちご部会の令和4年
産のいちご販売額は約110億円と5年連続で100
億円を超え、過去最高となりました。

また、JA長崎県いちご部会の主要産地では、
環境制御技術の導入により、就農1年目から高
単収、高所得が実現しており、その姿を見て、

さらに新規就農者が増加するという好循環が生

じております。

県といたしましては、今後とも農業関係団体

と連携して、環境制御技術のさらなる導入拡大

や生産者・指導者の人材育成に取り組むほか、

国庫事業を活用したハウス整備等による新規就

農者の確保に努めることで、「快適で儲かる」

いちご産地の拡大、さらには、生産者の所得向

上につなげてまいります。

次に、「農水経済委員会関係説明資料（追加

1）」の2ページ目の下段をご覧ください。
肉用子牛価格下落等への対策についてでござ

います。

県内における肉用子牛価格は、本年4月以降
大幅に下落し、令和5年7月の平均で48万4,000
円と9年ぶりに50万円を下回る水準になり、繁
殖経営は厳しさを増しております。

このため、県といたしましては、8月4日に開
催した「肉用子牛価格下落等緊急対策会議」な

どを通じ、畜産関係団体と連携し、国の子牛価

格補てん制度や配合飼料価格安定制度、資金繰

りの改善に向けた無利子のセーフティネット資

金などの支援制度を生産者へしっかり周知する

とともに、各振興局に相談窓口を設置するなど、

経営継続に向けた支援に努めているところです。

また、全国的な和牛枝肉価格の低迷により肥

育経営も厳しさを増す中、全国の主要な肥育牛

産地から遠距離の本県においては、子牛購買者

が集まりにくい傾向にあるため、本県の子牛価

格は九州平均を下回って推移し、国の価格補て

んを受けても下落分を補いきれない現状にあり、

繁殖経営においてはさらなる資金繰りの悪化が

懸念されます。

こうしたことから県としましては、生産者が

安心して経営を継続できるよう関係者等のご意

見を伺いながら、早急に必要な対策を検討して

まいります。



令和５年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２８日）

- 84 -

最後に、佐賀県での豚熱発生に伴う本県の防

疫対応についてでございます。

去る8月30日、佐賀県唐津市の養豚農場にお
いて豚熱が発生し、発生農場から10キロメート
ル以内に佐賀県が設定した搬出制限区域として、

本県の一部地域も指定されました。なお、本県

の当該区域内に養豚場は存在しておりません。

県では、佐賀県での豚熱の疑いが確認された

後、直ちに県内全養豚農家71戸へ情報を提供し、
併せて飼養している豚に異状がないことを確認

するとともに、養豚関係団体を参集した長崎県

豚熱防疫対策会議を開催して、蔓延防止に向け

た防疫対策の徹底等を確認いたしました。

また、佐賀県での患畜決定後には、知事を本

部長とする長崎県豚熱防疫対策本部を設置し、

本部会議において関係機関や庁内関係部局と情

報共有を図りました。

なお、県が養豚農場に対して実施している具

体的な防疫対策としましては、9月8日から消石
灰約6,500袋を全農場へ配布し農場での消毒を
強化するとともに、農林水産省が9月5日に本県
を含めた九州7県を豚熱ワクチン接種の推奨地
域として追加指定したことから、県内の飼養豚

全頭に対しワクチン接種を行っているところで

す。

今後とも、養豚農場に対し飼養衛生管理基準

の遵守など、発生防止対策の徹底を指導すると

ともに、市町や関係団体等と十分連携を図りな

がら最大限の危機意識を持って、県内での発生

防止に全力を注いでまいります。

その他の事項の内容については記載のとおり

であります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【鵜瀬委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」に

ついて、説明を求めます。

【川端農政課長】私から「政策等決定過程の透

明性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡

充に関する決議」に基づきまして、本委員会に

提出いたしました農林部関係の資料についてご

説明いたします。

農水経済委員会提出資料、農林部の2ページ
をご覧ください。

補助金内示状況につきまして、令和5年6月か
ら8月までの実績についてご説明いたします。
直接補助金は、2ページから8ページに記載の
中山間地域デジタル化支援事業費補助金など

60件でございます。
また、間接補助金は、9ページから13ページ

に記載のながさき鳥獣被害防止総合対策事業費

補助金など55件であり、直接補助金と間接補助
金の合計は115件でございます。
次に、資料の14ページをご覧ください。
1,000万円以上の契約状況につきましては、令
和5年6月から8月までの実績についてご説明い
たします。

まず、公共事業以外の委託につきましては、

14ページに記載の諫早湾地区調整池水質保全
対策業務委託の1件、また、公共事業にかかる
委託につきましては、15ページ、16ページに記
載の28件であり、17ページから47ページにその
入札結果一覧表を添付しております。

次に、48ページをご覧ください。
公共事業にかかる工事につきましては、48ペ
ージから50ページに記載の64件であり、51ペー
ジから147ページにその入札結果一覧表を添付
しております。

次に、資料の148ページをご覧ください。
陳情・要望に対する対応状況でございますが、
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知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、令

和5年6月から8月までの間に県議会議長宛てに
も同様の要望が行われたものに関しまして、

148ページから178ページに県の対応を記載し
ております。

最後に、資料の179ページをご覧ください。
附属機関等会議結果報告につきまして、令和

5年6月から8月までの実績は3件であり、その内
容につきましては180ページから182ページに
記載のとおりでございます。

以上で私から報告を終わります。

【鵜瀬委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付しております陳情書一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧

願います。

審査対象の陳情番号は、22番、23番、25～28
番、30～32番、34番、44番となっております。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料」について、ご質問はありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について質問はありません

か。

なお、委員一人当たり、1回当たり20分を目
安にお願いします。

質問はありませんか。

【大久保委員】それでは、質問させていただき

ます。私からは、本県の農業の主要作目と言え

る肉用牛、畜産についてお尋ねをしたいと思い

ます。

今現在、先ほどの部長説明でもありましたよ

うに、飼料の価格高騰、また子牛の価格の低迷、

そういったところで大変厳しい環境で畜産経営

をされておられます。

知事もしっかりと対応していくということで、

一般質問等でもあったんですけれども、私から

も確認をさせていただきたいと思います。

まず、今の価格の低迷、安値、そしてまた飼

料の高騰が何年ぶりの状況であるのかをお尋ね

しながらも、今、採算分岐ラインが、平均60万
円以下で補給金が出るようになっておりますけ

れども、現状はどうなっているのかというのを

併せて、まずは質問します。

【富永畜産課長】まず、肉用子牛の価格につき

ましては、全国的に下落傾向にありまして、国

は九州・沖縄ブロックの平均価格が60万円を下
回った場合に、差額の4分の3を交付する制度を
本年1月から臨時的な支援対策として開始して
おります。

この子牛価格の支援につきましては、第2四
半期、4月から6月にかけまして、価格差が2万
円生じましたので、その4分の3の1万5,000円が
発動されております。交付につきましては、今

月の下旬に生産者へ交付されております。

それから、飼料につきましては、コロナ前で

ありますと6万5,000円程度の飼料価格で推移
しておりましたけれども、現在はトン当たり10
万円という価格で推移をしている状況にござい

ます。

子牛価格につきましては、9年ぶりとなって
おります。
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飼料価格につきましては、繰り返しになりま

すけれども、平成20年4月には6万7,627円だっ
たものが、現在、令和4年4月から10万1,196円、
直近で言えば9万9,166円となっております。
【大久保委員】 子牛は9年ぶりの安値というこ
とで、飼料については恐らく過去にないぐらい

の高値になっているというところだと思ってお

ります。そういった意味においても、採算分岐

というのが60万円以上になっているんじゃな
いかと思っておりますし、生産者に聞けば64～
65万円になっているというふうにも聞きます。
もちろん経営のやり方次第でこの分岐点は変わ

ってはくると承知しておりますけれども、非常

に厳しいというのは、いずれにしても想定され

ることだと思っております。

そこで、今、各生産者からも声が上がってい

るのは、県も独自に何か手だてをと、少しでも

寄り添っていただきたい、このような声がある

ことで、それぞれ今議会においても、県として

も検討をしていくということでございますけれ

ども、検討の先に具体的にどういったことが出

てくるか、この議会ももうすぐ終わってはいく

ということですけれども、今議会中に担当部局

として、そのあたりは何か手だてができるのか

どうか、お尋ねをいたします。

【綾香農林部長】肉用子牛の経営状況、大変厳

しい状況ということは十分私どもも認識をして

おります。できるだけ早急に県独自の対策を打

ちたいと考えておりまして、知事も一般質問で

答弁いたしましたとおり、早急に必要な対策を

検討していきたいと考えております。

それに当たっては、今、全国で宮崎県だけが

対策を明らかにされておりますので、その辺も

参考にしながら、できるだけ早期に具体的な対

策を委員の皆様にご説明できるように検討を深

めてまいりたいと思います。

【大久保委員】それと生産者、例えば和牛部会

や農協等との連携は、今どのようにされている

んでしょうか。

【富永畜産課長】生産者団体との連携につきま

しては、近日、県内のJA和牛部会長からの要望
を知事にお伝えする機会を設ける予定でござい

まして、その際、一般質問において知事から答

弁がありましたとおり、生産者に直接、早急に

必要な対策を検討する旨をお伝えすることで、

肉用牛農家の不安払拭に努めたいと考えており

ます。

【大久保委員】部長もおっしゃったように、今、

九州でも全国でも、宮崎が唯一、県としての施

策を単独でなされているということで、補給金

4分の3以外の4分の1を手だてするということ
でございます。そういったところも参考にしな

がら、予算措置も必要でしょうし、調整を早急

に図っていただきたいと思いますし、知事との

面談が有意義な場所になることを願うばかりで

あります。

そこで、もちろん予算もかかることがたくさ

んあるし、一番はそこを望まれているんでしょ

うけれども、鹿児島ではお金の前にできること

として、鹿児島も肥育業者があるので、なるべ

く県内で購買をしてほしいというアナウンスを

して下支えができたという話も聞いております。

そういったことは県内でも、なるべく県外じ

ゃなくて、購買の方を肥育業者に県内産を買っ

ていただきたいと、こういったアナウンスをす

るのも費用がかからず、寄り添うということも

含めて、県当局と、または農協関係と一緒にな

ってでもいいと思うんですけれども、そういっ

たところでの肥育生産者へのお願いベースでし

かありませんけれども、そういった動きをする
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のも一つなのかなと思っておりますけれども、

そのあたりをされたのかということと、してい

く意思があられるか、お尋ねします。

【富永畜産課長】大久保委員のご質問ですけれ

ども、県内の子牛を県内の肥育農家が取引でき

るようにということですけれども、現在、県内

の子牛の出荷頭数が2万4,500頭に対しまして、
県内の肥育牛の出荷頭数は1万8,000頭という
ふうになっている現状にあります。子牛の出荷

頭数の方が多いため、県内だけではなく県外の

肥育農家も大切にする必要があるものと考えて

おります。

このような中、子牛市場の開設者である全農

ながさきや農協に対しまして、購買者の確保に

努めるよう働きかけはしております。県として

は、こういった開設者の方針をしっかり尊重し

ながら進めていきたいというふうに思っており

ます。

また、県としては、県内に限定するといった

ような呼びかけ等はやっておりません。

【大久保委員】もちろん、今まで長崎に来て購

買いただいた肥育業者さんも大事にしなければ

ならないんですけれども、これは競争の原理が

働いてこそ値は上がるというのが競りでしょう

から、県内の方も寄ってもらって、なるべく多

くの方々で競りをしていただくのが底上げに直

結するんじゃないかと思っておりますので、ぜ

ひとも、できることからしていただければとい

うふうに思っております。

それと、今現在、補給金のことがありました

けれども、これは四半期ずつなので、1万5,000
円が決定しております。4月、5月、6月分を9月
22日に振り込まれているということです。1万
5,000円です。次は7月、8月、9月の四半期にな
りますけれども、これはまだ決定していません

ね、9月が終わってからの決定でしょうから。
これは11月から12月の振り込みになるんでし
ょう。結局、今のところは、この苦しい中でも

日々生産をしながら、もちろんコストも支払い

をしながら、支援していただいているのは今の

ところ1万5,000円ということですよね、この補
給金に関してですよ。そういったことを考えた

時に、なかなか資金繰りが、特にクラスターと

かで償還が発生しているところは厳しいと思う

んですけれども、そういった手だてをしっかり

となされているのかどうか、お尋ねします。

【富永畜産課長】子牛の価格の補塡につきまし

ては若干時間がかかる、2か月から3か月程度か
かるというふうになっておりまして、この間の

経営費なんですけれども、県といたしましては、

日本政策金融公庫の農林漁業セーフティネット

資金、この資金は5年間実質無利子、無担保・
無保証、償還15年、据置期間も3年間設けてお
りまして、既往資金の償還も活用できることか

ら、特に畜産クラスター事業や既往債務の償還

が厳しい生産者の活用を推進している状況にあ

ります。

【大久保委員】振興局等で窓口を設置して、問

い合わせもあっているというところで、形だけ

で、苦しい農家があるのは承知ですけれども、

そこがちゃんと連絡がきているということは少

し安心をしているんですけれども、ただ、そこ

の問題解決、資金繰りの解決に向けて、できる

限りのご尽力をいただければと思います。

そしてまた、そういった手だてをしながらも、

この振興計画を見た時に、今、この畜産につい

て目指す姿の3つのプロジェクトがありますけ
れども、その中で今できるんじゃないかなとい

うことが、素牛価格に左右されない経営の一貫

生産、または域内の一貫生産の推進とあります。



令和５年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２８日）

- 88 -

まさに今、この素牛価格に左右されない産地づ

くりを逆転の発想で推し進める必要もあるんで

はないかと思っております。

ただ、厳しいから補塡、補塡という一過性の

予算を組むのではなくて、2年半、肥育を始め
れば26か月かかるので、その先を見越して、今
売るのではなくて、安い時期に売るのではなく

て、県内で肥育を増やしていく、これが今の突

破口の一つにはなるんではないかと思っている

んですけれども、今の支援策と、さらにこうい

ったところを強化するということを考えられな

いのか、お尋ねいたします。

【富永畜産課長】大久保委員の素牛を導入した

肥育・繁殖の一貫経営についてでございますけ

れども、一貫経営の推進につきましては、委員

おっしゃるとおり、県としましても非常に重要

なことかと考えております。

肥育についての対策ですけれども、これは一

貫経営も含めまして、長崎和牛肥育素牛導入事

業というのがございまして、これが増頭した場

合、あるいは新規で始める場合には1頭5万円の
補助がございます。それと経営を改善する、い

わゆる高い素畜を導入して、出荷する時に枝肉

が安くなったという場合に備えまして、肥育経

営の改善資金の一環といたしまして近代化資金

の利子補給をやっております。この事業につき

ましては、大体中小規模の肥育であれば2億円
未満の素牛の導入、年間の金額が2億円未満で
済むんですけれども、大規模の肥育につきまし

ては2億円を超えるということになっておりま
す。したがいまして、これらの農家を対象に貸

付金利が1.6％ものを利子補給を1.3％県が行い
まして、末端金利を0.3％にして導入を促進させ
て経営を安定させるというようなこともやって

おります。

それと一貫経営につきまして、現場の若い生

産者がやってみたいというようなチャレンジ精

神も現在までたくさん聞いております。今後、

この一貫経営をどういうふうに拡大していくか

ということを、今飼っている若い方々が肥育を

取り入れるということを、どういう形でやれば

速やかにいくのかというのを検討してまいりま

して、関係者の意見も聞きながら、一貫経営が

うまく前に進みますように検討してまいりたい

と思っております。

【大久保委員】 25分になりますので、最後に
します。

今おっしゃるように、逆転の発想で、安い時

だからこそ肥育を始めるのは今がチャンスだと

いうふうに思っておりますし、結局はこの県内、

また、私は県北、平戸ですけれども、畜産なく

して、やっぱり厳しいんですね、1次産業もな
くなると思います。耕作放棄地解消にもなって

おります。そういったことも含めて、この畜産

なくして地域はないというふうな観点からもこ

れを伸ばしていくしかないし、多分この今の状

況であれば、全国的にやめていかれる農家も増

えていくと思うんです。これはもうずっと繰り

返しですよね。やっぱり何か厳しい時に戸数が

減ったり頭数が減っている。そしてまた、景気

がよくなると増えていく。だから、ここでどれ

だけ耐え忍ぶかが産地の発展につながるという

ふうに思っておりますので、長崎は逆に、ここ

で肥育を増やして、2年後、3年後に、あの時耐
え忍んでよかった、こういうふうに転換してよ

かった、こういったところをつくるのも関係部

局と農協、そして産地が一体となった動きが今

こそ必要なんじゃないかというふうに思ってお

りますので、どうか皆様の英知を結集して、こ

れから、今の厳しい状況を、難局を乗り越えて、
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2年後、3年後、また5年後の畜産の発展につな
げてもらえればと思っておりますので、お願い

申し上げて質問に代えさせていただきます。部

長、何かありましたらお願いします。

【綾香農林部長】 委員もおっしゃったとおり、

畜産、繁殖牛経営、それから肥育牛経営、本県

の本土のみならず、離島・半島全ての地域でこ

の和牛の飼育によって生計を成り立たせている

方が県内に多くいらっしゃいます。この農家の

和牛経営の方々が、今後も本当に経営を継続し

ていただく必要があるということは強く感じて

おりますので、先ほど委員からもご提案があっ

たような繁殖経営の当面の支援、それから肥育

そのものを増やす努力、新しく取り組む若手も

含めて、新しく肥育経営を始めたい方への支援

等についても早急に検討して、この難局を一緒

に力強く乗り越えていきたいと思っております。

【鵜瀬委員長】 ほかに質問はありませんか。

【中山委員】 県土の約60％を占めております
のは、長崎県の森林の公益的機能の向上対策と、

もう一つクラウドファンディング型のふるさと

納税について、2点お尋ねしたいと思います。
最初にクラウドファンディング型ふるさと納

税についてお尋ねいたします。

これは今年1月に、長崎びわが寒波被害によ
って露地びわが大打撃を受けたという状況もあ

りますし、またその前は寒害でやられましたし、

その前は塩害でやられましたし、3年から5年置
きぐらいに大きな災害をこうむっております。

併せて生産者の高齢化も含めまして、もう長崎

びわを守ることはできんばいと、この際やめよ

うかなというような話もあって、危機的な状況

に現在ある中で、何とか歯を食いしばって頑張

っていこうという生産者もいるわけであります。

そういう中で、災害復興の一つの支援策とし

てクラウドファンディングに取り組もうという

ことで取り組んでいることについては、私は評

価したいと考えているところでありますし、達

成できると思います。

ただ、この事業に、基盤整備したり、簡易ハ

ウスを設置したり、リース制度をして賃料を取

り負担を軽減しようということですから、期待

する生産者が多いわけでございまして、その中

で私の方にこれは目標達成できるのかというよ

うな不安の声が寄せられておりますので、それ

を受けて、何としてもこれを目標達成の1,300
万円を確保したいと、そういう思いで質問させ

ていただきたいと思います。

既にこれはもう実施されていると聞いており

ますが、現時点での寄附金の、ふるさと納税を

通じての寄附金の実績といいますか、どの程度

になっているか、まずお尋ねしたいと思います。

【原田農産園芸課長】びわのクラウドファンデ

ィングにつきましてのご質問でございます。

クラウドファンディングのふるさと納税につ

きまして簡単にご説明させていただきますが、

先ほど中山委員からお話がありましたとおり、

びわの寒害被害からの復興を目的としまして、

8月31日から12月29日までの約4か月間でふる
さと納税サイトの「さとふる」を活用して、ク

ラウドファンディング型のふるさと納税という

ものを、長崎県としまして初めて実施させても

らっております。目標金額は1,300万円というこ
とで、先ほども委員からお話がありましたとお

り、びわ園地の基盤整備や寒害被害を防止する

ハウス栽培の導入等の支援ということに活用す

る目的で実施しているところでございます。

今現在、9月28日現在の実績でございますが、
30万1,000円ということで、支援者数は32名と
なっております。
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【中山委員】実は、このサイトを生産者が見て、

私の方に声をかけてきたわけですね。約30日で、
これでいくと1日1万円程度ということであり
ますから、この辺が心配だと考えております。

現在、この目標を達成するためにいろいろ手を

考えていると思いますけれども、その辺の主な

ものをひとつご披露いただきたいと思います。

【原田農産園芸課長】びわのクラウドファンデ

ィングを目標達成に向けるための周知がやはり

必要かと考えておりまして、様々な関係機関の

協力を得て、しっかりと目標金額を達成しよう

と、今、鋭意営業に回っているところでござい

ます。

一つは、SNSやダイレクトメール等々を使い
まして、特に県庁内の長崎PR戦略課、または物
産ブランド推進課、広報課といったところのツ

イッター、インスタグラム、メール送信、LINE
等を活用しまして実施しておりますし、農林部

内の農山村振興課や農産加工流通課のLINEや
インスタグラムでも発信をさせてもらっており

ます。合計でSNS、ダイレクトメール関係では
1か月で10回ほどさせていただいております。
また、実際に始めるに当たりまして消費地の

方に、このびわのクラウドファンディングの周

知にも実際に足を運んでいるところでございま

して、訪問、会議関係での周知につきましては、

まず8月31日、初日に担当を東京の方に向かわ
せまして、大田市場の方に話をさせております。

また、その際、農林水産省の方にも向かいまし

て、審議官等々、長崎にゆかりの方々にしっか

りと周知を図っております。

そのほか、東京事務所の協力も得まして農林

水産省、水産庁の長崎ゆかりの県OBの方々を含
めて農林水産省には合計4回ほど周知をやらせ
ていただいているところでございます。

また、大阪事務所につきましては、長崎にゆ

かりのある経営者の方々にも周知を図りまして、

寄附のお願いをしているところでございます。

大阪事務所では、計5回実施しております。
また、県人会とか、イベント関係でも周知を

図っております。大阪事務所の方では、7月22
日の関西長崎県人会、9月10日の神戸長崎県人
会におきましては知事も出席していただいて、

このクラウドファンディングの周知をさせてい

ただいております。

また、こういった県人会の総会のみならず、

理事会や幹事会の場面でも周知を図らせていた

だいております。

また、先般、9月22日、23日の「かもめフェ
スティバル」でも新幹線対策課の方で、長崎に

来られた方々に協力をお願いするという形の行

動もやっているところでございます。

特に、メディア関係につきましては、NCCを
はじめとしまして、KTN、NHK長崎の方でも
放映していただいておりますし、新聞媒体等も

長崎新聞、日本経済新聞から産経新聞等々、合

計5回ほど周知、掲載がなされている実績がご
ざいます。

【中山委員】今、多岐にわたってやっています

ので、その効果は出るものと、私はそういう自

信を持ったわけでありますけれども、ただ、も

っともっとPRも必要だと考えております。東京
事務所、大阪事務所を中心に民間の方々に、今

後総会等がありますから、これをきちんともう

一回お願いしなきゃいかんと考えております。

それ以外にも、例えば、長崎県には県立高校

がございます、長崎工業を含めてですね。ここ

にOB会というのがあるんですよね。東京の長工
OB会とか、大阪のOB会とか、いろいろOB会が
ありますので、こういう同窓会を通じて、県立
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の工業高校、普通高校のOB会の方にも、ひとつ
この働きかけをしてみたらどうだろうかと思い

ますけれども、この点についていかがでしょう

か。

【原田農産園芸課長】 中山委員からOB会、も
しくは同窓会のご提案をいただきました。私ど

もには、そちらの発想がございませんでしたの

で、早速関係の部署等々と、関係者と協議をい

たしまして、何ができるかを前向きに検討して

いきたいというふうに思います。

【中山委員】大阪の筆頭副理事は長崎工業高校

の出身なんですね。島原出身です。我々もアタ

ックしたいと思いますけれども、ぜひひとつ県

立高校の同窓会を活用した取組をよろしくお願

いしておきたいと思います。

もう一つ、長崎新聞ブランチの会の「カピタ

ン21」、日本銀行とか長崎精鋭の企業57社おり
ます。それで、これは例会をやっているんです

よね。この会報を見ますと、令和4年6月24日に
茂木びわの歴史と魅力を学ぶと、そして、茂木

びわの生みの親であります三浦シヲさんの墓で

記念写真を撮ったとか、収穫体験をしたとか、

こういう方々が長崎びわについて、特に「なつ

だより」に対して非常に好感を持っております

ので、ぜひ長崎新聞ブランチの会の「カピタン

21」のここに応援いただければ、かなりの波及
効果が出てくると考えておりますが、いかがで

しょうか。

【原田農産園芸課長】 「カピタン21」に、長
崎新聞に掲載されているというのは、私も過去

びわの件で載っているのは見たことがございま

す。まだ、そちらの方のアクションはやってお

りませんので、早速、委員から提案がありまし

たとおり、前向きに検討してまいりたいと思い

ます。

【中山委員】 ぜひよろしくお願いします。

それと、もう一点大事な話は、長崎びわは長

崎県のものでもありますし、長崎市の日本一の

びわでございますので、やはり長崎びわを鈴木

市長はじめ、長崎市の人脈を通じたここからの

売り込みというのも非常に大事になってくるん

じゃないかと私は考えておりますので、ぜひ長

崎市長サイドにひとつアタックしてほしいと思

いますが、いかがでしょうか。

【原田農産園芸課長】 長崎市につきましては、

クラウドファンディングをする際に、協力を求

めるよう事前にお話をしておりますし、長崎市

からも快諾を得ております。

そういう意味では、まだ具体的に長崎市から

PRをしたという実績はいただいておりません
が、10月中旬、11月中旬に大阪近隣、東京近隣
の長崎市のゆかりの方に直接PRをするという
お話をいただいております。

委員からお話がありましたとおり、長崎市、

また関係者の人脈を使うのも有効なPR、周知の
方法の一つと考えますので、早速長崎市とかけ

合って一緒に方法を考えたいと思います。

【中山委員】 よろしくお願いします。

それで、部長も現地に入っていただきました

ので、実情は十分わかっていると、承知してい

ると思いますが、やはりもう危機的な状況にあ

りますね。そういう中で、このクラウドファン

ディングが一つの県の姿勢の意気込みをはかる

指標に生産者が考えている傾向もありますので、

何としてもこれを成功させにゃいかんと考えて

おります。

そうすると、今、農産園芸課長から話があり

ましたように、農産園芸課としても課長を中心

にしっかり取り組んでいくと思いますけれども、

ここはやはりトップセールスといいますか、部
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長はじめ、知事の力を借りながらトップセール

スでいく方が、臨場感というか逼迫感というか、

真剣さというのが、やはり随分受け方にとって

は違うんだと思いますので、大変忙しい中と思

いますが、ひとつできる範囲で部長によるトッ

プセールスをやっていただければと思いますが、

いかがでしょうか。

【綾香農林部長】私もこのびわのクラウドファ

ンディング型のふるさと納税、必ず成功させて、

そして、その財源を有効に活用して、ハウスで

あったり、狭地直しであったりをやることで、

びわ産地を将来にしっかりつなげていきたいと、

ラストチャンス、最後のチャンスだと思って覚

悟を持って取り組んでいるところでございます。

8月31日からこれを始めましたけれども、私
も9月4日に上京いたしまして、当日は関東以北
の市場関係者が一堂に会する会合がございまし

たので、その場でこのびわのクラウドファンデ

ィングへのご理解とご協力をお願いしてきたと

ころでございます。また、別の日には、私が行

けない日には次長も出向いて、関西の方は次長

が行っております。

それから、11月9日には、長崎県のゆかりの
交流会が東京で開催されて、そこには県人会の

皆様をはじめ、本県ゆかりの方が多数お集まり

になりますので、そこでお時間を頂戴して、私

が壇上からこのクラウドファンディング型への

ご協力を強く要望してまいりたいと考えており

ます。

いずれにしても、このふるさと納税の山場は

12月でございますので、最後の最後まで諦めず
に、ぜひ目標達成に向けて取り組んでまいりた

いと考えております。

【中山委員】 日本一のびわ農家も、びわも100
年以上の歴史があるし、全国にはびわの愛好者

は随分多いと考えておりますので、今、部長の

お話を聞きまして熱い気持ちになったわけであ

りますけれども、ぜひひとつ結果次第ですから、

結果を達成しますように最大限の努力を要望し

ておきたいと思います。

次に、長崎県の森林の公益的機能、今、特に

地球の温暖化等が言われている中において、森

林の果たす役割というのは過去にないぐらい重

要性を増してきているというふうに思っており

ますが、森林の機能について、やはりこれは数

値化せんことにはなかなか見えてこないという

部分がありまして、国等も数値化しているとい

うことは承知しておりますので、現時点でこの

森林の公益的機能の評価方法を含めて、評価額

はどのようにつかんでいるのか、お尋ねしたい

と思います。

【永田林政課長】森林の公益的機能の評価につ

いてのお尋ねでございます。

国の方で平成13年11月に日本学術会議が評
価をしております。その評価額としましては、

全国の森林の持つ機能として70兆2,638億円と
いうことになっております。

森林はあらゆる機能を持っているんですけれ

ども、なかなか評価が難しいということで、評

価している項目としましては、二酸化炭素の吸

収、表面浸食防止、表層崩壊防止、洪水緩和、

水資源貯留、水質浄化、化石燃料代替、保健・

レクリエーションの部分について評価して、そ

の大部分が代替法という形で、例えば土砂の崩

壊防止でありますと、土砂が崩壊するのを防ぐ

ためにダムがどれくらい要るかとか、水源涵養

であったら、貯水ダムがどれくらい要るかとい

う代替法によって計算しているのが先ほど言い

ました約70兆円というふうになっております。
【中山委員】国が試算しているから長崎県はど
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のように試算しているのかということを、もう

少しやさしく丁寧に答えなさいよ。

【永田林政課長】申し訳ございません。長崎県

も先ほど言いました、国と同じような評価をい

たしまして、長崎県内の民有林21万8,000ヘク
タールございますけれども、それを置き換えま

すと、6,674億円ということになります。年間そ
れだけの機能があるということになっておりま

す。

【中山委員】 国においては70兆円、県におい
ては6,674億円、これは平成13年ということで
すから、約20年ぐらい前の話ですよね。
私が危惧するのは、今、森林の高齢化が進ん

でいる、人間で言えばね。高木化というか、高

齢化というか、里山林にしてでも、シイノキで

も抱ききらんぐらい大きくなっている。

そういう状況でこの森林が持つ表面浸食防止、

表層崩壊防止の機能、これを評価すると約3,000
億円ですよ。長崎県は、崖崩れ等の危険箇所が

3万5,000か所近くあって、30％ぐらいが進捗し
てないんですよ。そうなると、この機能が、森

林の機能があって、これが線状降水帯が今きた、

これがとどまっていると山腹崩壊する。崖崩れ

対策をして、下流に押し流れて、場合によって

は人命を奪うと、こういうことが予測されてい

るわけでありますけれども、この2つのところ
を、防止機能、これについてはどういうふうに

評価しておりますか。

【永田林政課長】表面防止機能、表層崩壊防止

機能というものについての評価をどう考えてい

るかということでございますけれども、いわゆ

る広葉樹、針葉樹を問わず、根を張って土壌を

つかむという状態になっておりまして、そのこ

とによってしっかりと土砂崩壊であるとか流出

とか、そういったものの機能があるということ

と、あと樹冠といいまして、いわゆる葉っぱの

部分で、雨が降った時もそこに雨滴が当たって、

直接土壌に当たらないと、そういった機能もあ

りまして、こういった機能があるというふうな

評価をしているところでございます。

【中山委員】さっき言ったように、例えばシイ

ノキにしてでもカシノキにしてでも、抱ききら

んごとなって20メートルぐらいになっとっさ。
ただ、中はぽんぽんすっかんかんですよ。根が

もう十分じゃないんですよ、根腐れしているん

ですよ。そういう状況が、私が見た範囲である

んで、この侵食、木の高齢化によって、そうい

う現象が発生するんじゃないかということで心

配しているわけです。

それに対して、報告ありますけどもね、長崎

県の杉、ヒノキ、そして天然林、この辺の生息

年数というか、高齢化率というか、これについ

て調査したことがありますか。調査したことが

あるか、現状はどういうふうになっていますか。

【永田林政課長】高齢化率のお尋ねでございま

すけれども、杉、ヒノキにつきましては、50年
生以上、いわゆる木材で言うと伐期ということ

を言っていますけれども、それがもう過半を過

ぎていると、6割近くはそうなっているという
状況でございます。

天然林について、しっかりと調べたデータが

ございませんので、そちらについてはしっかり

とまた調べていきたいと思っております。

【中山委員】県営林にしても、県が管理してい

る材木においても、40年から50年で伐採せんば
いかんとか、それを超えたやつが6割になると
いう状態ですよ。なおさら、この雑木林、天然

林は、今は炭焼きせんとじゃから、そのまま放

置した状況ですよ。それに合わせて、やはり竹

林がものすごい勢いで広がってきている。
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竹というのは、根が浅いもんじゃからね、こ

れが一番滑りやすいんですよ。そういう状況で、

ぜひひとつ全体的なやつを一回、これは森林環

境税を使ってもいいと思うんじゃけど、やはり

調査をしてみる必要があるんじゃないかと私は

思うんですが、いかがですか。

【永田林政課長】現在、森林計画制度というも

のがございまして、まずはその辺のデータをし

っかりと集計することで、竹林の面積だったり

広葉樹の林齢が高い部分とか、そういうのは把

握できると思っています。まず、そういうとこ

ろからしっかりと状況を把握し、部分的にまた

必要とあらば、部分的にもしっかりと把握し、

対応が必要であるか等々についてもしっかりと

調べていきたいということでございますので、

まずは既存のデータからしっかりと調べていき

たいと思っております。

【中山委員】 ぜひ、水とか命、この辺を、やは

り崖崩れとか急傾斜とかたくさん地域にあるん

だよ。その辺にどういう木が生えてどういう状

況になっているかということについては、ある

程度把握して対策をしていかんば、線状降水帯

がきたら、ほとんどのところは崩壊しますよ、

今の状態でいけば。その雨の量だけどもね。

そうすると、人命なりに被害が出てくる。そ

こら辺、一回県土全体について、どういう状況

かについては、新たに調査して把握しておくと

いうことは重要だと考えておりますので、ぜひ

これを含めて取組方を要望しておきたいと思い

ます。

それじゃ、具体的に幾つかお尋ねしますが、

時間ですので、後でまたやります。

【鵜瀬委員長】 暫時休憩いたします。

― 午前１１時１０分 休憩 ―

― 午前１１時１９分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

引き続き、質問をお受けしたいと思います。

ほかに質問はありませんか。

【石本委員】 2～3点質問したいと思いますが、
大久保委員からも畜産について、かなり突っ込

んだ質問がありました。ほぼ同じような質問だ

ったんですけれども、今回、もう一点だけ再確

認でございますが、この前も一般質問で言いま

したように、肉用子牛の価格の下落対策です。

先ほど部長からも答弁がありましたけれども、

今のところ宮崎でも今回の9月定例会で補正で
かけるという情報が入っていますが、具体的内

容について、何かつかんでおられればお伺いし

たいと思います。

【富永畜産課長】今回、子牛価格の下落を受け

まして、対策を九州各県に聴取をしております。

九州各県の中で肉用牛の支援対策をやっている

のは、宮崎県が今のところ実施をしております

けれども、この内容につきましては、国の先ほ

ど申し上げました子牛の補塡対策の生産者負担

分の一部支援、それと優良雌牛導入事業を実施

するとの情報を得ております。

【石本委員】詳しい中身は、まだはっきり出て

ないということですけれども、私の確認したと

ころでは大体緊急対策として1億8,000万円ほ
どの予算を上げているという情報が入っており

ます。当然子牛の数が違いますから、金額は当

然違ってくると思いますけれども、少なくとも、

できましたらこの宮崎に負けない程度の支援を

しっかりしていただきたいという要望でござい

ます。

もう一つは、この子牛価格下落対策について

も、補塡についてはあくまでも一過性の対応で
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ありまして、今後の支払いを考えると、先ほど

大久保委員からもあったように、いかにして全

体の買い支えというか、そういったところも含

めた対応を考えていかなければ、今回の下落に

よって、やっぱりもうやめるよという農家がか

なり出てくるのではないかなというふうに考え

ています。そういう声も実際聞いています。

先ほども、これも大久保委員からも話があり

ましたが、やっぱり県内の購買者についてもで

きるだけ県内の子牛を調達していただくような

アナウンスをしっかりしていくというのも本当

に大事なことではないか。

また、もう一点は、一貫経営についても、県

内で子牛、肥育を回していくという体制も今後

しっかりと検討していく必要があるのではない

かと考えているところでございます。

これについては、今以上の回答は部長何かな

いですか。

【綾香農林部長】県内の子牛をしっかり県内の

肥育農家に使っていただくというところは、も

うここは当然一番重要なことだと思っておりま

すので、アナウンスについては近日中に実施を

したいと思っております。

ただ、先ほど大久保委員のご質問の際にお答

えしたとおり、県内は繁殖牛が多くて肥育牛が

少ない県でございますので、子牛の方がまだ多

い。需給バランス上、どうしても県外から買い

に来ていただかなくなると飽和状態になるとい

うことで、価格が下落しやすい環境にあります

ので、そうであれば肥育をその分しっかり、今

後、肥育に取り組む方を増やして、そのバラン

スを長期的に整えていくという取組も今後必要

と考えておりますので、その辺もしっかり検討

はしてまいりたいと思っております。

【石本委員】 よろしくお願いいたします。

それから、今回の県北の集中豪雨によって、

かなり山林、それから水田、畦畔も含めて県北

では被害が出ております。こういった今回の被

害について、状況がまとめてあればお伺いした

いと思います。

【川端農政課長】 9月14日からの豪雨による被
害でございますけれども、9月25日時点で取り
まとめたところになりますけれども、今回の豪

雨による被害は県北地域の平戸市、松浦市を中

心としまして、農地の法面崩壊ですとか、石積

みの崩れ、土砂の流入、農道の路肩崩壊、水路

の破損、海岸堤防やしいたけ育成施設の被災な

どが報告されているところでございまして、9
月25日時点で、件数で172件、金額にして約5
億6,000万円ほどという報告が上がっていると
ころでございます。

【石本委員】もし出せれば、あともってその被

害の状況の一覧をお願いしたいと思います。

この被害についても、ちょうど県北であれば

早期は終わっていますけれども、普通期であれ

ば今から稲刈りという状況であって、大変な時

期にいつも被害を受けるんですけれども、早急

な復旧の対応についても、県でできる分は速や

かに対応をお願いしたいと思います。

それから、もう一点は、これもこれまで何度

も出てきていますが、最近イノシシの被害もま

た県北で、県北というか、私の周りのところで

はかなり被害があっていまして、これも県下全

体でいくと去年あたりも年々減ってきていると、

被害件数も金額もという状況でしたけれども、

私の周りだけを見ますと、なかなか被害が減っ

てないような感じがするんですけれども、そこ

ら辺の状況はどんなでしょうか。

【酒井農山村振興課長】鳥獣による被害の状況

のお尋ねでございますが、特にここ数年は被害
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というのは間違いなく減少傾向にございます。

ただ、地区によっては、その対策が不十分な

ところにつきましてはどうしても防げずに被害

が発生してしまうというようなことがございま

すので、今現在は、特にＡ級インストラクター

という指導ができる人材の育成を、県としては

図っております。そういった方々を中心に集落

を再点検しまして、防護柵の破損箇所等があれ

ば、しっかりと補修をしながら、次の被害が起

こらないような対策を継続してやっているとこ

ろでございます。

具体的な金額につきましては、イノシシで見

ますと平成16年が4億6,000円でピークでござ
いましたが、令和3年度でいきますと1億4,000
万円というふうな形で、かなり被害は減少して

きているところでございます。

【石本委員】これの防止対策としては、ネット

または電牧というか、そういうのがされている

と思いますけれども、これらの設置についての

補助は、まだそれぞれ継続してあっているんで

すか。

【酒井農山村振興課長】現在も国の事業を活用

しまして、防護柵の設置は市町の要望に基づき

まして予算措置をやっているところでございま

す。

【石本委員】もう一点、これは確認ですけれど

も、今回、10月4日に五島地区の方で五島イノ
ベーションセンターのキックオフ会というのが

開催されるようになっていますけれども、この

内容について、もしおわかりであればご説明を

お願いしたいと思います。

【村上農産加工流通課長】今回の五島イノベー

ションセンターのキックオフ会ということでご

ざいますが、開催は10月4日、夕方16時15分か
ら、場所は五島市で、福岡ソノリク、ごとう農

業協同組合、あと一般社団法人離島振興地方創

生協会の共催となりまして開催をされます。

イノベーションセンターの設立ということと

設立に向けて施設の整備を行うことの施設の概

要ですとか、物流の改革、イノベーションセン

ターを核とした産地の改革というところについ

て、関係機関と一緒になってこれから取り組ん

でいくということで、このキックオフ会議を開

催されるというふうにお聞きしております。

【石本委員】この件については、直接県は絡ん

でないということですか。

【村上農産加工流通課長】このイノベーション

センターのキックオフ会につきましては、共催

が先ほど言いました3者ですので、県としては
来賓として案内がきております。イノベーショ

ンセンターの施設、今後の産地の育成につきま

しては五島振興局も入りながら一緒に取り組ん

でいるところでございます。

【石本委員】これを聞いたのは、キックオフ会

がどうこうじゃなくて、来賓を見ますとそうそ

うたるメンバー、森山衆議院議員、谷川衆議院

議員をはじめ見えていますし、こういったこと

を、一番にはどういう目的でやるのかというこ

とと、こういういいことはほかの地域にもぜひ

広げてほしいという意味で聞いたわけです。会

があるかないかというよりも、中身についてし

っかり、県としても絡んでいるのであれば、ほ

かの地域についてもいいことはぜひとも広めて

いただきたいという意味で質問しましたので、

よろしくお願いします。

以上です。

【鵜瀬委員長】先ほど、石本委員から豪雨災害

による被害状況の資料提出の要求があっており

ますけれども、委員全員によろしいですか。お

願いします。
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ほかに質問はありませんか。

【山田委員】長崎県農林技術開発センターにつ

いて伺いたいと思います。

そもそも論で大変恐縮でございますが、この

センターの目的と、今、様々な研究をしていた

だいていることはよくわかっておりますが、設

置目的と今の状況、成果といったものをまずお

聞かせいただきたいと思います。

【川端農政課長】現在、農林技術開発センター

につきましては、まず農林部におきましては農

林業農山村活性化計画に基づきまして、若者か

ら選ばれる魅力ある農林業、暮らしやすい農山

村の実現に向けて取り組んでいるところでござ

いますけれども、この農林技術開発センターに

おきましても、その方向性に沿って、快適でも

うかる農林業のための技術開発に取り組んでい

るところでございます。

主な取組としましては、地球温暖化に対応し

た品種の育成とか、その栽培にかかる安定生産

技術の確立、病害虫管理技術の開発、そしてス

マート農林業など生産性や品質を向上させるた

めの生産技術の開発やオリジナル品種の育成な

どに取り組んでいるところでございまして、こ

うした新しい品種や技術によって、高品質化や

単収の向上、そしてスマート技術の導入による

省力化やコスト削減を実現することで、生産者

の皆様の所得向上に貢献できますよう努めてい

るところでございます。

【山田委員】ホームページを拝見したんですけ

れども、民間のホームページとかとはちょっと

違って、あまり見栄えがよくないというか、す

みません。実際のところ、いろんな研究成果等

が載っているんですけれども、ユーザー、農業

者の方、農協の方、農業法人など、関係の方な

ど、どれくらいの方がそういったものを見にき

ているとか、そこから情報を取っているとか、

そういったものはございますか。

【川端農政課長】申し訳ございません。ホーム

ページにつきましては、今委員からご指摘があ

りましたように、結構専門的な情報が載ってい

るところがあって、なかなか一般の方がどれく

らい見ているかとか、こちらで把握はしていな

いんですけれども。

話が違うんですけれども、農林技術開発セン

ターの役割というところを先ほどご質問いただ

いたんですが、実際にセンターそのものにご来

場があったり、相談といったものをいただいて

いるのは、昨年度の実績で973件、2,243人とい
うことで報告が上がっておりますので、農業者

の方ですとか、いろんな方のご相談等に対応し

ているところでございます。

【山田委員】今の課長の答弁からも、この施設

が非常に農業者の皆様にとって重要な施設で、

すごい機能を果たしているということはよくわ

かりました。

そこで、この農林技術開発センターでありま

すが、部署が8つ、場所で言うと7か所に分かれ
ているようであります。一部の部門には行った

ことがあるかと思うんですが、広大な面積もあ

り、ここの設備の管理等、非常にコストがかか

ったりして大変ではないかと思うところであり

ます。

そこで、毎年度、様々な機械や設備等がそれ

ぞれあるかと思いますが、そういったものにお

いて予算要求が各部署から上がってきていると

思いますが、予算要求の状況等についてお聞か

せいただきたいと思います。

【川端農政課長】農林技術開発センターの予算

に関してご説明させていただきたいんですけれ

ども、おおむね先ほどお話がありましたとおり、
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いろいろな箇所に分かれておりまして、運営費

等もかかるところではございます。毎年3億
5,000万円ほどが農林技術開発センターの予算
でございます。そのうち2億5,000万円が研究の
方に使っているものでございまして、運営につ

きましては1億円弱ぐらいということで、その
中で備品とか、古くなった施設の改修とかに対

応しているところでございます。

今年度の予算要求の実績のところを申します

と、農林技術開発センターの方で、年数がたっ

ていますのでいろいろと老朽化しているという

ことで修繕したい箇所や修繕したい機器という

のはたくさんあるんですけれども、全てを予算

要求するというのはなかなか現実的ではござい

ませんで、センターの方で優先順位を、安全性

とかいろんなところを考慮しながら優先順位を

つけて、今年度の予算要求に当たっての実績で

いいますと、備品修繕費のところで約7,000万円
ほど予算要求が上がったところでございます。

【山田委員】 約7,000万円の予算要求をしてい
ただいて、予算がついたのはどれくらいの件数

かということと、予算を約7,000万円要求したと
いうことでありますが、予算がついた分の件数

と額について教えてください。

【川端農政課長】 要求があった件数は20件で、
先ほど申しました7,000万円ほどなんですけれ
ども、実際に予算がついて実施可能となったも

のは6件、1,800万円ほどでございます。
【山田委員】 8部門のところでそれぞれ必要な
ものが、先ほど課長の説明では3.5億円の予算の
中で2.5億円を研究等に使っていて、1億円がこ
ういう維持管理をしたりする様々な費用、修繕

とかも含んでいるようでありますが、新たな要

求をしたのが7,000万円で、1,800万円というこ
とでありました。20件数要求をしたけれども、

結果6件しかついてないということでありまし
た。

このセンターの目的というのは、品質の高い

もの、もうかる農業とか、農業者の方々がより

農業がやりやすい、そしてもうかる農業をして

いただく、長崎県を代表するような新しいもの

をどんどんつくっていただく、そういった目的

があると思いますが、なかなか予算要求に応え

てはいただけない状況があるかと思います。

私も事前にこの予算要求をされた20件を見
せていただいておりますが、必要があって予算

要求をしている中で、なかなか厳しい結果であ

ると思っております。

そこで、私が別途入手をしておりました資料

の中で、かなり古いものがございまして、昭和

の時代のトラックなどなど、その中には修繕の

要望中、未定とか、そういったものがかなりあ

ります。実際、この現場でこういったものをし

てほしいというものは、この20件には入ってす
らいない状況があります。だから、本当に厳し

い、この運営をする中で、とても予算が厳しい

状況はよくわかっているところではありますが、

やはりこういう農業関係の機具とか、古いもの

に乗っていると、働いている方々に万が一何か

があってはいけないと私は思っております。今

も現場の方で、無理にちょっとした修繕を加え

ながら乗ったりしているものもあるようでござ

います。ぜひとも、予算が厳しいのは重々わか

っておりますが、そして今回、8部門から上が
ってきた20件というのも様々、優先度をつけて
やっていらっしゃることはよくわかってはいま

すが、やはりもっと私たちも声を上げていかな

いといけないとは思っておりますが、働く方々

の安全を第一に考えて、さらに考えていただき

たいということを申し上げます。繰り返しにな
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りますが、なかなか厳しい状況にあることは十

二分にわかってはいますが、しっかりと予算を

確保していただいて、この長崎県の農林業がさ

らに発展するように、部を挙げてしっかり財政

当局ともやり取りをしてほしいと思っておりま

すが、この件に関して部長の見解を求めたいと

思います。

【綾香農林部長】先ほど委員もお話しいただき

ましたが、この農林技術開発センターは、なく

てはならない施設でございまして、県内の農家

が本当に自分の経営、技術のよりどころとして

いるものでございます。そこの設備、それから

機械等が一部といいますか、大分老朽化してお

りますけれども、それらの更新についてもでき

る限りヒアリングを徹底して、真に必要なもの

が落ちることがないように十分に配慮をしなが

ら、農林技術開発センターの職員からもヒアリ

ングをして適切に、できるだけ確保できるよう

に努力をしてまいりたいと思います。

【鵜瀬委員長】 ほかに質問はありませんか。

【まきやま副委員長】先ほど、大久保委員から

和牛の一貫経営についてお話がありました。

養豚の場合は、一貫経営をする際に、赤ちゃ

んを産む繁殖農場と子豚の農場と肥育の農場と

3サイドに分けて衛生管理をしていくんですけ
れども、和牛の場合は衛生問題を考えた時に、

一貫経営の経営体というものはどういうものに

なりますか。

【富永畜産課長】肉用牛の場合は、繁殖牛と肥

育牛の割合というのは各経営体でばらばらであ

りまして、一部肥育を導入されている方、それ

から半分半分繁殖牛と肥育牛を持っていらっし

ゃる方、経営体によって様々でございます。

【まきやま副委員長】今、長崎県でそういった

一貫経営の農場の推移といいますか、そういっ

た状況はわかりますか。

【富永畜産課長】すみません、資料を準備いた

しますので、しばらく休憩をお願いします。

【鵜瀬委員長】それでは、暫時休憩いたします。

― 午前１１時４３分 休憩 ―

― 午前１１時４４分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 再開します。

資料につきましては、後ほど提供いただくと

いうことでお願いしたいと思います。

それでは、まきやま副委員長。

【まきやま副委員長】 以上で終わります。

【鵜瀬委員長】 ほかにございませんか。

【中山委員】それでは、引き続きお願いしたい

と思います。ぜひ森林の健康チェックをやって

ほしいということを改めて申し上げておきたい

と思います。

併せて、県の事業で推進している事業につい

て幾らかお尋ねいたしますが、その中の一つが

県民の森です。西日本一広い広大な面積を有す

自然豊かなところでありますけれども、ここで

杉、ヒノキ、そして広葉樹林というか天然林で

すね、この辺の整備状況はどのようにやってい

るのか、お尋ねしたいと思います。

【永田林政課長】県民の森の森林の整備状況に

ついてのお尋ねでございます。

県民の森、森林が約380ヘクタールほどござ
いまして、そのうち人工林が約100ヘクタール
ほどございます。手元にはございませんけれど

も、平成の半ばぐらいまで整備をした実績がご

ざいますけれども、近年10か年程度はほとんど
整備はしていないと。遊歩道の周辺の、いわゆ

る来園者が通る周辺を陰切りをしたりという程

度をしているという状況でございます。

今般、昨年度の2月補正で森林整備に関する
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予算をいただきまして、現在発注をして整備を

進めていくというところを行っているという状

況でございます。

【中山委員】 2月補正で予算を組んだとやけど、
まだ発注段階ですかね。実質的には実績が上が

ってないということでありますけれども、やは

りこの県が管理するヒノキ、人工林については

年次的にきちんと整備する必要があろうという

ふうに考えておりますし、併せて広大な自然林

があるんですよね、天然林がね。これについて

は2月に調査をするというような話がございま
したから、これについても年次計画をつくって

取り組んでほしいと思いますけれども、再度、

この辺についてもお尋ねしたいと思います。

【永田林政課長】面積が膨大な部分がございま

す。ただ、現在、航空データ計測というのを飛

ばして、その状況というのは把握することが可

能になっていますので、まずはそういった状況

から把握をして、委員からご指摘いただいてい

る、例えば高齢級化している部分とか、来園者

が多く入る部分、整備を早急にしないといけな

い部分というものをしっかりと見ていきたいと

思っております。

年次計画についても、しっかりと立てていき

たいと思いますけれども、それに伴う予算措置、

そこも含めて考えていかないと、調査はしたけ

れども、なかなか実施できないということもご

ざいます。そういった中で、委員がいつもおっ

しゃっています森林環境税の活用というのも念

頭に置きながら、西日本随一の県民の森でござ

いますので、来園者が親しんでいただけるよう

な整備を今後もしっかりと進めていきたいと考

えております。

【中山委員】今、前向きな答弁をいただきまし

たので、これは期待しておきます。ぜひ、人工

林を含めて天然林についても、年次計画を持っ

て整備をしていただくことを強く要望しておき

たいと思います。

次に、これは平成29年度からだったかと思い
ますけれども、環境保全林緊急整備事業、これ

はどういう推移で現在まで進んでいるのか、進

捗状況についてお尋ねしたいと思います。

【髙橋森林整備室長】今、委員のご質問であり

ます平成29年度からながさき森林環境税を活
用した里山林整備ということで実施しておりま

す。

平成29年度から令和4年度までの実績でござ
いますけれども、県全体で61か所、面積で217
ヘクタールほどを整備しているという状況でご

ざいます。

【中山委員】 これは面積的にいけば217ヘクタ
ールということでありますので、この事業を進

めていただきたいと思うんです。なぜなら、や

はりここ長い間というか、畑がもう山林化して

しまって、その中の多くの農地を山林にしてい

こうという流れがあるわけでありますので、そ

のまま放置しておきますと、この里山林がかな

り荒れてしまうという形になってきますし、こ

こがまたイノシシのすみつくいい場所になって

きますので、イノシシとのすみ分けを含めて、

この環境保全林緊急整備事業をさらに、地域の

要望を受けながら取組を進めていただきたいと

思います。

もう一つ、これは明治時代に始まったんじゃ

ないかなというような水産部長の話がございま

したけれども、魚つき保安林ですね。県が管理

している面積と整備状況はどのようになってい

るのかお尋ねしたいと思います。

【永田林政課長】本県には、魚つき保安林とい

うのが2,600ヘクタールほどございます。整備状
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況といたしましては、魚つき保安林というもの

で、その目的としては水面に陰影を作って魚の

すみか、環境をつくるという部分でございます

ので、特に魚つき保安林というものに対して整

備をしているという状況はございませんけれど

も、過去、台風で魚つき保安林が被災した事例

がございまして、そういった時につきましては

しっかりと植栽等をして、魚つき機能の回復を

図っているという状況でございます。

魚つき保安林ではございませんけれども、森

林そのものが川を通じて海へ流れ込む養分や餌

の供給につながるということでございますので、

林政課としましては森林の整備をしっかりとや

ることによって、森林の持つ魚つき機能という

ものを高めるということで推進してまいりたい

と考えております。

【中山委員】林政課長のご答弁をいただきまし

て、勇気をいただきました。森は海の恋人であ

りますし、森を整備することによって、藻とい

いますかね、磯焼けの中の藻場の造成に影響が

あるし、魚についてもいい影響を与えると、フ

ルボ酸鉄等の流入が、その活性化を与えるとい

う話がありますので、ぜひその辺を含めていた

だきたいと思います。

そこで、私は、海の藻場を回復していくこと

が漁業の振興であるし、今後の地球温暖化の防

止等にも寄与すると考えておりまして、その藻

場の造成を水産部に聞いたところ、平成元年が

1万3,000ヘクタールぐらいあったけれども、令
和3年度には9,000ヘクタールぐらいまで減っ
たと。そして、令和17年度に1万3,000ヘクター
ルぐらいまでに回復したいと、こういう計画を

立てて進んでいるわけですね。

海の森と、そして長崎県の本来の森と、ここ

を連結して関連性を高めていくことが長崎県の

新しい魅力になっていくんではないかなと実は

考えておりまして、そういう意味で公益的機能

が今6,600億円程度ということでありましたか
ら、これを1,000億円上げるためにどうすべきか
ということで、私なりに考えたのは、長崎県の

22世紀の森林づくりというか、こういうふうに
50年から100年かけて長崎県の森林を整備して
いこうというマスタープランをそろそろ作って、

未来の子どもたちに残していく必要があるので

はないかと実は考えているところでありますが、

少し話が大きくなりましたけれども、22世紀、
長崎の森林のマスタープランという問題に着手

できればと思いますけれども、そういう考え方

があるのかどうか、ぜひ持ってもらいたいと思

いますけれども、いかがでしょうか。

【永田林政課長】 まず、1点お詫びと訂正をお
願いいたします。

長崎県の森林の評価額を先ほど6,600億円ほ
どと言いましたけれども、正確には6,013億円で
ございます。お詫びして訂正申し上げます。

それと、委員からご提案いただきました22世
紀の長崎県の森林づくりプランというものをし

っかり示すべきではないかということでござい

ますが、現在のところ、長崎農林業農山村活性

化計画の中で、しっかりと10年後を見据えなが
ら、5年間何をしていくかということを示して
いるところでございます。

ただ、森林づくりというのは、どうしても長

いスパンがかかるものでございます。そのマス

タープランなるものがしっかりと作り込めるか

というのはなかなか難しいところがございます

けれども、森林は広うございまして、そこをゾ

ーニングをしながら、どういうふうにしていく

んだというものを、全国でいきますと全国森林

計画というものがございまして、県におきます
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と地域森林計画といったものとリンクをさせな

がら、どういう方向でいくのかということ、国

の方も森林林業基本計画というものを策定して、

遠い将来に対して日本の森林をどうしていくん

だというのを、大まかな方向を示していますの

で、そういったものを見ながら何ができるかと

いうのは検討させていただきたいと思います。

【中山委員】何ができるか、その発想なんです

よね。その発想でひとつ、少し話が大きくなり

ましたけれども、そういう方向性をにらんでほ

しいと思います。

そこで、これは一挙にここまで持っていくの

はなかなか難しいので、やはりあそこに、先ほ

ど私が質問したように長崎県民の森ね、これを

中核として大村湾、琴海、長与、時津、諫早、

大村含めて、この沿岸の森をモデル地区にして、

ここから始めていくのも一つのアイデアかなと

思って提案したいと思いますけれども、長崎県

民の森を中心として、そしてこの一帯の大村湾

沿岸の森をモデル地区に指定して、ここから始

めていくというか、そういう考え方を私は持っ

ているわけでありますけれども、これについて

もう一度お尋ねしたいと思います。

【永田林政課長】大村湾沿岸を一つのモデル地

区というご提案でございます。

まず、森林につきましては、先ほど言いまし

た県民の森については県の所有物でございます。

ただ、多くの森林というのは民有林、個人の所

有物であるということが一点。それと広域的に

いきますと、当然市町との連携というのも必要

です。そういった考えをしっかりとまとめ上げ

ていくという作業には、かなりの労力がかかる

んじゃないかなと、今現在、私個人として思っ

ているところでございます。

構想としてしっかり受け止めさせていただき

ながら、どういったことをやっていく、市町も

当然、先ほど言いました計画、市町村森林整備

計画というのを市町なりのマスタープランとし

てお持ちでございます。そことのすり合わせ等

も必要でございますので、なかなか一朝一夕に

できますとか言うことは難しいんですけれども、

考えとしては、今後、長い年月を見ていった時

に、森林づくりをどうしていくんだという一つ

のモデルとなるものということでございますの

で、一番最初に委員ご指摘いただいた県民の森

ということであれば、県の所有物でございます

ので、そこから始めていくというのが多分一つ

の手法かなと思っていますので、県民の森につ

いても一朝一夕にできるようなたやすいもので

はないと思っています。長い年月をかけてしっ

かり整備計画を練らないといかんと思っていま

すけれども、まずはそこから始めるということ

が現実的なところかなというふうに思っている

ところでございます。

【中山委員】当然市町の協力なくてはやれない

わけですね。よくよく陳情書なんかを見てくだ

さいよね。大村湾は、今、いろいろ言われてい

ますけれども、私が知った範囲では、琴海地区

の漁業者に言わせれば、魚が小さくなって、小

型化して少なくなったという話を漁業者が言っ

ています。そして、酸素が少ない地域がある、

貧酸素水塊というかな、こういう地帯がある。

そして、大村からはナマコを放流してくれろと

か、ナマコの藻場を整備してくれろとか、ある

いは海底耕うんをしてくれとか、いろいろ要望

が出ているんですよ。そいけん我々としても、

市町に対して働きかけをします。それと併せて、

先ほど話しましたように、大村湾があって、山

がぐっと開けていって、河川がたくさんありま

す。
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そうすると、私が言ったように、県民の森付

近からここの地帯の木が高木化しているので、

ここに線状降水帯が入り長くとどまれば一遍に

崖崩れが発生して、土砂崩壊をして下に落ちて

くるということが、非常に人命に関わる問題も

あるんですよ。それを含めて、ぜひひとつモデ

ル地区として、県民の森を中心としながら、大

村湾沿岸の森のマスタープランについて何がで

きるのか、ひとつ検討していただいて、私とし

ても市町に対して働きかけをしていきたいと考

えておりますので、ぜひ前向きに取り組んでほ

しいなと考えておりますが、話が少し大きくな

りましたけれども、再度、課長の決意を聞いて

質問を終わりたいと思いますが、いかがですか。

【永田林政課長】委員ご指摘のとおり、壮大な

計画になっていると思っています。なかなか、

先ほども答弁させていただいたとおり、一朝一

夕にできるものではないと思っています。まず

は現状の把握、河川の状況、我々の所管すると

ころでいきますと、山地災害危険地区というの

がございますので、そういった状況、本当に線

状降水帯がきたら、直ちに崩れるおそれがある

のか、そういったものも含めて、しっかりと把

握をし、まずはデータを収集しながら、把握を

しながら、どこから取りかかっていくべきなの

か。なかなか、大村湾全体と言ったら規模が大

きすぎて厳しい部分もございますので、どの辺

からやっていけばいいのかということも含めて、

まずは現状把握、先ほど言いましたとおり、広

葉樹についても高齢化しているのは事実でござ

いますけれども、その状態というのがなかなか

把握できてないということもございますので、

まずは現状把握からしっかりと進めてまいりた

いと思っております。

【中山委員】全てはやはり、今課長が言ったよ

うに現状把握からということでありますから、

徹底した現状把握をして、そして、やれるとこ

ろから進めていくというような方向性をもって

ひとつ取り組んでいただきますように強く要望

しておきます。

【富永畜産課長】先ほど、まきやま副委員長か

らご質問がありました肉用牛一貫経営の戸数の

推移について、お答えをさせていただきます。

肉用牛一貫経営につきましては、平成30年度
90戸、令和元年度98戸、令和2年度114戸、令和
3年度122戸、令和4年度102戸となっております。
一定増加傾向にあるものと考えております。

【鵜瀬委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質問がないようですので、

農林部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ３分 休憩 ―

― 午後 零時 ３分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。

農林部の理事者の皆様におかれましては、大

変お疲れさまでした。

引き続き、委員間討議を行います。

理事者退室のため、しばらく休憩します。

― 午後 零時 ４分 休憩 ―

― 午後 零時 ６分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

これより、予算決算委員会農水経済分科会の

決算審査の日程について協議を行います。

それでは、審査の方法についてお諮りします。
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協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うこととしたいと存じますが、ご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ６分 休憩 ―

― 午後 零時 ６分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

予算決算委員会農水経済分科会の決算審査の

日程につきましては、お手元の審査日程案のと

おりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議がないようですので、そ

のように決定させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動等について協議し

たいと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ７分 休憩 ―

― 午後 零時１０分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ございませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

以上をもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 零時１１分 閉会 ―
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